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この 報 告 書 は,日 本 自 転 車 振 興 会 の 機 械 工 業 振 興

資 金 に よ る 補 助 金 の 交 附 を 受 け て 実 施 した 「昭 和

49年 度 情 報 処 理 教 育 に 関 す る調 査 研 究 等 補 助事業」

の 一 環 と して 作 成 した もの で あ る 。
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本報告 書は,財 団法人儲 処 理研修 セ ンターの 紹 和49鞭 繍 処

理 教育 に関す る調査研究等補助事業 」のうちの 「都市 公共政策のシス テム

分析に 関す る調査研 究報告書 」を行な うため,社 団法人 日本 オペ レーシ

ョ ンズ ・リサー チ学会 が受託 し,同 学会 の中に と くに設け られた 「公共

政 策研究委員会 」が1年 間 にわたって行 った調査研究の 結果 をま とめた

もの であ ります。

1975年3月
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公 共 政 策 研 究 委 員 会

委員 長 伊 藤 滋

幹 事 安・ 田 八 十五
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都市 公共政 策の システ ム分析 に関す る

調査 研 究報告 書

一 基 レベルにおけ る都市地域 動学モデルの

構築 と公共政 策の シミュ レーシ ョン実験一
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われ われ は昨 年 度(昭 和48年 度)の 調 査 研究,す な わ ち 「OR手 法 に よ る都 市問題 解

析 型 シ ミュ レー シ 。ンモ デル に 関 す る調 査研 究 」にお い ては,都 市 問題 の発 生 メ カニ ズ ム

の解 明 のた め の 都市 地域 構 造 の 解析 い わ ゆ る都 市 解析 的 な都 市 コン ピュ一 夕 シ ミュ レー

シ ・ンモ デ ル のサ ー ベ イを行 な い,そ こか ら出発 して 都市経 営 も し くは政策 決定 の補 助用

具 と しての 都市 地 域 シ ミュ レー シ 。ンモ デル の必 要 性の 問題 提起 を行 な った 。 今年 度 は こ

れ らの 延長 線 の上 か ら,具 体 的 な対 象地 域 と して あ る県 を選 択 し,公 共 政 策 策定 のサ ボー

テ ィング シス テム を開発 する とい う視 点 か ら都市 地域 構造 を解析 し,公 共 政 策 の シ ミュ レ

ー シ.ン 実 験 を行 な う こ との で きる シス テ ム シ ミ ュレー シ 。ンモ デル を開発 した。 時 間 ・

費 用 等 さ ま ざま な制約 の た め われ われ が1年 間 でな し得 た こ とはマ ク ロ的 な都 市地 域 シス

テ ム動学 モ デル の 構築 とい ぐつ か の シ ミ ュレー シ 。ン実 験 を行 な うこと で お・わ っ て しまっ

た。 モ デル 自身 の構築 も不 十 分 であ り,さ らに われ われ が意 図 した主 に財 政 支 出 の配 分過

程 に もとつ く公 共 政策 の シ ミ ュ レー シ.ン 実験 につ い ては ほ とん ど行 な いえ な か っ た。

今後 に残 され た課題 の方 が な しえ た こ と よ りもはる か に多 い が,わ れ われ が この調査研

究 の最初 に ね らった 目的 か らみ れば,そ の糸 口をつ か む こ とが で きた の で は ない か と思 っ

て い る。 さ ま ざまな 御批 判 をい た だ けれ ばさ い わい で ある。

な お,こ の調 査 研 究 に おい て 協力 して いた だい たモ デ ル県 の県 庁 の方 々 をは じめ多 くの

方 々 に深 く感 謝 す る。
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第1章 都 市 地 域 に お り る 公 共 政 策 の シ ス テ ム分 析

1.1公 共 政 策 の シス テ ム分析 一 背 景 と 目的 一

1.1.1都 市 化 と公 共 政 策 一 序 一 ・

1970年 代は高度経済成長とともに都市化が急速 に進行 し,さ まざまな都市問

題が発生 している。

経済社会構造の変動と都市問題の発生は,こ れまでの生産第一主義,効 率一本や

りの経済運営にもとつ くものであり,い わば経済成長の代償ともいうべき性質を備

えている。

しかし左がら,こ れ らの都市問題は伝統的な都市問題とは異なる新 しいタイプの

問題が多 く,経 済成長の代償 として片づけてしまうには,事 態はあまりにも深刻で

あり,問 題の重要性は極めて高いといってよいであろ う。そしてこれ らの都市問題

は結果的にはさまざまな公共サー ビスの需要,公 共部門への期待となってあらわれ

ている。 このように,公 共サービスに対する需要は多様化 ・高度化 をその側面とし

ながら増大の一途 をたどっている。 これに反して,公 共サービスの需給ギャップに

もとつ く人々の不満は増大するばかりである。 これらの不満は主として地域社会に

おける住民の生活に関連 して発生 しているものが多く,地 方公共団体に対する住民

.の 要求と期待 となってあらわれており,地 方公共団体の取り扱 う諸問題は,か つて

経験 したことのな躍 に・その鋤 砿 がり・鰍 のレベルが融 ・鞭 る・都市
,

問題を中心とする自治体が対応 を迫 られている諸問題の解決を困難にしている最 も

基本的な理由は問題の発生メカニズムの構造が十分解明されていない所に見出すこ

とができる。

本調査研究は,都 市地域システムの構造変動を解析 し,公 共政策の決定 のあり方

を求めるために政策代替案の事前評価 を行なうことができるような都市地域 システ

ムコンピュ一夕シミュレーシ。ンモデルを中心的な補助用具とする公共政策決定サ

ポーティングシステムのケース ・スタディである。

1.1.2都 市 化 と地 域 構 造 の変動 一 背 景 一

都市 問題 は東 京,大 阪 とい う大 都 市圏 に おい て象徴 的 にあ らわ れ てお り,大 気汚
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染,水 質汚濁,交 通混雑,住 宅問題,学 校 不足などの数々の新し㎞都市問題が発生

している。 これらの問題は既成市街地 もさることながら新しく開発され市街化され

だ地域でより深刻な形 であらわれている。と くに東京,大 阪の大都市の周辺地域に

おいては都市化の速度がこれまでの数倍 もの速 さで進行 しているために,学 校 ・公

園等の公共施設の不足に典型的に示されるような社会資本ス トックの不足 公共サ

ービスの供給遅れとなって周辺地域の自治体にさまざまな問題をなげかけている
。

われわれが本調査研究の対象地域のケースとして選んだ埼玉県は,神 奈川県.千 葉

県 とともに東京という大都市の圏域内の周辺地域 として急速 な都市化の波 をうけて

おり,さ まざまな都市問題に悩まされており.公 共部門がその解決に多大 な役割を

期待されている。

一般的にいえば,こ のような都市問題の発生は都市地域システムの構造変化とし

てとらえることができる。都市地域を一つのシステムとしてとらえると,地 域シス

テムの変化はインプ,ト,ア ウトプvト 及びプロセスという3つ の側面の変化 とし

てとらえることができる。

都市地域システムのインプ7ト は生産活動,生 活活動等のさまざまな都市的活動

であb,ア ウトプ7ト は活動の結果であb,評 価である。プロセスとはインプvト

をアウ トプヴトに媒介する場である。

都市地域 システムの構造変化とはインプットとアウトプットの対応に関連するも'

のと,プ ロセスに関連するものと2つ の側面として生起 している。一番目のインブ

∂トとアウトプットとの対応は,生 産と分配との関係としてとらえることができる。

生産一本や りの高度成長の追求の結果,起 こったのがさまざまな不公平,社 会的不

正義であり,都 市問題はその典型的左現象形態である。パイを大 きくすることより`

'もパイをいかに分けるかが重要にな
ってきた。 ここに第一番目の構造変化を求める

亡 とができる。第二番目の構造変化はプロセスに関連するものであり,云 い換えれ

ば政策決定 というプロセスの問題なのである。漸進主義的な行政主導型の政策形成

'
過程め変更が要求されているのである。すなわち第一番目の問題 都市問題に対応

できる政策形成システムが必要 とされているのである。

一3一



1.1,3地 域 構造 の 変動 と公共 政 策の 役 割

さ ま ざまな都 市 的活 動 に よっ て構 造 は変 動 してい くが,そ れ に よっ て都 市地 域 に

おけ る地 区 属 性環境 は変化 す る。 変 化 した 生 活環境 を人 々は評価 し.そ れ が環 境 へ

の 不満 とな っ て表 われ,公 共サ ー ビス の需 要 をひ きお こす。 一 方,供 給 メ カニズ ム

に もとづ き,供 給基準 に した が っ て公共 サ ー ビス の供 給 は行 なわれ る が,供 給 が需

要 に合 致 する こ とは稀 で あ り,需 給 ギ ャ ップが 生 じる。 この 客観 的 な需 給 ギ ャ ップ

は主観 的な 需 給 ギ ャ ップ'であ る人 々 の不満 と対 応 し てい る。 公 共サ ー ビスの供 給 が

資源,制 度 及 び組 織 などの さま ざ まな制約 の 下 で行 な わ れ てい る以 上 こ の制約 つ

きの需 給 ギ ャ ッ プを解 消す る こ と.も しくは で きる だけ小 さ くす る こ とが公 共サ ー

ビス 供 給 とい う政策 の 選択基 準 に な り,こ れ は 時間,空 間及 び階 層 な どの さ ま ざま

なレベ ル を考え た不 満 の公 平 な配 分 とい う こ とに他 な らない こ とにな る。

も ちろん,制 約条 件 を与 え られ た もの,動 か しに くい もの と考え る不 満 の公平 な

配 分 と い う公 共 政策 の選択 基 準 は現 実の 政 策形 成 をか な り よ く説 明す る と考え られ

るが,あ る意 味 では 消極 的 で あ り,都 市問 題 の 根元 的 な解決 を もた らさな い場 合 も

あ り得 る。 資源,制 度及 び組 織 な どの制 約 条件 自身 を制御 しなけ れ ば,公 共 サ ー ビ

ス の需 給 ギ ャ ップ は解 消 で きない ような タ イプの 都市 問 題 もあ り,都 市 システ ム及

び公共 シス テ ム の構造 を変 え る こ とが必 要 に な る。 この ような公 共 サー ビス の需 給

ギ ャ ップの解 消 を積 極 的 解 決 も し くは構 造 的 解決 と呼 ぶ こ とにす る。

消極 的 解決 の場 合,重 要 になって くるのは限 られ た資 源 を どの問 題,ど のサ ー ビス

に優先 的 に配 分 す るか とい う配 分 の優先 順 位 をい か に行 な うか とい うこ とであ る。

そ の ため に は,問 題 間,サ ー ビス 間 の トレー ド ・オ フ をい かに評 価 する か が順位 づ

け の ボ ィン トにな る。 わ が国 にお け る現 実 の公 共 政策 形 成過程 に お い ては この 評価,

・順位 付け が い わ ゆる非論 理的 漸 進主 義(disjointedincrementalism)

に よっ て行 な われ て い るた め に,非 構造 的 な問 題解 決 には 適 して きた が,あ る種 の

都市 問題 等 の構 造的 な問 題 は解 決 する こ とが で きな い の で ある。

』 公 共 部 門 が配 分す る こ との で きる資 源 に は金 ・物 ・人 ・情 報 等 のさ まざ まな もの

が 考え られ るが,現 実の 公共 政 策 の決 定 はほ とん どす べ て金 に換 算 され て行 な われ

てい るの で,金 すな わ ち財 政支 出の 配 分過 程 が地 方 公共 団 体 に お け る公 共政 策決 定

過 程 であ る といっ て も言 い過 ぎでは ない 位 で あ ろ う。 この よ うな視 点 か ら本 調 査研
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究 で は公 共政 策 の決 定 過程 を財政 支 出 の配 分過 程 で ある とみ な し
,シ ミ。 レ_シ.

ンモ デル を構築 す る。
θ
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1・1・4政 策 決 定過 程 の 構造 とサ ポー・一ーティン グ シス テム

わが国 の公 共 政 策 の決 定 は予 算決 定 におけ るい わゆる 増分主 義(昨 年 度 の予 算の

何胤)に 管 されるように繊 決定理論の用語でぷ 非酬 擁 蟻

(詳 し くは安 田 を参 照 の こ と)に もとつ い て行・勧 れ てい る.し か しな が らパ 肺

問 題 に 象徴 され る よ うな社 会構 造 の 急 激 な変 動 は
,行 政 需要 の 高 度化,多 様 化 を ひ

き起 こ し・ そ れ 噂 加 硫 的 嫡 遊 敵 も とつ ぐ政鍛 定 で は対応 す る ことが

で きず・ 住民 の不満 は ます ま す増大 す るばか りで あ る
。

政 策形 成・ 政策 決 定 にお い て絶 対 的 な力 を占め てい る漸 進主義 は この よ うな理 由

か らして次第 に克服 さ れ な けれ ば な らな くな っ て い る
。 そ の第 一 ス テ ッ プ と して我

々は政 治 的交 換 理論 に もと つ く適応 型 漸進主 義 に よ る政 策 形成 シス テム を求 め たわ

け で あ るが,こ の政 策 形 成過 程 には 地域 構造 の正 確 な把握 と公 共政 策 決定 の客観 的

な評価 が 要 求 され るの で,そ れ らを理 解 す る ため の補 助 用
,員,が必要 とな る。 この補

助用具 こそ 都市 地 域 モ デル とい うシ ミ ュレ ータ 及び情 報 シス テ ム と して のデ ー タ.

ベ ー ス を二 つ の軸 に す るコ ン ピュー タ の助 け を借 りた政 策情 報 シス テ ム(60mpu-

torAssistedPolicyInformationSystem)と い う都 市公 共

政策 決 定サ ポー テtン グ ・シス テ ムで ある。 このサ ポーテ ィング ・シス テム に よる

政 策形 成 シス テ ム を図1'1・1に 示 して あ る。 この図 に示 した ごと く
,こ のサ ボ_テ

人 間に よる政 策形 成

,

-ー
φ

行 政担 当 者
に よ る

政 策 形成

住 民

に よ る

政策 形 成

情報提供
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イング ・システムは行政担当者による政策形成をサポー トするだけではなく,住 民

による政策形成,い いかえれば住民参加のサポーティングシステムにともなり得る

のである。

わが国の地方公共団体において底 このような長期的かつ包かつ的な地域社会構

造の将来像はいわゆる総合計画において作成されることになっている。 ところが,

総合計画の策定及び実施は年度予算の算出及び実施と独立 というよりも無関係に行

なわれているのが現実の姿である。予算策定 を計画化 し,計 画を予算よリタテマエ

ではな くホンネとして上位 におくことが必要であるといえよう。 このような視点か

らわれわれは公共政策のケース として総合計画の策定過程を選択 したわけである。

、

●

1.1.5公 共サ一一ビスの需給ギャップと都市問題

都市問題とい う形で発生している都市地域における住民の不満は,都 市的生活様

式の進行に都市地域が対応できない点にその原因を見い出すことができる。さまざ

まな都市的活動が必然的に公共サービスに対する需要をひき起 こすとはいえ,基 本

的にいって公共サービスの需給ギャップ及び供給システムに都市問題解決の糸口を

見い出すことができる。

都市地域における公共活動,公 共サービスの役割は市場機構を媒介として展開さ

れる都市的活動 を補完する機能及びさまざまな都市的活動から発生 してくる排出を

処理する機能の二つの機能をもつ ものとして位置づけることができる。

都市的活動は活動補完機能 としての公共サービスの需要をひきおこすが公共サー

ビスの供給がスムーズに行なわれない と供給不足,過 剰供給という形で活動補完的

公共サー ビスの需給ギャップは具体的には例えば,住 宅困窮,す し詰教室(プ レハ

ブ教室),通 勤 ラ9シ=,交 通渋滞などの混雑現象として現われ,摩 痺と呼ぶ こと

ができる。一方,都 市的活動はある意味で必然的に排出物を発生させるが,そ れら

の排出物 を処理する排出処理機能という公共サービスに対する需要として生起 し,

この機能の供給不足,過 剰供給は公共サービスの需給ギャップとして現われ,そ れ

は残渣と呼ぶことができる。大気汚染,水 質汚濁などの公害問題,ゴ ミ問題 交通

事故.火 災 病気などが残溢の具体的な形である。犯罪,精 神異常,離 婚,売 春,

スラムなどのいわゆる社会病理現象もこの残漬現象のノン・フィジカルな側面であ
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る とい え る。

公 共 サ ー ビス 活動 の供 給手 段 は フ ィジカル な もの とノ ン フ ィジ カル な もの とが あ

り,そ れ らは公 共 施設 及 び公共 サ ー ビス行 為 と してそ れぞ れ供 給 され る。 サー ビス

行 為 は細 か くい う とサ ー ビス 活動,'規 制 それ に情 報 とい う三 つ に分 け る こ とが で き

る。 〔'

都 市的活 動 は基 本 的 に は生 産活 動 及 び生 活活 動 とか ら構 成 さ れ て い る。 さ らに生

産 活 動,生 活活 動 に伴 な う交通 コ ミュニ ケー シ ョン とい う移 動活 動 が あ り,三 つ の

基 本 的 活動 として と らえ るこ とがで きる。

活 動補 完 機能 と しての 公 共サ ー ビス は これ らの生 産,生 活及 び移 動 のそ れ ぞ れ の

都市 的 活動 に対応 して生 産補完,生 活 補 完及 び移 動 補 完 とい う三 つの サー ビス と し

て供 給 され る。 具 体 的 には生 産 基盤,港 湾,公 園,教 育,文 化,ス ポ ー ツ,娯 楽,

交通,通 信,上 水 道,ガ ス.電 気 な ど の公 共 サ ー ビス がそ れ らに 相 当 す る。

排 出処 理 公 共サ ー ビス は排 出の原 因 と なる都 市 的活 動 の タイ プ及 び排 出形 態 が定 ・

常的 か確 率 的 とい う意 味 の非 常 的 かに よって 表3.1に 示 す よ うなタ イ プ に分 け る

こ とが で きる。これ ま での わ く組 を公 共サ ー ビス の 需給 ギ ャ ップ と 不満 の発 生 とい う

視 点 か ら図 示 した もの が 図1.L2で ある。

,

1.1.6都 市地域 システム動学モデルの構築

都市地域における公共政策のシステム化 を進める場合,ま ず最初に要請されるこ

とは政策の対象となる地域の経済社会構造がどのように変動 してい くのか,そ して

それにともなって行政サービスに対するどのような需要が生起 して くるのかを正確

に把握することである。

都市化の急速な進行にともなって,将 来の地域の姿が現状の延長線上にえがくこ

とが難か しくなってきているので,「 このままでいけばこうなる」という傾向変動

をつかむだけではなく「こうすればこうなる」という構造変動を把握することが必

要となってくる。われわれがシステムモデルに開発のケース地域 として選んだ埼玉

県は東京 とい う大都市圏の圏域にあり,都 市化の影響をもろにうけている地域であ

る。また,県 という行政単位の地域はわが国においては,行 政の意思決定の階層レ

ベルからながめれば,市 町村という住民の日常生活に直結する行政サー ビスを提供
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公共 サ ー ビス の 需 給 ギ ャ ップ と都 市 問 題 の 発 生
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している行政単位 と,住 民の地域社会における生活とは基本的には独立なナショナル

レベルの行政サービスを提供 している国との間にはさまれて.現 代の都市化社会にお

ける役割が不鮮明に在り,さ まざまな問題をかかえているであろう地域の広がりとし

て県レベルの対象地域 をケースとして選んだのである。 このように埼玉県をケース地

域 としてコンピュータ・シミュレーションモデルを主要な補助用具としてわれわれは

「地域構造分析 による公共政策決定サボーテ・ングシステム」の開発にとりくんだわ

けである。まず,一 般的な都市地域システムモデルとしてのシミュレータの役割を明

らかに し,埼 玉県モデルとしてのシミュレータの概要をスケ,チ しておこう。

一口に都市問題といっても,都 市問題には土地問題,住 宅問題,交 通問題及び財源

問題などさまざまな側面がある。 これ らの問題は独立の問題として存在 しているので

はなく,相 互に複雑にからみあづているので,都 市問題 という観点から問題解決にあ

たらないと,あ る問題の解決が別の問題を発生させた玩 悪化 させたりする。たとえ

ば,住 宅問題を解決 しょうとして効外にどんどん住宅地を建設 しようとすると,今 度

は通勤,通 学の交通ラガシュという交通問題をもたらすという例にみられる。 このよ

うな問題を解決するには,住 宅問題 と交通問題とを別々の問題とみなして解決するの

ではなく,そ れらを都市 もしくは地域におけるさまざまなシステムの貧さ,欠 陥 失

敗として問題を統「的,総 合的に把握 し,問 題解決にあたることが必要になって くる。

このような考え方を「問題解決へのシステムズ ・アプローチ」という。

とくに県,市 町村等の地方行政当局にとってはこのような都市問題の解決を住民か

ら要求され,期 待されているわけですから,都 市問題解決にあたってはシステム的思

考,シ ステムズ ・アプローチが必須 となるわけである。

ところが,都 市問題はきわめて複雑なために,一 人の人間が自分の頭の中であれこ

れ考え解決策をさぐっても伸々うまい方策はみつからない。また.都 市問題のような

社会的な問題は短期的には最善 と思われる解決策が長期的には最悪な事態をもたらす

ということがしばしばみ うけられる。だから,つ ねに長期的な視点に立って,計 画的

に対処する必要がある。 このためには都市とか地域とかの社会経済システム,土 地利

用システムの変動を予測 して,産 業政策 とか土地利用規制策とかの政策代替案がどの

ような効果 をもたらすかをそれらの施策を実施する前に何 らかの形で評価 しておくこ

とが必要である。 この ような方法にはさまざまな方法が考えられるが,き わめて有効
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左方 法 と して は..都 市 の変 動 を追 跡 で きる よ うなモ デル(模 型)を コ ン ビr－ 夕 を

利 用 して作 成 し,い ろい ろ な政 策 代 替案 の事 前的 な 模 擬 実験(シ ミ.ユ,レー.シ ョン実

験)を 行 な う とい う方法 が あ る.、

シミ ぞレ一 夕 は都市 の 政策 の将 来 の肇 が ξ うな るのか,そ して それ に と もなっ て

どの よ うな タ イ プの公 共 サ ー ビス需 要 が どの位 発 生す るの か を把握 し,そ れ に対 し

て公 共 サ ー1ピス をい か に供 給 す べ き か とい う 「UrbanStruc
..tureとPublic

■tS
ystem」 とい う視 点 か ら都 市 の シ ミ ュtZ-一シ ョン、・モデ ル を構 築 し,さ ま ざま

な政 策 シ ミュ レー シ 。ン実 験 を行 な うよ うに組 み立 て られ なけ れ ばな らない。 この

よ うな立場 ρ・ら構 築 され る シ ミ ュレー タの プ ロ トタ イ プの全 体 フ レーム を図 示 した

ものが 図L1.3で ある。

ttわ れ われ が 時 間 ・費 用 そ の他 の制 約 か ら50年 度 の調 査 研 究 で力 を注 し?だの は シ

ス テ ム ダ イナ ミ・クス 事 項 と してマク ロ的 な都 市地 域 シス テ ム動 学 モデル の構築 と

そ れ に よる さ ま ざまな 政策 シ ミュレー シ ョン実 験 で あ る。.マク ロモデ ル は次 の よ う

な 視 点 か ら設計 され て い る。 この よ うなモ デル は基 本 的 に は地 域 構造 の正確 な分析

と公 共 政策 策定 への 情報 提 供 の 可能 性 を有 す る いわ ゆ る 「地 域 構 造 と公 共 システ ム」

とい う視 点 か ら構築 され なけ れ ば な らな い 。 これ ま では主 に地 域 構造 の 分析 とい う

視 点 に立 っ て計 量経 済 学 的手 法 に よって,と くに地域 の経済 構 造 の分析 に焦 点 をあ

て た よ うな地 域 マク ロモデ ルが 開発 され て きた が,計 量 経 済 モ デル には い くつの 問

題点 があ り,わ れ われ の 目的 には あわ ない 。 ま ず第1の 問 題 点 はモ デ ル の 目的 が,

政策 策 定 の補 助用具 とい う視 点 か ら構 築 さ れ てい る もの が ほ とん どな く・・.さ らには

手 法 の 性質 か ら無理 で あ る とい え よ う。2番 目は シス テ ム の構 造 の把 握 とシ ステ ム

のパ ラメー タの推 定 の どち らに ウェ イ トをお くか とい うこ とに関 連す る。 計 量経 済

モ デル で は シス テ ムパ ラ メー タを正 確 に測定 しよ うとい うあ ま り,シ ス テ ム構 造 と

い う より上 位 の問題 を無 視 しが ちで あ る。 モ デル 構築 に あ たっ てデ ー タがか な り制

約 に な ると.い う事実 を も考 え あ わせ れ ば,パ.ラ メ ー タ測 定 より もシス テ ム構 造 に ウ

ェイ トをお くシステ ム シ ミュtz .rシpン 手 法 の有 効 性 が理 解 され るで あろ う。

(注 ・ シス テ ムダ イ ナ ミ ッ.クス手 法 は システ ム.シミ.ユレー シ ・ン手 法 とい う体 系 の

一種 と考え られ る)

これ らの2つ の 手 法は,シ ステ ムダ イナ ミ ック ス とい うシステ ムシ ミ=レ ー シ ョ
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ン手法である。モデルは,地 域社会にむける生産活動,生 活活動及び移動活動 とい

う市場機構を媒介 として展開される都市的活動から出発 して,都 市的活動に対する

補完機能および都市的活動からの排出の処理機能 とい う二つを公共サービスの基本

的な役割として位置づけるという視点から構築される。生産活動は主 として第二次

産業の民間設備投資を立地論的な視点からとらえて産業セクターとしている。生産

活動にともう排出と行政サー ビスとの需給ギャップは公害現象として公共セクターで

扱われており,こ れまでの経済学のように公害を外部不経済として例外 としてとり

扱 うのではなく,地 域システムにおける主要なサブシステムとしてモデルに組みこ

んであり,公 害セクターとよんでいる。地域の都市的活動の生活面は行政サービス

の供給 とい う視点からは,時 間,.空見 階層とい う三つの基本的な軸からとらえる

必要があるが,こ こでは都市化地域に焦点をあてたことと,地 域全体をとり扱って

いるマクロモデルという性格か ら空間は明示的にはとり扱われていない。階層 もさ

ま ざ まな視 点か ら と らえ る必 要 が あ るが こ こ では都 市地 域 の 成長 及 び行 政 サ ー ビス

の供 給 の対 象 の差異 とい う観 点か ら,年 令階 層別 の人 口の変 動 を人 口セ ク ター と し

て と らえ てい る。 このモ デ ル の一 番 の 特 色 は財 政 セク ター に求 め る こ とが で きる。

い ま ま で財 政 活動 を明示的 に と り扱 っ た地 域 モデ ル は ほ とん ど な か った し,計 量経

済 モ デル で扱 われ てい る場 合 で も財政支 出 の乗 数 効果 の分析 とい った よ うに他 のサ

ブ システ ム とは 対等 に と り扱 われ て いな か った が,こ こでは公 共支 出活 動 を他 の サ

ブ シス テ ムへ の外 部 効果 とい つ た因 果 関係 か ら と らえ て い る。国,県 が市町 村 の財

政 活 動 の 支 出面 の配 分 過程 をシ ミ ュレー トす る こ とに ウェ イ トを おい てモ デ ル は構

築 され てい る。 この財 政 セ ク タ ー にお い て は公共支出の配分を変更する ことに よっ て.

公 共 政 策 の シ ミ ュレー シ.ン 実 験 を行 なえ る よ うにな っ てお り,こ の財 政 セク ター

に本 モデ ル の一 番 の特 色 を見 い 出 す こ とが で き よ う。 公 共 サー ビス活 動 は この 財政

セク ター に よっ て マネータームで インプリシ ッ トに表 現 され てい る とい って よい が.い

わゆ るPubicutilityと しての上 水 道,排 出処 理サ ー ビス と して の下 水 道 及

び ゴ ミ処 理 サ ー ビス は この モ デル では 公 共 サー ビス セク ター と して 明示 的 に と り扱

わ れ て い る。 整 理 す る とモ デ ル は,人 口セ ク ター,産 業 セ ク ター,財 政 セク 九 公

共サ ー ビス セ ク ター,公 害 セク ター とい う5つ のサ ブモ デル か ら形 成 され て い る。

図1.1.4に は理 論 か らみ た マ ク ロモデ ル の 構 成 が図示 され てい る。
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,

モデ ル 全体 に関す る特 色 は次 の よ うな点 で ある。

1.東 京 の影 響 は一 部 三県 をTokyoMetropolitanAreaと 考え て外 生 的

に与 え,県 内部 と圏 全体 に相 対 性 と して地域 変動 のメ カニズ ム を と らえ てい る こ と。

2.財 政 活動 を明 示的 に扱 い,公 共 政 策 と くに県 の役 割 を財 政配 分 の シ ミ=レ ー・一方シ ョ

ン実 験 と して扱 って い る こ と。

3.例 え ば産業 セク ター をみ れ ば わ か る よ うに,経 済 学 的 な投 資理 論 を立 地 理 論 と結

合 して 新 しい理論 展開 を行 な って い る こと。

4.パ ラ メー タ推定 よ り もシス テ ム構 造 に ウ=イ トをか い てい る とはいえ.可 能 なか

ぎ りのデ ー タ を収 集,加 工 してパ ラメ ー タ推定 をき ちん と行 な っ て お り,計 量経 済

モ デ ルの検 定 な どの統 計 的 性質 ほ どに は シ ビア で はない が,し ば しば この種 の シス

テ ム ダ イ ナ ミ ックス モ デル,シ ス テ ム シ ミ ュレー シ 冒 ンモ デル にみ られ る よ うに主

観 的 なパ ラメー タの与 え方 は してい な い。
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1.2計 画 策定 の シス テ ム分析 一分析 の 前提 一

1.2.1公 共政 策 と計 画 策 定

お よそ個 人,あ るいは社 会 の 活 動 に関 し何 ら計 画 性 のな い もの は存 在 しない と云 っ

て も過言 で は ない の で あ ろ う。 家計 の消 費 行動,余 暇 の 使 い方,企 業 の投 資 行 動等 々

であ る。 い ずれ も,あ る制 約条件 の もと で何 らか の形 で活用 を最 大 に しよ う とす る為

の選 択 と結 びつ け られ る。 そ こに は同 時 点 でのい わば 水平 的 な選択 と将 来 にわ た る時

間 の経過 の中 で,現 在 の状 態 と将 来 の 目標 との関 係 に おい て,現 状 の推 移 を得 られ る

限 りの情報 に も とず い て予 測 した上 での い わ ば 垂 直的 な選択 との組 合せ がみ られ る。

成 長 か ら福 祉 へ とい うス ロー ガ ンの可 否 は別 と して,い わ ゆる'市 場 の失 敗 θとい

われ る もの に 相当 す る ものの 資源 配 分 に関 して行 政 に期 待 す る,あ るい は不満 が発 生

してい る今 日,場 あた り的 な行 政 は許 され ない。 これ ま で国,地 方 自治体 に よって種

々の 計画 が掲 げ られ て きたが,自 律 的 な社 会 経済 活動 を補完 し,一 方 でそ の弊 害 をチ

ェ ックす る意 味 での行政 主 導 型 の 政策 に 対 す る社 会 的要 請 が 高 まっ てい るなか で,と

もす れ ば これ らが先 にあげ た水平 的,垂 直的 な選 択基 準 と斉合 性 の とれ た形 で 明確 に

して お らず単 な る プロパ ガ ンダ,デ モ ン ス トレー シ 。ン にす ぎない とい う批 判 が な さ

れて きた。 これ は計 画 が公 共 政策 の形 成 と必 ず し も歩調 を合 せ ず,遊 離 した もの と左

って い た こ とに よる もの と云 え よ う。

こ とに住 民 の諸 活動 と密着 して い る地 域 にお い て,な か で も都 市化 の 進展 に伴 っ て

生 じてい る従 来 の 都市 病理 的 な もの よ り更 に広 い意 味 の都市 問 題解 決 のため の公 共政
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策 の あ り方 は,こ れ か らの地 域 の福 祉水 準の動 向 を大 き く左 右 す る もの と思 われる。

都 市 はさ ま ざ ま な資源 をイ ンプ ッ トし,そ れ らを組 み合 せ て生 産 活 動,生 活活 動 等経

済 社 会 活動 を行 い,地 域 の福 祉 水 準 をア ウ トプ ッ トす る。 そ して これ を評価 す る こ と

に よ 拓 その フ ィー ドノ㍉ ク が新 た な活 動水 準 に導 くダ イナ ミック に変 動 す る システ

ム とみ な す こ とが出来 る。 現 在 かか え る問 題は,こ れ ま での成 長第 一 主 義 す な わ ちパ

イ を大 き くす る こ とが福 祉 の向 上 に 直結 す る と して 活動 して きた結 果,そ の過程 で生

じるマ イナ ス の 面 の認 識 を欠 き,あ る いはそ の為 の情 報 が欠如 して い た ため に,も は

や放 置 で きな い程 度 に 表 面化 した もの で あ り,そ れ が,一 方 で人 口集 中,企 業 集ヰ に

よる交通 問 題,住 宅 問 題,土 地 問題 等 の混 雑現 象 と して表 面化 し,一 方 で過 疎 現 象 を

生 み,と もに,都 市機 能 の低 下 をま ね き,環 境 を侵 蝕 し,パ イの 分 け前 に関 して社 会

的 不 公 主 を生 み 出 した と云 え る。 更 に よ うや く こ う した諸 問 題 を評価 す る こ とに なっ

た もの の これ を フ ・一 ドバ プク して活 動 の修 正 を行 なわ しめ る機能 を欠 い てい る こと

に大 き な問 題 が あ る と云 え.よう。

県,市 町 村 とい っ た地 方 政 府 はそ う した 都 市 に あ っ一てダ やば ウ資 源 を イ ンブ タ ト し,

公 共 サ ー ビス 活 動 を行 う こ とに よ り,地 域 住 民 の福 祉水 準 を成果 と して ア ウ トプ ・ ト

す るサ ブ シス テ ム とみ な す ことが 出来 る。 そ して公 共サ ー ビス は この地域 住 民 の福 祉

向 上 を 目的 と した活 動 と云 え る。 そ の 機 能 には 都市 の諸 活動 を補完 し,ポ ジテ ィヴに

福 祉 水 準 を向上 させ る もの,そ こに は公 共施 設 の建 設 等 に より生 産 活動,生 活活動 の

基 盤 向上 に向 け られ る もの が あ り,ま た都 市 の諸 活 動 に よっ て生 じるネ ガテ ィ ヴな も

の を処 理 し,抑 え る こ とに よ り,福 祉水準 の低下 を防 ぎ維 持 しよ うとす る ものが あ る。

これ に は,下zk道,ゴ ミ処 理 といっ た もの が含 まれ る。 そ して法 の適用 と して行 政管

理的 な面 か ら諸 活 動 が 円滑 に運 営 され る よ う,指 導,規 制,そ の他情 報 を提 供 す る と

い っ た調 整 機 能 が 考え られ る。

した が っ て都 市 に む け る公 共 政策 は都 市 シス テ ムのサ ブ システ ム と して公 共部 門 が

以 上 の機 能 を限 らhた 資 源 の中 で い かに 発 揮 し,都 市 の問 題 を解 決 す る か とい うこ と

に関 す る もの で あ る。 そ して,そ こにお げる種 々の 選択 に関 して体 系化 した もの が計

画 にほ か な らず,政 策 形 式 と計 画 は必然 的 に 相伴 わ なけ れ ば な らな い は ず で あ る。 と

くに人 口の集 中 等 が 激 し く,行 政 需 要 が量 的 に も増 大 し,ま た生 活 水準 の向 上 に よる

基 礎 的 公共 サ ー ビス を求 め る もの か ら更 に質 の 高 いい わ ば選 択的 公 共サ ー ビス を求 め
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るといった行政需要の多様化に対 しては,将 来のそ うした社会変動と行政需要を対

応させ て可能な限 りにおいて予測 し.こ れに予測される可能な資源をいかにトレー

ドオフを考慮して配分すべきかという中,長 期にわたる公共政策の展開の上に立 っ

て現時点での実施を行 うということの重要性が増 し,そ の意味で政策形成の中で屯

長期の計画策定が重要性を増していると考えられる。

,

?

1.1.2長 期総合計画とシステム分析

公共政策形成過程における計画にはその形成過程 との対応で種々のレベルの もの

が作成される,す なわち都市あるいは地域の構造その ものが変化すると考えられる

長期にわたる政策の検討には長期総合計画が対応 し,そ の中に位置づけた上 で.現

時点の構造には大きな変化はないものと仮定 しうる範囲の短期の具体的な政策展開

には短期実施計画が対応する。そして両者は明確に分離 して策定されなければなら

ない。なお長期総合計画策定の一つの過程 として中期計画なるものが策定されるこ

ともある。またこうした総合計画に対 して,特 別な目的の為に作成される計画 もあ

り,土 地利用計画はその代表的な ものであろう。 これは地域政策においては特に空

間的な要素が,重 要なファクターであるところか ら,目 的に応 じた地域区分の中あ

るいはその相互存在関係において立地論的観点から計画されるもので,長 期総合計

画の一環 として組み込まれるべきものである。

こうした種々の計画 のうちここでは中,長 期総合計画に焦点を絞って公共政策のあ

あり方との関連の上 で扱 うことにする。

公共サービスの提供は住民の福祉向上を目的とするものであるが,住 民の行政需

要は多元化 しておりしかも増大の一途をたどるときその行政需要の発生のメカニズ

ムを把握し,こ れに対 して公共部門のもつ限られた資源の配分をいかになすべきか

の政策の選択することが問題 となる。一般に行政需要は住民のもつ主観的需要と提.

供される公共サービス との需給ギャップが行政に対する不満として現われてくると

考え られる。限られた資源の中で供給が,需 要に合致することはむしろ稀であり,

したがってこの需給ギャップをできるだけ小さいものとし,時 間の経過のうちで遅

れを少なくする形 で解消するということが,政 策の一つの選択基準 となると考え ら

れる。 これは時間,空 間,及 び階層などのさまざまなレベルを考えた不満の公平な

,
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配分という価値基準に他ならない。行政需要.不 満 は都市,地 域の社会経済変動によ

り変化する。すなわち公共サービスの提供がそれ ら変動に適応しないとき需給ギャタ

ブが拡大される。また先にあげた公共サービスの補完,処 理.調 整 といった機能,更

に個々のサービスについて需要の発生は異なる。 ここに資源配分に関する トレー ドオ

フの問題が生 じる。長期総合計画ではしたがってこれらの トレー ドオフを調整する選択

基準を明確に した上で目標体系を設定する必要 がある。

公共部門の資源に関 しその中心的役割を果す財政の側面からこれをみると,公 共サ

ービスの提供 に関する意思決定は従来単年度ごとに予算編成過程を通 じてなされてき

た。そ して通常部門別に前年度予算に対 し.財 源全体の枠から与え られる限られた範

囲の微調整を行 うという方式がとられてきたと云える.こ れでは公共サー ビス提供全

体の中でのトレー ドオフは調整できないことになカ,そ の結果提供する公共サービス

が住民の行政需要に適応するとは限 らない。 トレー ドオフの調整は費用と効果 との関

係でなされるが,そ の効果は公共サービスの目的 とてらして評価できるものである。

したがって公共サービスの機能と目的に沿ったプログラム単位の目標体系 と財源の配

分の斉合性が長期計画には保証されねば左らないといえ よう.こ の考えに相当するの

がPPBSで あb.現 在の制度,組 織を前提としてはただちに実施することが可能で

ないとしても長期計画策定のありかたにっいて基本思想 として導入すべきものであろ

う。

公共政策の策定とこのガイドラインを示す長期計画策定に関 しては以上のように社

会経済変動と対応 した行政需要,あ るいは需給ギャ7プ.不 満といった何 らかの評価

情報が不可欠 であり,こ れをもとに資源の配分をトレー ドオフを調整するときの代替

案についての客観的な効果指標 といったものが必要である。しかもそれ らは都市,地

域の構造を把握し,諸 活動のいわゆる多重フィー ドバタク構造とその変動のうちにと

らえなければならない。これらは個々の都市活動なり.公 共サービスの必要在りを単

純に外挿するあるいは行政担当者個人個人が単に頭の中に描いただけでは必要な情報

として得られず,シ ステム分析の観点からの補助用具が必要となる。本研究のマクロ

モデルの構築 とシミュレーシ冒ンはこうした公共政策々定 並びに長期計画策定の補助用

具 としての役割 を果すためのプロトタイプを試みたものである。

補助用具としてのシステムズ ・アプローチの導入は,政 策形成過程,計 画策定過程
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の種々の局面で使用され得る心すなわち計画策定の初期段階における基本的構想を

まとめる過程において.そ して想定される目標体系と財源的なチェ・クによる.ト

レー ドオフの調整の過程において,ま た策定された計画の実施に際 し,そ の後の社

会経済変動を考慮することにより計画の修正を要する時との評価情報を得る過程で

用いることが出来 る。

こうした都市,地 域の公共政筑 計画策定のためのモデルによる分析にはその基

盤とし政策形成,計 画策定の為のデータの整備が不可欠であり,こ れには既存のデ

_タ はもちろん,目 的嬬 じた必要なデータの収集処理及びそめ可能な体制が前提

となる。例えば現在国民生活審議会で作成されている社会指標に類するような行政

需要評価指標の作成が併行されることがのぞましいであろう。これはいわば政策指

向,計 画指向のデータ・ベース ・システムの確立であり,こ れと目的に合致 したモ

デルの開発と運用が合いまって,政 策形成,計 画策定指向の情報システムが確立す

るであろう。

,

▼

i.Z3シ ステム分析の前提

公共政策の策定及び計画策定の補助用具としてのシステム分析は,そ の目的に応

辰 システ ムの領 域 の レベ ル搬 定 され る.こ れ を例 示 した の が・ 肌 ・・3で あ る・

こ こでは この一 部 で あ ク,ケ ース ・ス タデ ィ と して 以下 に展 開 す る地域 ダ イナ ミッ

ニ夷 姦
と離 して抽 繊 前殿 掲げるにどどめる。

地域タごイナミック茎デルは行政需要の評価情報を提供するためにマクロスコピr

クに地域の構造 を把握 しで,:その変動を予測することを目的 としてむり.し かもそ

の中に公共部門の麹 治 ぎ,そ娘 策蝦 間部FSの鞠 との関係でいかに波及す

るかの効果 を評価可能にすることを目的 としている。 こう'した目的に対 しモデルは

次の ような点を考慮 して構築 される必要があろう。,

まず行政需要に影響を与える地域の経済社会の構造 とその変化に関 して人口,人

口構成,産 業別の生産額 と所得形成,環 境水準が明らかにされ.そ の変動が予測さ

れる必要があろう。公共部門では計画の斉合性0チ=夕Pが 可能と在るよう上記の

経済変動に対 して財源の調達メカニズムを追跡 し,'財政収入の予測を行い,公 共サ

ービス'への財源の配分過程を説明するものでなくては左らない。 このとき予測され

●

、
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える需給ギャ,プ につい陥直接的に提示するか.あ るいは財政支出の許容範囲を

提示することによって間接的にこれを評価できるようにする必要があろう。なおこ

れ らの予測に関 しては現状分析 を基礎とする場合,現 在の社会構造及び制度を前提

にしており,条 件付 きの予測といえる。構造変化をも説明するには.そ れに対応 し

たビヘイビア もまた説明されな くては左らない。マクロモデルの分析に於ては何 ら

かの形で地域分割 をしない限 り,通 常空間的な要素,例 えば地域間の公共サービス

の提供の格差等は扱えない。特に地域に関する計画策定 には土地利用計画は不可欠

であり,マ クロモデルの大 きな限界があると考えられる。 このことは人口の集中,

偏在についてあ分析に関 してもいえる。

対象となる地域が全 く自律的であるとは考えられない。従ってその地域構造の記

述の必要性に応 じて域外,と くに周辺地域との関係を考慮することにより当該地域

の特性を明確にする必要がある。

公共サービスの提供に関 してその主体 となる公共部門は国一県一市町村の階層構

造をもっている。従って,例 えば県 レベルを対象とするならば」粒 の国,下 位の市

町村 との関係を必要に応 じて取扱わなければ左らない。計画策定に際 して も上位計

画,下 位計画との調整を配慮 しなければな、らないであろう。

1.3都 市 地 域 動学 モ テル の フ レー ム ワ ー ク

,

1.3.1基 本構成

都市活動をマクロにとらえた時,ま ず第1に ポジィテ ィプな成長要因 として.生

産と生活そ して両者にまたがった移動 とによって構成される経済活動があげられる。

第2に 経済活動は生産 ・分配 ・消費のサイクルで拡大再生産をくbか えすため,そ

の結果 として都市活動を抑圧するネガティブ左要因として発生されるさまざまな公.ζ

害現象が あげ られる。大気汚染,水 質汚濁,騒 音r廃 棄物左どぱ公害現象の代表的i-t.

な例である。そして第3に これら成長と抑圧の要因 を調整 し,地 域の生活環境 をよ

り望ましい姿に誘導する機能 として自治体が行うさまざま左公共事業サービス及び

各種規制があげられ よう。モデルはこれら3つ の活動機能を都市の基本構造 として

定義 した。 しかしながらこれ らの活動と機能は多重,多 階層に連動 し,都 市的地域

に複雑な現象を発生させている。たとえば上水道や文教、厚生施設の需給ギャ,フ二

－i9"一



排出物の処理ギャップなど都市活動にむける抑圧要因の増大は,地 域住民の不満を

促 し,住 民活動として大きな政治的問題にまで発展さえしている。 この ような不満

は3番 目にあげた調整機能 としての自治体にフィー ドパPtク されs次 の政策が決定

されてくる訳であるカ㍉ この際政策の実施にあたっては強い制約条件 として有限な

財政を考慮 しなければならないだろう。そのためモデルでは自治体の財政に対 して

より大 きな比重を与え,そ の構造をさぐっている。特に地域における公共事業,サ

ービス及び規制等の実施は
,国 ・県 ・市町村がその財源 と役割区分に従って多階層

的に行われているため,こ れ ら3者 の活動を分割 しs.かう相互の関係を現在の制度

に沿って定義 してみた。なお第1に あげた経済活動は生産と人口の2つ に分割をし

たため最終的には次のような5つ のセクター(サ ブシステム)に よって構成されて

いる。

1)人 口セクター

2)産 業セクター

3)財 政セクター

4)公 共サービスセクター

5、公害セクター

,

●

1.3.2各 セクターの基本構造

1)人 口セクタ一

人 口の増減は,自 然増減 と社会増減の2つ が考慮されている。 自然増減は対象

地域内の出生凱 死亡数を表わし,社 会増減は他の地域からの流入人口数及び他

の地域への流出人口数を表 わしている。特に社会増減における流入人口数は,居

住型流入人 口数 と就業型流入人 口数に分けて埼玉県への流入特性を構造的に反映

させることを試みている。居住型流入人口数 とは.就 業地 を他の地域に持ったま

まで居住のみを目的に流入 してくる人達をさし,就 業型流入人 口数とは.就 業及

び居住を目的にして流入 してくる人をさす。埼玉県の場合大都市に隣接 している

地理的関係上 特に居住型流入人口数の伸びに著 しいものが認められる。 これ ら

の流λ人口数を制御 ・抑圧する要因として,宅 地量 ・地価などから説明される地

域の魅力乗数を考慮 したが,今 回これらを内生化するまでには到っていない。な

㎏
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1

お人口数の定義は,総 人口数に加えて幼児人口数(0～5才),学 令老人口数(6

～14才),生 産年令人口数(15～64才),老 令人口数(65才 ～)の4年 令

階層を想定 した。 これ ら階層別人口数は,幼 児 ・老令人口数が福祉政策,学 令人口

数が文教施設整備,生 産年令人口数が県内生産活動 とリンクされている。

2)産 業セクター

人口の流入は,県 の産業活動に大きな影響を与えるものと想定 している。第1

次産業にお・いては,'農地の宅地化が促進され,農 業技術等の進歩にもかかわらず,

生産額は横ばい状態を続けている。第2次 産業では新規の設備投資額や生産額等

が指数関数的に伸びてtsb,第3次 産業においても,購 買層の拡大に伴ってその

販売高が同様の傾向を示 している。 このような各産業の特性を定義することとも

に,産 業活動から発生する大量の公害成分を除却するための公害防除設備投資額

の内生化を試みている。

3)財 政セクター

人口・産業など経済活動の活発化に伴って発生する公害現象を制御 し,ま た各

種公共事業 ・サービス を整備 ・調整する機能 として財政セクターを設定 した。公

害現象は,各 自治体が行 う規制 ・誘導によって序々κ削減され解消していくもの

と想定 している。 しか しながらこれら規制 ・誘導措置の効力が発揮されるまでに

は非常に長い時間の遅れが存在するとともに,最 近 では地方財政の硬直化がさけ

ばれているように,十 分な財政的背景が保証されているとは限らないため,規 制

・誘導等の取 り扱いは慎重に行った。各種公共事業には,生 活基盤 ・交通基盤i及

び文教施設等,主 にス トリクとして地域に蓄積されるものを主要な事業対象とし

て設定 した。なお個別事業 ・規制 ・誘導等の実施 にあたっては,適 切な投資効果

'測定と調整を行っている。

4)公 共サービスセンター
ノ

経 済 活動 と自治体 が行 うサ ー ビス との ギ ャ ップ を出力 す る もの と して公共 サ ー

ビス セ ク タ ー を設定 して い る。 公 共 サ ー ビス と して は具 体 的 に水 道事 業 ・公 共下

水 道 事業 ・廃 棄 物 処 理 事業 の3つ が組 み 込 まれ て い る。 水遁 事 業 は,条 例 に よっ

て水 道 の 供 給 を希望 す る家庭 に対 して は100%の 供 給 を行 う義 務 が 自治 体 に お

わ され て い る ため,す でに十分 な供 給 機 能 が備 わ ってい る。 そ のた め 現状 の供 給
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能 力 に新 規 流 入 人 口分 だ け増 設 を して い けば ほぼ 住 民 の要 求 に 答え られ る もの と

、 した。 公 共 下 水 道,ゴ ミ ・廃 棄物 処理 に関 して 属 社 会 資本 が まだ十 分 に備 わっ

てい ない た め 今後 と も大 幅 な需給 ギ ャ ッ プが発 生 しつ づけ る もの と して いる。 な

お これ ら公 共 サ ー ビス のほ とん どが公 営企 業 化 され てお り,自 治 体 の一般 予 算 と

は別枠 で予 算 が組 まれ てい る関係 上.公 営企 業 毎 の 予 算決 定 を定 義 してい る。

5)公 害 セク タ ー

経済 活 動 と 自治体 が行 う規 制 とのギ ャ ッ プ と して公害 セク ター を設 定 した。 公

害 セ ク タ ー で は大 気 汚染 しか取 り扱 っ てい ない が,こ の情 報 は産 業 セク ターに フ

ィー ドバ ック され公 害防 除 設 備 投 資額 の決 定要 因 に な っ てい る。 これ ら5つ の セ

ク ター は 図1.3.1に 示 す フ ィー ドバ ック ・ル ー プ で情報 の交換 と制 御 を行 っ てい

る。

,

書

/⌒
∨(

ノ⇔
公 共 サ ー ビス

,

b

図1.3.1各 セ ク タ ー の 因 果 関 係

1.3.3各 セ ク ター 間 のつ なが リ

各 セク ター 間 にお け る因 果 関 係 を整 理 す る と次 の よ うにな る。

1)財 政→ 人 口

、流入魅力乗数のうち生活環境魅力乗数に影響を与える。

2) 、財政 → 産 業

道路(特 午県道以上の交通基盤)を 通 じて.設 備投資魅力乗数に影響を与える。

3)財 政→公共サービス

U

」
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麟 物処理綴 スト。クの状況に躍 を与える。

4)産 業→人口'

雇用機会 ・所得zk準 を通 じて就業型流入人口の流入魅力乗数に影響を与える。

5)人 口→産業

人口は労働力供給を通 じて産業の生産能力に影響 を与える。

6)人 口→公共サービス

.夜間人口から排出される排水 ・ゴミ・廃棄物が公共事業に影響を与える。

7)公 害→人口

生活環境魅力乗数を決定する汚染指数に影響 を与える。

8)人 口→財政

直接 ・間接税を通 じて財政の収入に影響を与える。

9)産 業一.財政

法人税 ・固定資産税を通 じて財政の収入に影響を与える。

10)公 害→産業

公害規制が公害防除用投資額を決定 しさらには設備投資魅力乗数に影響を与え

る。

11)産 業 → 公 害

生 産 活 動 か ら排 出 され る イオ ウ酸 化 物 が大気 汚染 の状 況 に影 響 を与 え る。

1.3.4シ ス テム の フロー ・ダイ ア グラム

都 市 地域 動 学 モ デ ル を さ らに細 く分割 ・定 義 した フ ロー ・ダ イア グ ラム が図3.4.

1で あ る。 実線 は前 の場 合 と同様 情報の 伝達 を表 わ し,説 明 ・被説 明 の対 応 関係 を

定 義 してい る。

一23一



国 画 ＼_財 政収入

第2次 産業生産額 第3次 産業生産額

_＼ 離/
＼

c魎 乗数. 大室汚i籍

㊦
＼＼

自然 増 渡

人 口 数
・＼

傭 夫 人 口1

/

居住型流入人 口数 ,、

流 入 魅 力乗数

交通基盤[蓮 社会酬/鍵 盤
社会資本ストック 社会資本ス トック

//
財 政 支 出

人 口 数

質亘)豊 水葺)(軽 動

＼ ⊥

国 三← 一(財 政支出)
L7ピ'P

_力 、 巨 当 醒 酔 ノ ノ

図 ・・3・2シ ス テ ム ・フ ・ 一ダ イア グ ラム ⊂)内 生変数 □:外 生変数
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1.3.5各 セ クタ→ こおけ る主 要変 数

1)内 生変数

セ ク タ ー ス ト ッ ク 変 数 フ ロ ー 変 数

人 口 セク ター 年 齢階層 別 人 口数

(0～5才)

(6～14才)

(15～64才)

(65才 ～)

年齢階層別流人数

年齢階層男1杭出数

出生数

年齢階層別死亡数

度業 セ ク ター 民 間設備 ス トック

公 害 防除 投 資ス トック

実 現 した 民 間 設備 投 資額
'

民間資本ス トック減価償却

民間設備投資魅力乗数

県 内総生産額

第1次 産業粗生産額

製造品出荷額等

第3次 産業建設粗生産額

財 政 セ ク タ ー 県地方債残高

交通基盤資本ス トグク

文教厚生施設資本ス トック

生活基盤資本ス ト7ク

県民税

事業税 …

地方債発行額

財政負担分公務員数

県内財政負担分扶助費

公 共 サー ビス セク タ

ー

水道総配水量
'公共下水道排水処理量

廃棄物処理量

水道建設投資額

行政区域内居住者数9～

市街化区域内居住者数 『

給水人口数

下水道網普及率

産業廃棄物量

公害 セク ター SO2大 気濃度

公害防除投資額

重油消費量
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2)外 生変数

セ ク タ ー テ ー ブ ル 定 数

人 口 セ クター 流入率 年齢階層別流入分配率

流出率 〃 流出分配率

出生率 〃 死亡率
、`卜

〃 成長率

産 業 セ ク タ ー 1都3県 交通基盤資本ス トック

1都3県 個人所得

〃 .民 間 資本 設備

〃 の設備投資比率

耕地面積当り第1次 産業粗生産

額

財 政 セク ター

,「

所 得 イ1ン フ レ ー タ ー 公営企業債償還率

消費 〃

消費 支 出 デ フ レー ター

公共投資 〃

地方公務員数
「

教職員数

教職員1人 当り生徒数

教職員給与額

国庫支出金扶助率

公共 サ ー ビス 1人 当り平均水道使用量/日 行政区域内居住率

セ ク ター 〃 排水量/日 市街化区域内居住率
〃 排水負荷量/日 産業排出負荷量

〃 排出廃棄量/日

公害 セク ター 規制大気濃度 単位SO2量 当り大気濃度

SO2除 却 費 用
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各セクターにおける主要内'・外生変数及び定数は前述の通b。 なお詳細な外生変数 ・'k

数及び内生変数に関 しては資料1を 参照されたい。なお各セクターの構造推定は昭和40

年から47年 までを観測期として定め。各変数のデータを収集 し,検 証 を行っているL

●

●

●

1.3の 補 論 シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ ッ ク ス とCSSLの 解 説

モ デ ル は シス テ ム ・ダ イナ ミックス手 法 を利 用 して構築 され た
。 この 方 法司 ぱ,シ

ス テ ムの 構 成要 素 を レベ ル とレイ トの概 念 で把握 して いる。
、レベ ル とは システ ム に お

ける人 ・物・鋳 の瀬 螺 髄 として蟻 され,レ イト在 れらの流れの★ 醐

～当 りの大 きさ とされ
て い る。 経 済学 で一 般 的 に用 い られ てい るス トック の概 念 が レベ

ル に想当 し,フ ロー の概 念が レイ トに相 当 す る と考え る こ・と もで き よ う
。 モ デル では,

各年 令階 層 別 人 口数,民 間設備 ス トグ ク,地 方 債残 高,各 種 社会 資 本 ス トック,供 給

・処理 能 力等 が レベ ル(ス トック)変 数 と して設定 され てお り
,・各 レベ ル変 数 に対 し

て増 減 分 効果 を表 わ す各 年 令階 層 別 自然 増減(出 生 数 ・死 亡 数),社 会 増 減(流 入人

口数 ・流 出 人 口数),民 間設 備 投 資 額,地 方債発 行 観 増 加 供給 ・処 理 能 力 等 が レ イ

ト変 数 と して 設定 され て い る。 一 ・ ・ ＼,'・.、

フ ロ ー'ダ イ アグ ラム に お い て は レペ 〃 ・レイ ト変数,ま た これ ら を決 定 す るた め

にフ ィー ドバ ック ・ル ー プ上 に設定 され てい る各補 助変数,定 数等 は通 常 の表 記法 に

従 っ て次 の図 を採 用 しち 補 助変 数 に関 して は,内 生 で定 義 され る もの と外 生 で定 義

され るもの との2通 りが存 在 す るが.グ イアグ ラム上 に は他 か ら破 線 で情 報 の入 っ て

こな い もの が外 生,ま た他 の補 助変 数 ない しは レベ ル変 数等 か ら破 線 で情報 を もらっ

て い る もの が内 生 とみ な して い る。

、へ

φ

レベル変数:ロ

レイト変数 川 又]

鋤 変数:'○

定 数:-e－

ソース・シンク:cつ

ソ ース ・シ ンク とは物 流 の発 生 源,吸 収先 を表 わ す。 例 え ば労働 者 の確 保 な どの場 合
,

労 働 市場 が・ ソー ス ・シ ンク に相 当 す る。 次 に実線 と破 線 であ るが,シ ス テ ム ・ダ イ

ー・27一
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,ナ ミックス にお い て は各種 の物 の 流 れ.情 報 の流 れ に対 して 次の表 示 が定 義 され て い

る 。

物(原 材 料,仕 掛 品,完 成 品、 在 庫e'tc):

注 文(注 文 量,各 種 要 求etc)

金(債 権 預 金.貸 金etの

人(従 業 員,人 口etc)

資本 設備(製 造 設備,工 具etc)

融

●

●

●

●

■

●

●

●

・

■

÷

一 εら …〉

ユ 羊 手_〉

一 ≒ii>

≒i>

・一一ー 一 一 一一〉

しかしながら情報は破線で表わ しているが,他 の流れに関 しては図を簡略化するた

めすべて実線使 わしち な媒 体醜 ㌣ ピ・一夕づ ロ.グラミン郷 は・躰 ユ

ニ パ ック の ア プ リケ ー シ ョ ン ・パ ッケ ー ジ"CSSL(ContinuousSystem

SimuIation..Language)"を 利 用 した 。

シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ ッ ク ス の コ ン ピ ュ ー タ プ ロ グ ラ ミン グ ・パ ヅ ケ ー ジ と し て,こ

れ ま で はttDYNAMO(DYNAmicMOdels)oを 使 用 す る こ と が 多 か っ た が,

同 じ連翻 シミ・'tZ-一シ・ン・パ・グージどし醐ICSSピ の方杖 暗 度の機

能 を そ な え て い る 。 、......

'

●

■

4
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2章 モ デ ル の 構 造

21人 目 セ ク タ ー

2.1.1入 口セクターの基本的な考え方

埼玉県は東京とい う巨大都市の都市圏内にあるため,都 市化の波をうけて近年人

口の増加に著 しいものが発見できる。特に埼玉県を居住地として選択 し流入 して く

る数は,埼 玉県の首都圏における位置づけをさらに明確化するかのようでもある。

そのため流入人口数に関 しては通常の自然増減と社会増減の分類に加えて社会増減

をさらに就業型流入人口数 と,居 住型流入人口数に分類 しているg.就業型流入人口

数 とは県内に就業先 を求めて流入する人口を表わし,居 住型流入人 口数は就業地は

他都県に持ったままで居住地 を求めて流入する人口を表 わしている。自然増減に関

しては,戦 後の一時期がその後の出生率に大きく影響 しゆるやかな振動現象を示 し

てい る。 また死 亡率 は,医 療 技 術 の進 歩 か ら幼 児死 亡率 が大 幅 に 減 っ たた め房 々に

減 少 してい く傾 向 を示 してい る。 なお 出生率,死 亡率 は表2.1.1に 示 す よ う な

値 で もって外 生 的 に定 義 して い る。 .,

表2.1.1出 生 数 ・死 亡 数 一 覧'
ll

人 口 数

(千人)

出 生 数

(人)

出 生 率 死 亡 数

幽 数《コ数)

×100(%)(人)

死 亡 率

－P数)
×100(%)

35年 2,430.9 43,421 17.9 19,089 7.9

36 2,492.0

・

44,159 17.7 19,423 78

37 2,578.0 46,949 18.2 20,0'41 7.8

38 2,699.0 52,067 19.3 18,432 、
6.8

39 2,836.0 58,323 20.6 19,229 6.8

40 3,014.9 66,585 22.1 20,117 6.7

41 3,157.0 51,453 16.3 19」45 6.1

42 3,31LO 80,712 24.4 19,771 6.0

43 3,496.0 79,437 22.9 20,697 6.0

44 3,644.0 84,619 23.2 21,274 5.8

45 3,866.5 91,113 23.7 21,836 5.7

46 4,062.1 97,487 24.0 21,532 5.3

47 4,266.0 102,046 23.9 21.385一 5.0

〔県衛生部 ・衛生統計S48〕
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流 入 及 び流 出 人 口数 は表2.1.2の 値 を採 用 してい る。

表2.1.2流 入 。流 出 人 口 数

増 加 数

(人)

社 会 凶
(流 入人 口
数一流 出人
口数)(人)

流入人口数

(千 人)

流 入 率
(流 入人口
数/総 人口
数)(%)

流出人口数

て千人)

流 出 率
(流 出人口
数/総 人口
数)・(%)

36年 70,160 45,424

37 84,135 57,224

38 119070 86,335

39 148,331 109,237

40 161519 115,051 184.0 6.10 69.0 2.29

41 144μ44 ll2,136
・

1794 568 673 2.13

42 170,952
も

lio21i 176.3 532 66.1 2.00

43 165,654

、

106,914 171.1 4.89 64.1 1.83

44 170ρ97 106,752 170β 4.69 64.1 1.76

45 200β42 131,065 209.7 542 78.6 2.03

46 195,648 llg・693 191.5 4.71 71.8 1.77

47 203β81 121,477 1944 4.56 72.9 L71
一

増加dW・=.(出生数一死亡数)十(流 入人口数一流出人口数)

〔県衛生部 ・衛生統計S48〕

■,

ひノ

'`

流出人口数に関しては就学 ・就業 ・転勤 ・結婚等にょってほぼ全人口数に対する

一定率で流出しているものと考えている。流入人口数は,前 述の ように居住型 と就

麹 聾の2つ のタイプに分けそれぞれの絶対数 を求めている。就業型の流入人口数は

県内の生産活動に大 きく依存して定義されるため,産 業セクター内でその算出を行

っている。なおシステムの開発目的の1つ に埼玉県中期計画の斉合性検討 を行 うと

しているため,人 口を次のような4つ の階層に分けている。

0～5才

6～14才

15～64才

65才 ～

幼児人口数

学令人 口数

生産人口数

老令人口数

・苧

・-30一
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∀

上記の4年 齢階層別分類は,幼 児及び老人無料医療制度の実施,義 務教育用文教

施設の整備などの各事業計画の基礎資料を提出するために行った。また人口を4つ

に分類 したため,各 階層から年令が上位の階層へ移項ずる定数 として成長率を定義

している。ただし人口数の年令階層別分布状態は5年 毎に行なわれる国勢調査vats

いてしか正確な値が求め られないため国勢調査の行なわれて広ない年次の各階層別

人口数 を推定 し,成 長率の定義を行 った。各階層別人口数は表2.1.3の 通b。

表2.1.3年 令階 層別 人 口数 推定 値

`

`

総 人 口 数

(千 人)

幼 児 人 口数

(千 人)

学令者人口数

(手 人)

空室年令人口数

(千 人)

老 令 人 口数

(千 人)

40年 3015.0 334.8 456.2 2066.3 157.7

41 3171.5 357」 470.6 2173.3 170.4

42 3336.3 38L6 .487.3
2283.2 184.2

43 3509.5 408.3 5062 2396.0 1ggo

44 3691.9 436.9 527.6 2512.2 215.1

45 38822 467.6 551.5 26313 231.8

46 4076.2 499.1 5773 2750.5 249.3

47 4273.2 531.1 6051 28694 2677

な お各階 層 別 成 長率 は次 の通 り。

幼 児 成 長率 ・O.15

学 令成 長 率O.10

生 産 者成 長率0.Ol

●

Zl.2居 住型流入人口数決定のメカニズム

就業型流入入口数は,県 内の全産業就業者数の増減と深い関係をもち.次 のよう

な関係式を満たすと考えられる。

就業型流入人口数=(就 業者の県外調達率)×{1十(就 業者1人 当 りの扶養

人数)}×{(全 産業就業者数)一(前 期金座業者数)}

一31一



就業者 の県 外 調 達 率 とは,県 内産業 就 業 者 の増 分 の うち,県 外 の人 に よっ て占め

られ る割 合 であb,埼 玉 県 の場 合O.3・ ・rO.4と 思わ れ る。 就業 者1人 当 り扶 養 人数

はS40.1～S45.9に お け る年 齢 階 層男1撞云人数(S45.国 調)よ り,LO～1.5

の 値 を得 た。 た だ し,増 加 した就業 者 の中 に は,県 外 か ら通 勤 す る者 も考え られ る

が,こ れ は無 視 した。.

就 業者 の県 外 調達 率 を0.3,,就 業 者1人 当 り扶 養人数 を1.5人 と した時 のS40

～S45の 就 業 型 流 入人 口数 また居住 型 流入 入 口数 』転入 数 一 就 業 型流 入 人 口数

は表2.1.4の 通 りe

表2.1.4居 住型 流入 人 口数 の 算 出

1全麟 就業者増

加数(万 人)

就業 型流入 人 口

数'、 、ぷ 万 人)

一

流 入 人 。 副 居住型流入人・

(万 人) 数(万 人)

40年 4.28 3.21 18.4 1519

41 4,65▽ 3.49 18.91 15.42

42 4.99 3.74 19.43 1569

43 5.39
'4
.04 19.94 15.90

44 575 4.31 20.46 16.15

45 6.13 4:160 20.97 16.37

居 住 型流 入 人 口数 を説 明 す る要 因 と して,地 価 ・生 活環 境 ・通 勤 の便 利 さな どが

考 え られ る。 言 うま で もな く埼 玉 県へ の居 住型流 入 とは,東 京 圏へ の 通勤 を前提 と

してk・b,1都3県(東 京,神 奈 川,千 葉,埼 玉)の 中 で埼 玉県 が 占 め る居住 魅 力 ・

に よっ て決 定 され る と考 え られ る。 す な わち,個 々 の説 明要 因 の1都3県 との 相対

水準 に よっ て魅 力 の大 小 が決 定 され る。

鰍 に住居を散 ようとする人にと。撮 も重要な要因と考え られる地価 関 し

ては,そ の計測の困難さ故に無視 している。すなわち1都3県 の地価水準は全て同

等という強い仮定をおかざるをえない。また通勤の便利さに関 しても.規 準の設定

の困難さ故に,こ れも無視した。そのため残る生活環境魅力のみで,居 住型流入の

説明を試みた。生活環境魅力の内容には,生 活関連施設の充実鹿 環境汚染の大小,

一32－
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混雑 鹿 日常生 活 の便 利 さ な どが あ る。

生 活 関連 施 設 の充 実 度 を示 す一 つ の指 標 と して,生 活 関連 社 会資 本 ス トック量 を

用 い てい る。1人 当b平 均 生活 関連 社 会 資 本ス トック の埼 玉県 と1都3県 との 比,

環 境汚 染 の 大小 を示 す 指標 と して単 位 面積 当b資 本 ス トック量 の比 は表2.i.5の よ

うにな っ て いたo

表2.1.5埼 玉 県及 び 工部3県 との 相対 比

●

」

、

生活関連社会資

本ス トック比

単位面積当り資

本ス トヅク比

40年 0,670 0,331

41 0,673

一

〇,344

42 0,679 0,358

43 0,696 0,371

44 0,707 0,385

45 0,752 0,400

生 活関 連社 会 資本ス トック比 は増 加 傾 向 を もつ が,1都3県 に較 べ か な り低 い 水

準 で あ る こ とが理 解 で きる。 次 に混 雑 度 の尺 度 と して,人 口密度 を対 応 させ てみ た。

S45の 人 口密 度 は埼 玉 県1,017(人/扁),千 葉 県660、 東 京都5323,

神 奈ll県2,296で あ った 。 故 に埼 玉県 と1都3県 との人 口密 度比 は0.5位 に な る

が,居 住 地 域 を特 に市 街化 区域 に限 っ た な らば,1都3県 と も人 口密 度 に関 して大

きな差 異 は認 め が たい ところ もある。 そ こで魅 力度 を次 の よ うに定 義 してみ た。

魅 力乗 数=(1人 当b生 活 関連 社 会 資本 ス トvク 比)

/(単 位 面積 当 り資本 ス トック比)

この場 合魅 力乗 数 が1と い う ことは,1都3県 と埼玉 県 とが同 水準 にあ る こと を

示 し,1よ り大 き くなれ ば,埼 玉 県 の 魅力 が1都3県 に較 べ 相対 的 に増 加 してい る

こ とを表 わ す。 この定 義式 で埼 玉 県 の 魅 力乗 数 を定 め る と次 の値 が得 られ た。
●

一33一



S40

41

42

43

44

45

数乗

4

力

2

賭

』

玉

2

埼

5

7
・

(0
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0

1

9

7

3

8

』

β

β

ほ

β

2

1

1

1

1

相対魅力乗数は年々減少傾向を示 している。 しかるに先に推定した居住型流入入

口の年別推移では,増 加の傾向を示 しており,前 記定義から導 かれた魅力乗数では。

十分に居住型流入人口数の推移を説明することができない。

再度 ・居住型流入人口数を決定する要因を見通 してみると,ま ず生活関連社会資

本ス トックの相対此が1よbか なり低か－Sた。すなわちその値は年々増加の傾向を

もつとはいえ,1都3県 の平均水準の7割 程度であb,こ の要因が,埼 玉県への流

入を促す重要 な要因 とはとらえにくい。むしろ他の都県へ流出されることになる。

次に環境汚染の指標 としての単位面積当 り資本ス トックが空間的に平均分布 してい

ることは無いということを考えるならば,1都3県 との相異は極端にはならず,埼

玉県への流入を促す要因としてとらえ難 くもなる。そこで一度構造的な定義の難か

しさから無視 した地価や交通の便などの要因を再考慮 してみた。

1都3県 の平均地価 と交通の便を計測する1つ の方法 として次の ような手順を考

えてみた。

1)埼 玉,千 葉,神 奈川の新興住宅地域を,各 々3ケ 所選び,そ の平均地価 と都[♪

への通勤時間を求め る。

2)東 京に関しては,平 均的住宅地域の平均地価 と通勤時間を求める。

以上の手順で求められた,地 価 と通勤時間より,相 対水準 を求める。

居住型人口流入を決定すると思われる要因の中で最も計測が困難なものに,地 域

の文化水準があげられよう。例えば、埼玉県のある地域 と東京のあろ地域 とが地価

・通勤時間,生 活環境などが全 く同 じ場合,ど ちらを選択するかは,個 人の選好度

に大きく左右される。たとえば,ど のような人が住んでいるか,人 間関係はどうな

るかなどが強い影響を与えるものと思え る。次に居住型流入の経済的 ドライビング

一34一
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・フォースは.所 得水準 ・特に貯蓄の増加とその一定水準の確保 である。東京近郊

の魅力水準が極めて高 くとも,新 居を構えるのに必要な貯蓄水準が低ければ.流 入

は顕著なものとなり得なレ㌔ また所得水準の変動と地価の変動には大きな相関関係

が存在するため,そ の点の考慮 もしなければならない。

以上考えた ように,居 住型流入の動向を決定する要因としては,経 済的な所得水

準や貯蓄水準,通 勤時間,地 価,環 境水準,個 人的選好などを総合的に考慮する必

要があり,こ れ らのほとん どが現在のシステムから除かれている現状からは,魅 力

乗数を十分に説明しきれず,外 生的に定義せざるをえなかった。

●

¶

`

■

2.2産 業 セ ク タ ー

2.2.1産 業 セク ター の 基本 的な 構 造 と そ の考 え

産 業 セク ター の主 要 な構 造 は製造 業 を中心 に おい た民間 設備投 資 か ら生 まれ る
、

附加価値の増大を通 じて,県 民の所得向上がどのように達成されるかを明 らかにし

ている。また農業を主体 とする第1次 産業や,県 内の活動の活発さが太きk影 響を

及ばす建設業,第3次 産業についても.そ の活動がどのように県民の生活に所得向

上 とい う而て貢献しているかを明らかにしている。

この ような一般的な産業構造の把握 とともに、民間設備投資の投資性向 一 すな

わち,立 地論と投資論 一 についても取扱われる必要がある。埼玉県は市場圏から

みれば首都圏の一部であり,投 資者から考えれば,首 都圏立地の一つの代替案 とし

て埼玉県への立地を考えることになる。そのため埼玉県を首都圏の一部 とみなし,

首都圏の他の地域 と比較 して立地地点 として有利か否かが問題となる。 もし有利で

あれば埼玉県への投資が進むことになる。 ここでは埼玉県の投資先 としての立地魅

力を分析することがまず重要な課題 となっている。・

立地点としての魅力を充分に埼玉県 がも(て いても.こ れ が企 業 の実際の投

資行為,操 業に結びつ くまでには,か なりの遅れが生ずるのは一般的な現象である。

このような遅れは最近,公 害に対する世論が高まってくるに従って,建 設阻止行動

によって,よ り長期化する傾向になってきている。

企業が県内で生産活動を行 う場合には,地 域の所得を上昇させる役割をもつ一方,

四 日市や,川 崎にみられるごとく生活環境が公害によって,破 壊されて しまう可能

一35一



性 も高 い。 この よ うな 意 味 で企 業 は地 域 住 民 に とっ て,県 に とっ て両 刃 の剣 で ある。

確 か に公 害 とい わ れ る大 気 汚 染 や 水質 汚 濁は ない に こ した こ とは ない 。 しか しな が

らあま りに も きび しい規 制 に よっ て 企業 を締 めつ けれ ば企 業 の採 算 が とれ な くた り,

よ り採 算の と りや す い地 点へ 投 資 活 動 を行 う ことに な って しま う。 この よ う左 状態

で は,県 の生 産 活動 は沈 滞 化 して しまい他 県 へ 就業 機 会 を求 め ざる を得 な くな っ て

しま う恐 れ が で て くる。 これ は 県 に とっ て財 源 の縮 少 を意 味 し,一 方充 分 な住民 へ

の福 祉 投 資 を行 う余 裕 が な くな る こと を意 味 す る。 極 端 な例 と して過 疎 村 が まさ に

この悪循取 入りこんでは ・ている・それゆえ産業セクぞ一に紳 ては'公 害を

防止するための資金がどれほどまで企業を圧迫するのかそ してその公害防止のため

の資金がどの位公害の防止 に役立つのかを明らかにしておく必要がある。
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2.2.2産 業セクターの構造

2.Z2.1民 間設備投資額の決定

(1).資本ス トックを基準にした民間設備投資額の算定

埼玉県にある期間中に投下される民間設備投資額は,現 在の民間資本ス トッ

'クの大きさに依存し
,そ の依存の割合は首都圏(こ こでは1都3県)全 体 での

民間設備投資額/民 間資本ス トックの比率と基本的には等 しいと考えられる。

これは埼玉県への投資は首都圏が投資魅力を失 った時.と りもなおさずその

魅力を失 うという性格をもっているためである。

一方民間設備投資額/民 間資本ス トックの比率は埼玉県の場合,首 都圏全体

の動きに基本的に依存するとしても.埼 玉県と他の首都圏内各都県 との間では

投資対象地域 としての魅力は当然異なるはずである。(ただこの差は首都圏と近
　

畿圏,東 北圏、北海道といったほどの差 をもっていない。)このため埼玉県への

民間設備投資額/民 間資本ストック比率にしても,平 均的な首都圏全体の民間

設備投資/民 間資本ス トック比率に一致せず,埼 玉県のもつ投資対象 としての

魅力によって高くなったり低 くくなったりするはずである。

(2)民 間設備投資魅力と立地論

埼玉県内へ投資する魅力の一つは前述 したように,埼 玉県が首都圏内にある

という事実である。 この他の魅力は首都圏内の他都県 に比較 して魅力ある立地

点であることである。 このため首都圏という魅力は,首 都圏にむける民間設備

投資額/民 間資本ス トック比率を外生的に与えることによって解決ずることに

し.首 都圏内の各都県 と比較しての魅力を立地論からみることにする。

立地論の教えるところによれば,企 業が立地する場合には,企 業活動をする

上で最も利益を最大にできる場所を選択するという行動をとる。そこで企業の

利益に影響を与え る要因を列挙 してみると,大 きくは原材料や製品を運ぶ場合

に必要なコスト,労 働力の賃金,土 地の費用,お よびその他直接費,間 接費 と

して影響を及ぼす ものに分けることができる。

① 原材料,製 品の運送費用

これは原材料の製造,発 送地点 と立地点 との距離(費 用距離)お よび製品

の販売先 と立地点との距離によって決まる。さらにまた県内の道路基盤の水
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準は高ければ高いほど各地への接近性は高くなり,費 用距離を短縮すること

ができる。

今回の分析の場合には埼玉県の位置は変更し難いため,運 送費用が年々異

なるのは交通基盤の整備の状況にかかっていると考えることにする。それゆ

え交通基盤の整備状況は投資者にとってより費用を節約できるか否かを示す

iつ の指標と考えられる。

② 労働力の賃金

労働者の賃金水準は製品コス トに大 きな影響を与える。労働力が豊富で安

いほど投資者 にとっては魅力的である。労働力が魅力的であるとは主に若い

生産人口の多いこととその賃金レベルが低いことである。 これ をみるための

指標としては,生 産人口と賃金水準が考えられる。
■

③ 土地の費用

投資を行 う場合にはまず用地を手当しなければならないカ㌔ この用地 の地

価地代は工場が稼動する場合に間接費としてコス トに影響を与える。 この用

地の費用は一般には毎年の売買地価が参考となる。

④ その他の直接費,間 接費としての影響。 一

原材料の一 つとして考えなければならない ものにエネルギー(電 力など)

の入手のしやすさと用水の取得があげられる。首都圏においてはほぼエネル

ギーの入手について大 きな差がないカ㍉ 水資源についてはかなりの制約条件

となっているようである。

また公害規制による投資の中に占める公害防止投資の比率の増大はコス ト

を増大させる。逆に助成金や税の減免などの処置は企業のコス トを下げる役

割 を果すため魅力を増大させる。

さらに下請企業や関連企業の集積は各企業が相互依存をスムーズに行える

ためにコス トダウンがはかれる。 これは①の変型 としても考えることができ

る。

以上..立地論からの投資魅力にかかわりあう要因を列挙 したわけであるが,

通産省の 「工業立地動向調査 」によれば埼玉県へ投資をする魅力は次のように

なってい る。
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●

この調査からみれば埼玉県の魅力は,輸 送施設,関 連企業の便,助 成の状

況によっていることがわかる。今回は輸送施設としての交通基盤資本ス トック,

公害防止の状況をとりあげ.更 に地価労 働力の便についても考慮の対象とし

た。

(3)投 資計画の作成と操業までの遅れ

以上のような投資魅力は投資計画を作成する上で重要な要因となるが,計 画
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が実行に移されるまでは数年聞の遅れが伴 うのが現状である。操業まで至るに

はほぼ3～5年 位はかかると一般にはみられている。それゆえ計画時点 と操業

時点では立地点の状況 はかなり変化 している。 ここではこれをロ認識された民

間設備投資魅力乗数 ロとい う概念をもち込み説明 している。また最近ではこの

ような遅れが住民の公害反対運動の高まりとともに延長する傾向がある。 これ

は道路建設や高圧送電用鉄塔建設、マンシ。ン建設などにみられるように,建

設が中断されたり,建 設を延期 したりする事態を生ん でいる。 ここではこのよ

うな建設遅れを公害苦情と結びつけて明示的にモデル内に組み込むことにした。

(4)魅 力乗数の計算

魅力乗数 としては,賃 金,地 価,交 通基盤,公 害によるコス ト圧迫について

考慮することにしたが、各々の魅力乗数の作成には次の ような指標を用いた。

① 賃金魅力轍(
万円/人 ド'(&42年)

漂 器 ミ幽欝 得/欝㌫ 美山÷鵠 得
(万 円/人)(S .42年)

●

⑱

●

埼 玉県 の1人 当 り個 人 所得
==*1.2483

1都3県 の1人 当b個 人所 得

)

② 地 価 魅 力 乗数

(円/mu)(S●42)

一㌶ ξ叢 織/慧 ㌶ 難 価
(S.42)(円/〃)

_埼 玉県の工期 地価 一*、.7587
1都3県 の工業用地価

③ 交通基盤魅力乗数

瓢 灘 曇圭誓野 蒜 否墓誌iご2)
(億 円)(S.42)

」 玉 県 の交 縫 盤ス トv7■.*8.4344
1都3県 の 交 通基 盤ス トック

`
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`

④ 公害によるコス ト圧迫

(億 円)
埼玉県の民間資本ス トック

1都3県 の 民 間 資本 ス トック

(億

(S.42)

イ
埼玉県の民間資本ス トック

一-

1都3県 の 民 間 資本 ス トック

(S.42)

■

一埼 玉 県 の民 間 躰 ス ・・ク*9.88、4
1都3県 の 民 間資 本 ス トック

σ

これらの経年変化を図示すれば図2.2.3の ごとくになる。

一方 実際に製造業において設備投資される場合の1都3県 平均の設備投資

比率か らの差は認識された民間設備投資魅力乗数として表2.2.1の ごとき値を

とり,埼 玉県の場合は年々わずかながら減少の傾向を示 している。

今回のモデルでは地価の値が昭和40年 頃で大 きく変動 しており,ま た地価

自体の予測が困難であることから地価の魅力乗数を除外することとし,上 述の

3つ の魅力乗数で説明することに している。

も
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一 一 」」＼ ∋
/

383940414243444546年

ψ 図2.2,3各 種 魅 力 乗 数 の 経 年 変 化(S・42・ ・1.00)
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一41-一



3
　1

2

1

0

9

1

1

1

0

地 価

＼/

/
/

ン
＼

_〆
/'

/
しノ

/
ノ

//

/

」
1
1
1
1
1
-
I
1

1
-
I
J
I
I
I
I
I
.1

「
1
ー
ー

`

2

1

0

9

2

1

L

L

1

0

工

L

0
・1

9

8

0

0

交通基盤

3839404142434445

図2.2.3各 種 魅 力 乗 数 の 経 年 変 化(2)

46年

(S.42=1.00)

一42一

●

◎

δ

、



已

'

●

ワ

令

◎

表2.2.1各 種 魅 力 乗 数

賃金魅力乗

数

交通基盤魅

力乗数

公害防止 コ

ス ト上昇乗数

地価を除い
た魅力乗数
の単純積

認識された
投資魅力乗
数RAMi

地価魅力乗

数

38年 0.8742 1.2169 0,852 1.6338

一
39 0.9014 1.1377 0,889 14197 1.2411 1.1622

40 0.9787 1.0771 0.9249 … 1.1899 1.2391 0.9851

41 0.9947 1.0337 0.962511.0797
{

12371 12400

・42 1.0000 1COOO 1.0000 1.0000 L2346 LOOOO

43 10395 1.0030 1.0385 0.9291 1.2328 1.0343

44 10545 1.0972 1.0771 0.9660 1.2300 1ユ202

4b 1.0718 1.0625 1.1176 0.8870 1.2280 Ll485

46 1.0540 L3482

ZZZ2日 間資本ストックの算定

民間資本ス ト・クのここでの意味は製造業のそれをさしている。民間資本ス ト

ックの算出の方法は種々のものがあるが,こ こでは昭和45年 の国富調査の結果

にもとずき平均の償却期間を18年 とし,18年 前に購入 した設備は18年 目に

なっては じめて消去するとい う計算方法を用いた。すなわち法定償却期間中,設

備はフルに稼動するとい う前提をとったわけで,会 計上の定額,あ るいは定率償

却を用いてはいない。

このス トックの計算には,工 業統計表の有形固定資産投資額中 建設仮勘定

および土地を除いた。但 し工業統計表のデータの制約上 古い時点での調査 と新

しい時点での調査では調査対象範囲の大 きさや,土 地の項について若干の差異が

あるが,こ こではこれを無視 している。 また昭和30年 よb前 については設備投

資のデータ坑 工業統言懐 から得 られないことと,景 気の変動が設備投資につい

ては顕著にみられることから昭和30年 から昭和47年 までのデータを非線形 曲

線でなめらかにし,こ れ を用いた。
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以 上 の民 間 設備 投資,.民 間 資本 ス トックはい ず れ も実 質 化 して い る。

●

●

ZZZ3製 造業 附加 価 値 の決 定 ・tt』'

製 造 業 の附 加価 値 を決 め る ために は生 産 関数 を推 定 しな けれ ば 左 らな い。一般

によく角いられる生産関数 としては,レ オンチェフ型の固定投入係数型生産関数

や,コ ブダ グ ラス型 生 産 関 数 が あ る。 ここで は附 加価 値 を決 定 す る要 因 と して資

本 装備 率 を用 い,資 本 装備 率 と労働 生 産 性 の関 係 を求 め る ζと に した。 埼 玉 県に

foけ る昭和39年 か ら昭 和46年 ま での計 測 結果 では次 の よ うに な った。

(万円/入)'・(万 円/人)

10g(労 働 生 産 性)=△0.274267十1.1263810g(資 本 装 備率)'●

〔18.45205〕

相 関 係 数R=0.989876

標 準 偏 差SD・=O.026132

2.2.Z4建 設業および第3次 産業の粗生産額の決定

建設業および第3次 産業のほとんどは,県 内の経済活動に依存 している。それ

ゆえ一般的には経済活動を①製造業からのもの,② 夜間人口の購買力によるもの

iJ(分けこの2つ の要因でもって.建 設および第3次 産業の粗生産額を説明するこ

とになる。 しかし上記の2つ の要因は非常に関係が強 く,多 重共線性(マ ルチコ

リニアリティ)を おこしてしまう。そ こで今回の構造推定 では建設および第3次 産

業の粗附力唯i値を説明するものとして県内総生産を用いた。次式がその構造推定

式である。

(億 円)(億 円)
1・9(羅 ≡第3次 ⇒=△O・01921+0186685109ぐ 鍵 亘

1)

〔14.7879〕

⑨

4
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R=O.9908

S・D==O.Ol724

計 測 期 間:昭 和41年 ～ 昭 和46年

ZZ2.5第1次 産業粗生産の決定

第1次 産業粗生産のほとん どは農業であるため.農 業用耕地面積によって第1

次産業粗生産を説明することにしている。第1次 産業の実質粗生産の算出は非常

に困難であるため,こ こでは便宜的に県内第1次 産業の総生産の,全 純生産に占

める割合を用いて実質県内総生産から導き出している。そ して更にこの第1次 産

業の実質粗生産を農業用耕地面積で割 り,農 業面積当り第1次 産業粗生産を算出

した。 この原単位は農業の生産性を示すもので最近ではほとんど頭打 ちに近い状

態になっている"

〔億O/、 。。。h。〕

10.0

0.9

土
」也

生

産0.8

性

0.7

土地生産性AURPL

0.6 一 」____.

38394041424344454647 年

図2.2.7土 地 生 産 性
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図2.2.101人 当 り県 民 個 人 所 得

80

万円/人

計算値

実績値

↑

222過 県 内総 生 産お よび1人 当 リ県 民個人 所 得 の 決定

2.2.2.3.2、2.2.4,、2.2.2.5で 述 べ た各 産業 の粗 生 産 を合計 した もの が,県

内総 生産 で あ る。 これ は逆 に県 内総 生 産 がわ かっ て い るため,製 造業 附 加価 値、

第1次 産業 粗 生 産 を引 い た残 りを第3次 産業 の 粗生 産 と したた め 当然 一 致 す る。

また県 内総 生 産 と個 人所 得 の関係 は非 常 に密 接 につ なが っ て お り,1人 当b県

民 個 人 所得 は,1人 当 り県 内総 生 産 を説 明変 数 とす る回 帰式 で充 分説 明 され る。

(万 円/人)

1・9(
,;儲 県民)・・A…4555+・ ・3853i・ ・(纏 頭

〔33.0347〕
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相 関 係 数R=・O.99726

S・D==O.008696

計 測 期 間:S.40年 ～S47年

2.2.2.7公 害防止投資額の決定

(1)規 制と公害防止投資の関係

公害防止のための投資額は県行政体がどのくらい厳しく公害規制違反を取締

りうるカ㌔また取締る体制をもっているかによっている。まずここでは投資額を考える

ステ'プ として,第1段 階では県が考えている公害規制を行った場合 どの程度の公害防

止のための投資が上乗せされねばならないかを考え.次にこの規制がどの程度の厳しさで

実行に移されるかを考える必要があろう。県当局としては規制値を決定することと,これを

どの程度の厳 しさで対処するのかは両方ともコン トロールできるものである。

公害規制の値によって公害防止投資必要額が算定されるが,こ れがその期に・

全て投下されるとは限 らない。なぜならこれが県当局の規制実行の程度に依存

するからである。すなわち5年 後位にこの水準が達成されれば良いと考えてい

るとすれば,公 害防止投資必要額の1部 はその期に投下されようが,多 くの投

資は伸び伸びにされる。 これは投下する企業にとってみれ戊 公害防止投資は

何の利潤に もつながらず,か えって採算を悪化するだけのものであるためなる

べ く伸すよう努力するにちがいないからである。

ここで扱っている公害防止の対象は,公 害セクターで述べ られているように.

SO,とBODて あり,そ のため公害防止投資必要額 もこの2つ の対象畷 ら

れている。

(2)公 害防止投資の総民間設備投資に占める割合

如何に規制を強化 しても民間の企業体の投資しうる限度が企業採算上あり,

これ以上の公害防止投資は如何に必要であっても行 われない。 ここではこの水

準 を一応 αとすると期待される公害防止投資額 と民間設備投資額の比率(す な

わち望 ましい公害防止投資比率)と 実現可能な公害防止投資比率 との間には次

のような関数関係があると考えるのが納得的である。
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a<1.0

(2)実 現 した公害防止投資

実現可能な公害防止投資比率がわかると実現 した公害防止投資がわかる。そ

してこの公害防止投資は大気 と水質に当初の必要額の割合で割振 られ,各 々大

気汚染防止投資,水 質汚染防止投資となる●

●

Z2.2.8大 気汚 染 公害 防 心 質本 ス ト ック,水 質 汚染 防 止質本 ス7.トック の形 成

大気,水 質各 々共.公 害 防 止 資本ス ト ック の形 成 の方法 は 民 間 資本ス トック に

おい て と られ てい る もの と同 じであ る。

6

2.22.9来 年度の必要人員の算定とその実現一.

(1)来 年度の労働力需要の算定

労働力を確保 しようとする企業の人員計画は一般に次年度の企業の生産計画 ・

に基いている。そのため次年度必要 とな=る労働力需要は企業の生産計画がどの

ように して行われるかによって決めることができる。生産計画のための単純で

最 も多 く用い られる手法は単純な外挿法によゐ将来の需要予測である。 これは

なるべ く長期間のデータによゐ解析の方が信頼性も渇 くヂ誤ちは少ないが・次

年度を予測する分には3年 前からのものがわかっていれば景気変動を除いたすう勢

を考える分にはほとんど間に合うと言える。そこでここ二では,ま ず来年度の附

力綱 の怖 を手風 附力噸 そのものを予蹴 る。雄 労眺 産性(頬)

の伸びについても過去の伸びを考慮 し.次 年度の労働生産性を予測する。附加

価値の予測値をこれで割 り,次 年度の必要労働者数を割 り出すことにずる。 こ
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れをここでは2つ の分野,す なわち製造業 とそれ以外の分野について行ってい

る。

(2}労 働力需要 と実際の供給力

現在のわが国は労働力不足の基調が変化 しないという前提に立っても良いと

考えると常に県内の生産人口から供給 される県 内就業者の数は需要を下回るこ

とになる。そのため労働市場 は労働者を需要に見合うように調達する働きをす

るわけで,こ こでは労働 力需要 を性格のかなり異なる製造業とそれ以外の

産茱に分けて就業人口を考えてみることにする。

㈲ 製造業における就業人口の算定

製造業における就業者は製造業の設備に依存 している。すなわち企業が設備

投資を行 う場合にt'Ct,従業員の賃金 も考慮 してコス トが最小 になるような場所

と設備が検討される。そ して設備が決定されるとそれに必要な人員 も当然算定

され人員募集が行われる。

そこで製造業の場合には,就 業者数が設備すなわち資本ス トックの大 きさに

依存していると考えて,就 業者数と資本ス トックの間の関係を求め.そ の年に

必要な就業者数を算定する。これを求めたのが次式である。

(万 人)
1・g離 業 就 業)一'O .5624・+・ …'3771・g(聾 ■

.

(億 円)

〔61.309〕

R=O.9992

S・D=0.00235

計 測 期 間:S.39～S.46

(表2.2.3参 照)

(4)第1次 産 業,建 設 業,第3次 産 業 に お け る 就 業 人 口 の 算 定

第1次 産業の就業人口にはその地方の土地.資 源に依存するが,建 設業,第

3次 産業0そ れは,そ の地域の市場の大 きさに依存する。 ここでは第1次,建

設,第3次 産業の粗生産額をベースにして,従 来までの生産性の動向を考慮す

るという考えから,第1次1建 設,第3次 産業の就業人口と同産業の粗生産額

の関係 を計測 し,こ の結果を用いることにした。
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(万 人)

109(第1次,建 設,第3次

産 業 就 業 者 数)=O・59651+O'32112×

〔28.095〕(億円)

1・ ・(第1次,建 設,第3次産 業 粗 生 産)

R=O。99622

S・D=O.00392

言†測 期 間:S.39～S・46

表2.2,2産 業 別 就 業 人 口

第1次 産業就

業者数

(万 人)

建設第3次 産

業就業者数

(万 人)

第1次 建設
第3次 産業就
業者数

(万 人)

1製 造 業

就 業 者 数

(万 人)

1全産業就業者

数

(万 人)

35年

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

后986
〔3997〕

30.84

35.47

34.19

32.98

〔3279〕

31.85

30.77

29.76

28.81

27.90

〔2799〕

27ρ5

26.23

29.68

32.68

35.89

3933

42.99

〔4392〕

46.89

51.05

5546

〔5305〕

60.14

65.11.

70.36

〔7L99〕

66.52

68ユ5

70.08

72.31

74.84

77.66

80.81

84.27

8804

92.16

96.59

32.38

34.31

36.30

38.35

40.47

〔39β9〕

42.64

44.88

47.17

〔49.10〕

49.53

5L95

54.44

〔5332〕

98.90

10246

106.38

110.66

115.31

120.30

125.69

131.44

137.57

144.ll

l51.03

出 典 国 勢 調 査 事業所統計 撲 所統計i

注)〔 〕は原 デ ー タの値
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表2.2.3製 造業 で の就 業入 口 と民 間 資 本 ス ト ック

39年

40

41

42

43

44

45

46

製 造 業 就 業

巴 (万 人)

36.3

38.4

40.5

42.6

44.9

44.2

49.5

52.0

民間 資本 ス トック

(億 円)

3339.5

4028.3

4644.9

5694.3

6853.9

8286.3

9919.5

11585.0

●

ρ

》

表2.2.4製 造 業 以 外 の 産業 におけ る粗 生 産 と就業 者数

第1次 産業粗 第3次,建 設 第1次.建 設 第1次,建 設 同 左

生産

(億 円)

業粗生産

(億 円)

第3次 産業粗
生産

(億 円)

第3次 産業就
業者数

(万 人)

推 定 値

(万 人)

39年 1102.0 6594.8 7696.8 70.08 69.90

40 1072.7 7573.8 8646.5 72.31 72.56

41 11552 8190.5 9345.7 74.84 74.40

42 1273.8 9334.0 10607.8 77.66 77.49

43 1343.0 11229.2 12572.2 80.81 81.83

44 1401ユ 12318.5 13719.6 84.27 84.16

45 1305.3 14956.7 16262.0 88.04 88.88

46 1207.0 16249.8 17436.8 92.16 90.93

'
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22.2.10公 害苦情と公害汚染 所得

環境は所得弾性値の高い商品である。そのため住民の所得が高くなればなるほ

ど,環 境に対する住民の欲求は増大 してゆく傾向をもっている。例えば環境破壊

の程度が一定であっても所得水準が上昇するにつれて,環 境に対する不満はます

ます大きくなる。これは日本 と東南アジア諸国の間の排気ガスに対する関心の度

合をみれば明 らかである。

これ を定式化すれば,住 民の不満は環境破壊の進展度合と所得水準とに よって

決定され,こ れが公害苦情 という形 で表わされてきているとみることができる。

一般的な式としては次の ように書き表わせる。 ∫

公害苦情=γ..⊆ 環境破壊の程度)β
(所 得水準)α

4

今回 は公害 苦 情 を公 害苦 情件 数 の指数 化(S45==1.0と す る)し た もの を用

い,所 得 水準 を表 わす もの と して1人 当 り実質 個人 所 得,環 境 破 壊 の進 展 度 合 を

示 す もの と してSOzに よる大 気汚 染 濃 度 を用 い て計 測 する こ とに した.デ ー タ

の数 が限 られ て い るた め計 測結 果 は 良好 な もの では ない が,一 応 の傾 向 は 示 して

い る よ うに思 わ れ る。

10g(公 害 苦 情指 数)=△2.8918十1.75601・og(1人 当 り県 民
-〔3

.813〕

個 人 所得)十 〇.921610g(前 年 度大 気 汚 染 濃度)

〔1.Ol9〕

R=0.y976

S・D==O.00739

令

9
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表2.2、5公 害 苦 情 指 数 と汚染 所得 水準

＼で

年 ＼
＼

公害苦情手数

(件 数)

1人 当り県民
個人所得(前
年)PIH1

(万 円)

大気汚染濃度

(前 年)

(ppm)

公 害苦 情指 数

PPAP

S45=1CO

,公害苦情指数

く推定値〉

」
0.99571

1
1.2144

1.2603

1.4021

45年

46

47

48

2,779

3,354

3,479

3,929

5i.09

58.85

61.70

66.33

0.76

0.72

0,685

0.67

1,000

1,207

1,252

1,414

●

出 典 県統計年鑑

2.3財 政 セク タ ー

2.3.1基 本的考え方

地方政府の活動の目的は住民の生活の場であり,生 産の場である地域に密着 した

公共サービスを提供することにより,そ の地域の福祉水準の向上に寄与することに

ある。 したがって公共サービスの提供は地域の社会経済の変化に適応 したバ ランス

のとれたものでなくてはならない。す左わち社会経済の変化により行政需要は量的

にも,質 的にも変化するがこれにいかに適応するかが公共政策の課題 となる。

埼玉県は東京都に隣接しているためその影響を強 く受けていると考えられ,人 口

の急激な増大などにみられるとお 少であり,こ のことが行政需要の量的拡大をもた

らす。また産業の発展に伴 う所得水準の向上は生活水準の向上をもたらし,質 の高

いサービスが要請されると思われるが,こ れは東京都等首都圏における公共サービ

スの水準との比較の上でその格差が認識されるとき,量 的にも質的にも格差是正が

要請されるであろう。

こうした行政需要に対 し,地 方政府は限られた資源の中から公共サービスを提供

するわけであるが,財 政セクターは財源という資源の面からアプローチするもので

ある。そ して他セクターとの連携の上に社会経済の変化が財源確保 にいかなる変化

を与え,そ れが財源の配分の上に,す なわち公共サービスの提供にいかに結びつい

てい くかという関係 とその変化に関する評価情報を与えることをねらいとしている。

地方政府は社会経済の変化に対応するよう中 ・長期の種々の計画を策定 している

4

`
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が,そ うした計画が有効である為には財政的な斉合性が充分考慮されていなければ

ならない。 しかもそれは社会諸活動の相互依存関係のなかにとらえ られている必要

があろう。当モデルがとくに中 ・長期計画の策定に際 しその補助手段となるものを

指向 している1つ の要素としてそうした計画の財政面における斉合性のためのチェ

ックとなるマクロ情報 を提供することをねらいとしたわけである。

いま財政セクターの基本的構造を,社 会資本ス トックの形成 という公共サービス

の面からとらえて図2.3.1に 示す。

① 人口の増加は生活環境の整備に対する住民の需要を増大させ整備が促される。

一方これにより生活環境の向上 を通 じて人口の流入を促すという正のフィー ドバ

ックが存在するであろう。ただ しζこには生活環境の首都圏に於る相対的整備水

準 というものが人口の移動を決定づける要因 として働 くものと考え られる。

② 産業の成長は産業基盤整備の需要を高め,整 備が促される。 これ と相伴い,産

業立地論的な意味で立地魅力が高まれば産業の成長が促されるとい う正のフィー

ドバ ックが存在する。

③ 人口の増加,産 業の成長に より税収の増加がもたらされ,生 活関連社会資本ス

トvク,産 業基盤社会資本ス トックの整備が促されるという正のフィー ドバック

が存 在 す る。

生活関連

一

/
社 会 資本 ストック

/
/
一

十

人 口増

図4-3-1

依 存財 源

↓'

㍗＼
税 収 産業 基 盤

社会資本ス トック

/4＼

/＼

ぐ ノ+
.≠一 『 産 業 成 長

　

＼ ク1

＼ 十 ./＼
/

ざ へ 　　

財政 セクターの基本構造
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2.3.2財 政セクターの範囲と構造

1)県,市 町村及び国の事業負担 と経費負担

公共サービスの提供に関 して都道府県と市町村は補完的であり,と くに住民に

密着 したサービスの提供という点から市町村の果す役割はきわめて大きい。一方

国の果す機能は行政指導的な面が主である。そして財政面では地方自治体の自由

裁量にゅだねられる比重は低 く,俗 に云われる,三 割自治,補 助金行政といった

面をもっている。現在地方財政の危機,財 政の硬直化といわれていることもこう

した制度面にその源泉を求めることも出来,問 題の解明が急がれるところであろ

う。

国,都 道府県,市 町村の三段階の事業主体の行政事務の配分を概観すれば表2.

3.1の 通 りである。

こうした事業主体による担当範囲に対 してその公共サービスにかかわる経費の

負担についてはその原則として「地方財政法 」第9条 に

「地方公共団体又は地方公共団体の機関の事務 を行うために要する経費につい

ては,当 該地方団体が全額 これを負担する」

と規定 し,府 県 または市町村の提供する公共サービスは全額 自己負担としている。

しかしながらこの原則には例外があり,地 方公共団体は国から国庫支出金 として

受け取 り,他 の収入 と合せ て,特 定の行政事務,事 業を実施 している。国庫支出

金は大別すると国庫委託金.国 庫負担金 国庫補助金からなり,そ の使途は特定

化されている。

●

,

,
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表2.3.1行 政 事 務 の 配 分

主 体
国 都 道 府 県 市 町 村

行政事務

警 察 行 政 国家公安委員会の管理下で,警 察 国で行 う以外の警察行政を都道府

庁が警察制度の企画調査 警察行政 県警察が行 う二警察官のほとんどは

の調整事務。 都道府県の職員。

消 防 行 政 自治省の外局としての消防庁が制 国と同様指導助言を行 うのみ,非 消防本部,消 防署.消 防団を設置

度 の研 究 ・立 案,試 験 研究,統 計. 常事態の際の緊急指示権を除き,と して火災の予防,警 戒鎮圧の実際の

指導,助 言を行 う 〈に市町村への指揮命令権な し 活動 に あた る。

河 川
一級河川の管理。建設大臣の指定 二級河川の管理 一級,二 級河川以外で市町村長が

1
土

に よる区 間 の管 理 を知 事 に ゆだ ね る,, 指定 したものの管理

ご
木

道 路 高速 自動車道 と国道の管理。一般 都道府県道の管理 市町村道の管理

1
行

国道の%以 上の管理は都道府県に委
政

任されている

教 育 行 政 教育行政の全般的な企画 ・立案 ・ 公立高等学校教育のほとんどを担 義務教育の小中学校に関する設島

指導 ・助成直接に担当するのは国立 当,公 立小中学校の教職員の任免, 管理整備.社 会教育(公 民館のほと

の大学教育が主 給与の支出,社 会教育の一部 んどは市町村立)

社 会福祉行 政 国民健康保険,市 町村職員共済 を 生活保護行政と市を共に分担 国民健康保険事務,生 活保護行政

除 く社会保険の実施,公 的扶助に関 等を都道府県 と分担。

する行政全般の企画指導

衛 生 行 政 医師,保 健婦,看 護婦等の試験免 ほとんどの保健所の設置,結 核, し尿.じ ん芥処理等環境衛生。

許.衛 生行政全般についての企画, 伝染病等の予防衛生

指導

産業経済行政 国民経済の視野からの企画,調 整 産業振興行政のうち各種試験場, 農学構造改善事業等

研究,指 導,資 金供給,貿 易の振興 企業診断農業改良普及員の設置等
1
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表2.3.2'国 庫 支 出 金 の 種 類 と 内 容

種 類 内 容

国 庫 委 託 金 本来国で行 うべき事業 を事務の便宜上地方団体が

代行する場合の経費で,地 方団体はこれを負担する

義務を負わない。(地 方財政法第十条の四)

国 庫 負 担 金 国 と地方

う事業に要

i法 令

(地

固 と地方公共団体が責任を相互に分担 しあって行

法令に基づく事務に要する経費

(地 方財政法第十条)

lj建 設事業に要する経費

(地 方財政法第十条の二)

川 災害関係の経費:地 方税法,地 方交付税法で

は財政需要に適合する財源を得 ることが困難な

もの(地 方財政法第十粂の三)

園 庭 補 助 金 施策を行うため特別の必要があるとき,地 方団体

の財政上特別の必要があると認めるときに限 少交付

されるもの

該 当 す る 経 費

国会議員の選挙,最 高裁判官国民審査 国民投票に要する経

費,国 の統計調査費,外 国人登録費,検 疫費,あ へん取締費,

医薬品の検定に要する経費,健 康保険,国 民年金,日 雇労働者

健康保険、厚生年金保険,国 民年金,労 働者災害補償保険.失

業保険,船 員保険,児 童扶養手当及び特別福祉手当。

義務教育職員の給与,義 務教育諸学校の建物の建築費,生 活

保護費,保 健所費,結 核予防費,身 体障害者の更生援護費,児

童福祉施設費,国 民健康保険費,協 同農業普及事業費,林 業改

良事業費,漁 業調整費.産 業教育振興費,土 地利用基本計画の

作成に要する費用.国 土利用計画法の施行に要する費用

道路g河 川,砂 防;'海 岸.港 湾等の重要な土木施設の新設及

び改良費,重 要な農林;水 産業施設の新設及び改良費,重 要な

都市計画事業費,公 営住宅建設費.社 会福祉施設め建設費,土

地改良及び開拓銭.失 業対策事業費

災害救助費,道 路河川等土木施設の災害復旧事業費,農 林水

産業施設の災害復旧事業費,都 市計画事業施設,公 営住宅。学

校,社 会福祉施設等の災害復旧事業費,及 び土地改良開拓によ

る施設又は耕地の災害復旧事業費.

● σ ●
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国庫負担金に該当する経費については更にその種目,算 定基準,国 と地方団体

とが負担すべき割合を規定 し(地 方財政法第十一条)て いる坑 これがひいては

地方団体に超過負担を強いるもととなり,地 方財政を圧迫 していると考え られる。

いま学校建設に例をとればその負担割合は表2.3.3に 示す通bで ある。
●

表2.3.3・ 昭和46年 度公 立 文教 施 設 整 備 費予 算

億 円

4

国 負 担i県 負 担 市町村負担

負担率 1金 額 負担率 金 額 負担率 金 額

小学校

校 舎 1/3 134 2/3 267

屋内運動場 1/3 18 2/3 36

中学校

校 舎 1/2 41 1/2 40

屋内運動場 1/2 ・611/・ ・ 16
`

経済分析第39号 「地域計画の財政モデル」より

これに対 し,国 の算定基準 として,基 準面積(児 童生徒1人 当b平 方米)及 び

建築単価(鉄 筋1平 方米当り単価など)が 定め られてk・り,地 域住民の要求,あ

るいは地方団体がそれを先取 りしてより質の高いものを提供すれば,こ の基準を

上廻る分は地方超過負担 となる訳である。

また,イ ンフレ期に於ては基準単価と実際の工事単価に乖離が生 じることによ

ってやはり超過負担が発生することになる。

国庫支出金による事業のおおよその内訳を全国計であると表2.3.4の 通bで 普

通建設事業,義 務教育,お よび生活保護のウェー トが高 く全体の73.6%を 占め

ている。(47年 度都道府県)
●

■
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表2.3.4国 庫 支 出 金 の状 況

昭 和47年 度
区 分

都 道 府 県 布 町 村 純 計 額

義 務 教 育 費 644282 26.5 10,275 Ll 654,557 19.6

生 活 保 護 費 92,574 3.8 220,170 24.1 312,745 9.3

児 童 保 護 費 36,177 1.5 79,761 8.7 ll5,938 3.5

結 核 医 療 費 41,679 1.7 11,873 13 53,552 1.6

精 神 衛 生 費 45,829 1.9 一 一 45,829 1.4

老 人 保 護 費 11,048 0.5 21,807 2.4 32,855 1.0

普通建設事業費 1,146,713 47.1 400,668 43.8 1.547β81 46.2

災害復旧事業費 197121 8.1 51027 5.7 249,648 7.5

失業対策事業費 15,894 0.7 28,047 3.1 43,941 1.3

委 託 金 30,116 1.2 19180 2.2 49,896 工5

建設事業費 6,255 0.3 3,579 0.4 9,835 0.3

そ の 他 23,861 0.9 16,201 1.8 40,061 1.2

財 政 補 給 金 2,954 0.1 1,698 0.2 4,652 0.1

そ の 他
'

168,596 6.9 67,756 7.4 236,3527.0

合h計 2,433,583 100.0 913,762 100.0 S347β 三 巴 α0

つ

'

闇 上記のほか,国 有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和47年 度6,009百 万円,

昭和46年 度3,950百 万円ある。

地方財政白書昭和49年 版 よb

以上国 と地方公共団体との経費の負担 についてその概要 を掲げたが,府 県 と市

町村の負担区分についてみれば,原 則は事業に係る当該団体の自己負担である。

ただし,や はり例外 として都道府県の行 う建設事業に対する市町村の負担を認め

ている。地方財政法第27条 は

「都道府県の行 う土木その他の建設事業(高 等学校の施設の建設事業を除 く)

でその区域内の市町村 を利するものについては.都 道府県は,当 該建設事業によ

、

◆
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る受益の限度において,当 該市町村に対 し,当 該建設事業に要する経費の一部を

負担させることができる。 」

と規定 している。 しかし市町村に負担をさせる場合所定の手続が必要たこと(同 法

27条,2～5)及 び都道府県が市町村に負担させてはならない経費を規定 してい

る。(同 法27条 の2)

また普通建設事業費等 について府県は市町村に対し県支出金として一部負担を行

っている。

公共サービスの提供に関 しこうして,事 業主体と負担区分が複雑に関係 し合って

いる。 いま財政規模でみるならば,ま ず国と地方を比較すると.お およそ同規模で

あり,や や地方が大である。(表2.3.5)ま た県 と市町村では埼玉県の県及び市町

村の支出を目的別,性 質別決算額をみると図2.3.2の 通 りである。市町村間にはも

ちろんその差異はあろうが,県 計でみるかぎり,県 と市町村の財政規模に大 きな差

はない。従らて埼玉県のモデルとしても公共サービスの提供と結びつけて考える以

上市町村財政を無視することはできず.モ デルに組み込むこととした。また国の負

担についても後述するように事業毎に可能な範囲で分離して記述することにした。
■

■

9

一65一



県(一 般 会計)

47年 度
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〈 目 的 別 〉
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図2.3.2目 的 刑 性 質別 歳 出決 算 額 とその 構 成
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表2.3.5 純 計 決 算 額 の 推 移

(単位 百万円 ・%)

ー

O

↓

1

地 方

■

国(一 般 会 計)

歳 入 歳 出i歳 入1
1

歳 出

`f

}..lP
l`
-,
.

決 算 額
対前年度
増 減 率

指 数 決 算 額
対前年度i
増 減 率

指 数

lil

決 算 額 彊『薄墨1指 数
}決 算 額 対前年度
増 減 率

指 数

一

昭 和34年 度

35

36

37

38

39

40

41
:

142

43

44

45

46

147

1β89352

2ρ25,802

2,511,550

2β82β50

3β97,659

3β10,921

4478,035

5,177,746

5926,311

6,958β74

8,305,229

10.103β98

12,179,449

15,090,702

12.3

19.9

24.O

l8.8

13.9

15.1

14.5

15.6

14.5

17.4

19.3

21.7

20.5

23.9
1

一

一

100

119

135

156

178

206

236

277

331

402

485

601

1,623β83

1924β07

2β91,080

2β87β66

3,308β33

3.821968

4,365,140

5,026,177

5.725497

6,729,574

8.033β12

9β14,878

11909,529

14.618283

11.6

18.5

24.2

20.8

14.6

15.5

14.2

15.1

13.9

17.5

19.4

22.2

213

22.7

一

－

l
lOO

l21

138

160

183

210

239

281

336

410

498

611

1,597,213

1.961ρ25

2,515,932

2947,623

3231214

3,446,768

3,773,097

4,552ユ4q

5299446
.

6059β73

7.109267

8459,181

9970,859

12,793,873

9.9

228

28.3

172

9.6

6.7

95

20.6

16.4

14.3

17.3

19.0

17.9

28.3

一

一

100

117

128

137

150

181

211

241

283

336

396

509

1495,040

1,743.1481

2ρ63,468

2556,617

3ρ44292

3β10夕69

3.723ρ17

4,459,196

5,113,035

5.937β82

6917,838

8,187,697

9561,131

11,932,1721

12.3

16.6

18.4

23.9

19ユ

8.8

12.4

10.8

14.7

吟

16.1

16.5

18.4

16.8

24.8

一

一

100

124

148

160

180

216

248

288

335

397

463
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2)税 収入と財源

公共サービスの提供 として投入される資源は県および市町村の財政収入を背

景 になされる。 したがって,社 会経済の変化に対応 した財源の調達が把握され

る必要がある。財政セクターではこれを原則 として一般会計の歳入の範囲内で

扱 うこととした。

財源はその主体からとらえるとき.県 及び市町村が主体的に税収を中心に調

達する,地 方税 便用料手数料などからなる自主財源と,国 税からの地方への

還流として交付される地方交付税及び先に事業と負担区分の関係においてみた

国庫委託金,国 庫負担金,国 庫補助金による国庫支出金及び地方債とか らなる

依存財源に二分することが出来る。なお市町村財政収入では国庫支出金のほか

県支出金が依存財源に含まれる。また財源の使途からとらえるとき,そ の使途

を指定されない地方税 税外収入.及 び地方交付税を一般財源 とし,使 途が法

令等により指定されている,国 庫支出金,県 支出金及び地方債を特定財源とと

らえることが出来る。その関係は図2.3,3に,ま た税収の構成比は図2.3.4の

通 りである。 ・ 一}一一一'一一'1
-→ 亙

_,-L}'一 一ー 一'一'一"一'一 一「

|

⊂ 一 地 方 税 …'

依存財源}
_ユ

寸 一 －
L-一 雑 収 入

地 方 交 付 税

地 方 債

　一一 国 庫 支 出 金

|
lL

-一 県 支 出 金

図2.3.3主 体 別,使 途 別 財 源
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●

(昭和43年 度全国)

(単位億円)

翼
6%

4

図2.3.4税 収 入 の 構 成

●

■

●

モデルに於てはこうした財源を県と市町村に分割した形で取扱吟,人 口の変動"

所得の変動 との関係などで内生的に説明をした。ただ し,収 入の把握は現行の税

法体系の構造の下で行 っている。 したがって収入を背景になされる公共サービス

に対する支出の枠はその条件下での予測値である。将来の公共サービス水準のニ

ーズからくるものとの比較において財源の確保が充分でないと認識されるとき新

たな財源確保の手段が構 じられる.あ るいは地方財政のあり方そのものが問われ

ている今 日現行制度その ものが多少 とも変化する可能性がある場合に関する政策

シミュレーシ.ン に対応する為にはモデルはリファインされなければならなレ㌔

一般会計に於る歳入では国庫支出金,県 支出金が含まれている。 しか しながら

国庫支出金,県 支出金は先にみたように,そ の使途が特定化され,県 及び市町村

の制御可能量 とはいえず,事 業のあり方に依存しているため,支 出を通 して決定

され,決 して国庫支出金,県 支出金をその他の収入に合わせた財源から配分され

るという支出構造 とはなっていない。 したがってモデルでの国庫支出金は収入の

面でとらえず後に述べるモデルで扱う支出項 目に国の負担分として計上する形を

一69一
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3)公 共サービスと財政支出

公共サービスめ住民への提供は県.市 町村及び国の事業主体により,そ の経費

分担区分に応 じて.そ れぞれ見込まれる収入をもとに大別すれば行政,管 理的な

活動と投資的活動を通 じてなされると考えられる。 これは財政支出の面からとら

えるとそれぞれ

① 地方政府消費支出及び移転支出

② 地方政府投資支出

に対応する。そして①はフローとしてのサービスに②は資本ス トックの形成に向

けられる≡また歳出項目としてとらえれば,性 質別分類に より,義 務的経費ある

いは経営的経費として,① は主に人件費,物 件費,扶 助費に.投 資的経費として,

②は普通建設事業費に対応する。

●

`

(行 政活動の種 類)(警 暴)

「一行 政 ・管理 的 、一 経 常的 経 費
　 ノ

煽 活 動 ＼翻 的絃'

副
い

趨 資劃 一 投資的難

(機能別支出)

_肪 囎 瀕 支出斗

、 政府か ら個人への移転支
出

動腿岨(

….費

費

件

件

助

人

物

扶

公 債

(サ ー ビスの種 類)

費F.・ 一

費」

一 騰i齢 ・ク

図2.3.5行 政 活動 と性 質別 経 費

、

公 共サ ー ビス の提 供 は また次 の観 点 か ら整 理 され る。 す な わ ち対 個 人 のサ ー ビ

ス の役使 か,あ るいは 場 の提 供 か とい う軸 と,生 活 と生 産 の活 動,な い しは機 能

の軸 で考 え る ことが 出来 る。 埼 玉県 中期 計 画 に お け る プ ログ ラ ム体 系 を この視 点

か ら整 理 して例示 すれ ぱrs表2.3.6の 通 りで あ る。 こ こで各 項 目は 歳 出項 目に お

b
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表2・3・6埼 玉県 中期 計 画 プ ログ ラム 体系

}

生 活 機 能 目的別経費'
-
生 産 機 能 三極薩司

(保 健) (労働福祉)

検診体制 衛 生 費 労働福祉施設 労 働 費
'
医療関係施設 〃 職業訓練' 〃

個 (教 育 ・文化) 職業相談
ざ

〃

学校教育,特 殊教育 教 育 費
.・ 二ご.

生涯教育,文 化 〃

」

体 育 ・レク リエー シ・ン 〃

r、,

`

人 (社 会 福祉') 〔産業活動)

母 と子の福祉 民 生 費' 商工業振興
・ P

商 工 費

老人福祉 〃 農林i舗 …営 農林水産業費

心身障害者の福祉 〃 中小企業 商 工 費

(安 全防災) 産業基盤整備 土 木 費

交通安全 警 察 費

治安対策 〃

消防力 消 防 費

公害防止 衛.生 蜜

災害防止 土 木 費

場 (生 活 と環境)

自然環境 教 育 費

生活環境方鍛 土 木 費

住 宅 〃

消費生活 商 工 費

(交通関係)
土 木 費

道 路

(資!源)'

土 木 費
f

水資源,河 川

T/
.71.一



け る 目的別 の経 費 に対 応 づ け る ことが出 来 る。 この表2.3.6を もとに個 人 と場 の

次 元 で公共 サ ー ビス の特 質 を と らえ整 理 すれ ば表2.3.7の よ うに な り個 人サ ー ビ

ス は プ ロ_と して のサ ー ビス の提 供 が主 で あ り,サ ー ビス の対 象 す な わ ち受 益 者

は年 令.階 層 な どで特 定 しや すい。 学 校教 育 はそ の典 型 で あ ろ う・ また特定 値 入・

集 団 が地 域 的 に偏 在 しない 限 り地 域,空 間 的特 性 の 弱 いサ ー ビス とな る。 一 方場

の提供 とい うサー ビス は施 設 の建 設 等 ス トック の 提供 が主 とな り.し た が っ てそ

の受 益者 は特 定 しに く く,不 特定 集 団 とい え よ う。 また このサ ー ビス は地域 ・空

間的 特 性が 強 く従 っ てサ ー ビス 水 準 は地 域 の地方 政 府 の財 政 力 に よ り格差 が生 じ

や す く,住 民 の 不満 も これ よ り生 じやす い と考 え られ る。 ただ し施 設 の建 設 とい

っ た もの は単 に量的 に整 備 されれ ばそれ で住民 の 需 要 が満 足 され る とい う こ とで

ば な く.建 設 後 い か にそれ が維持,管 理,運 営 され るか とい っ た質 的 なサー ビス

の あ りか たが 問題 で あ り,そ の 配慮 を欠 い た フ ィジ カル ・プ ランニ ング は無 味乾

燥 な もの とな る こ とはい う まで もな い。 この ことは 公共 サ ー ビスの 提供 に対 し住

民 の評 価 をい かに 評価 し行 政需 要 に結 びつ け るか とい う問 題 に もつ なが る もの で

あ る。 当 モ デル では これに 答 え る こ とは で きない が,今 後 の大 きな 課題 であ ろ う。

◆

ら

φ

表2.3.7公 共 サ ー ビ ス の 特 質

個

入

場

公 共 サ ー ビス の 種類

フ ロー と して のサ ー ビス

の提 供 が主

施設 の 建 設 等 ス トックの

提供 が主

受益者(サ ービスの対象) 地域 ・宝蔵的特性

特定化しやすい

特定個人,グ ループ

・

地域.空 聞的特性

弱い

特定化 しにくい

不特定個人

・9

地域 ・空間的特性

強 く,格 差に不満生ずる

以上公共サー ビス と財政支出の関係をいわば財政支出分類上の性質別,目 的別

分類 と対応づけてきたが,財 政セクターでは県及び布町村の収入に対 し,ま ず義

務的あるいは経常的経費をとらえ,そ の結果投資に振 り向けられる可能な枠を算

出し,そ の枠の中で行政需要に応 じて配分されこれに国の負担分が合されて資本

形成がなされるものとした。 したがって性鷲別から目的別に担えるというアプロ

⑨
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φ

'

●
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一 チ を した ことにな る。

ここで資 本 形 成 は個 別 の事 業 につ い て は扱 わず集 計 された もの と して 生 活基 盤

社 会 資本 ス ト ック.文 教 施 設社 会 資本 ス トック,交 通基 盤社 会 資本 ス トタク を扱

っ た。 文 教 施 設 社会 資 本ス トック を生 活関 連社 会 資 本 ス トック と分離 したの は,

比 較 的 そ のサ ー ビス の対 象 の特 定 化 して い る もの の代 表 として 扱 い,ま た交通 基

盤 社 会 資 本 ス トックは 生 産基 盤社 会 資本 の代表 と して扱 うた め であ る。.

な お,こ こで社会 資 本 ス トック は,公 共部 門 提供 の もの に限 ってい る が,広 業

に解 釈 すれ ば民 間部 門 で形 成 され る もの も重 要 で あ り,と くに 選択 的サ ー ビス に

係 る もの は、 公共 サ ー ビス と して ど こま で提 供 す べ きか とい う公共サ ー ビス の本

質 的 問 題 を含 ん で いる 。

本来 個 々 の施設 のサ ー ビス と して果 す機 能 は異 な り,し た がっ てそれ ぞ れ行 政

需 要 の 発 生 も異 な り,建 設 コス トも異 な るはず で ある。 そ こで よ り事 業 に密着 し

た形 で扱 うな らぱ,あ る時 点 で の整備 水 準 とそ の機 能 の評価 及 び コス トを考慮 に

入 れ なけ れ ば な らな い であ ろ う。表2.3.8に 示 す の はそ の一 例 であ る。 な お・学 校

教 育 施 設 の ように建 設基 準 が定 め られ てい る もの が あ るが,こ れ と現 状 の水 準 を

比 較 して も需 給 ギ ャ ップは 把 え られ ない。 そ れ は基 準値 その もの が行 政 需 要 に対

応 してい な い か らで あ る。 また先 に述 べ た地 域 的特 性 もマク ロモ デ ル の限 界 とし

て扱 うこ とが で きな い。

行 政 活 動 の う ち管理 ・行 政 的 な活 動 の対象 とな る もの は主 として規 制,指 導.

補 助,監 督,許 認 可,調 査,情 報 の提 供 といっ た もの で,社 会経済 活動 に於 る調

整 機 能 と して必要 不 可 決 な もの であ るが,こ れ に係 る経 費 を個別 に明 示 的 に扱 わ

ず,経 常 的経 費 と くに人 件 費 に現 わ れ る もの と して扱 うに と どめ た。 た だ し規 制

の効 果 につ い ては環境 水 準 の維 持 向 上 と対 応 づけ て産 業 セク ター,公 共 事 業 セ ク

タ ー で取扱 っ て いる。

以 上 財 政 セ ク ター の構 造 の 骨組 み を図 示 す れば 図2・3.6の 通 り'であ る。
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表2.3.8生 活 環 境 推 計 過 程
㎡ぺ:btt

項 目 記 号
「

推 計 式 単 位
1.500ド ル

段 階

2;500ド ル1

段 階1

11 .国 民 所 得 Y 外 生 変 数 兆円 58.7
!

104.8

1
〆

i2 .1人 当 り 所 得 y
〃 ドル 1,500 2,500

1

・3 .総 人 口 P1 〃 100万 人 109 116

l

l4 .都 市 人 口 P2討
,

〃
」「

〃 82.0・
':'し

973

'5集 中 地 区 面 積'

|

五パ 〃 100嚇

'
70 87

16.住 宅

|(イ)10人 当 り 住 宅 数
Hn Hn=2β409十 〇.0004y 戸 3.1 3.4

(ロ}1戸 当 り 広 さ. Hs Hs=1,3636t十18,1818
似 86 100

・ レ寸 総 住 宅 数 H H司 δ・H・ 10万 戸 319 389

1

…

国 住 宅 総 面 積 . ila Ha=H・Hs 10扁 276 389

i卵 個 人 住 艘 資・' 、lh. Ih=OO738Y-2,597

1

1内 個 人 住 宅 面 積

(・)鑑 次までの個人住

Hp

*Hpt

Hp=0.509610glp十22567
・

・H,・ づH・ ・

10踊 110 249

1{肉 現 存 住 宅 P 1410協

; 〈

ω}滅 失 住 宅 P

(ヌ)残 存 住 宅 』P.令 10扁 86 41

囲 政 府 施 策 住 宅 Hg Hg=Ha－ ΣHpt-R
〃 79 99

◆ σ
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(ヲ)単

つ

価C

ウ)総'費 ・ 用

7.水 消 費 量

{イ}1人 当り家庭用水消費量

(司 家 庭 用 水 消 費 量

レ→ 総 水 必 要 量

←)現 在 消 費 量

㈱ 増 加 必 要 量

←寸単 価

C

W

W

Wk

W

W*

△W

C

`、

392LOOO

40～45'"25,000

46～F.'030,000

5i～5ξ40,000

56～6050,000

C==c1
.¥9

-'鐸(…276y+…338)

XVk==w'P2

W』25Wk

W*=14.1(100万t)

AWtw-・W*

c..9.970原 レ/1000t

1
,00億 円

t

loo万t

〃

100万t

2,380

199

17.4

43.4

29.3

一

4,946

275

27β

69.4

55.3

(ト}総 費 用 C C=c・ △W
100億 円 267 526

8.ご み Tr

{泊1人1日 ご み 排 出 量 tr ・・-1謬(α ・・99y-2・31) 9 1,310 2,190

(ロ)1人 当 り 総 排 出 量 Tr Tr=tr'P2
1,000t 114 221

←→ 現 在 衛 生 処 理 量 tr* tr*=7.7(1000t)
:

←→ 処 理 必 要 ご み 量 △Tr △Tr=Tr-tr*
1.000t 106 213

困 単 価 C C=242G千 円/t 1

'
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項 目 記'号 推'計 式 単 位
1.500ド ル

段 階

2,500ド ル

段 階

'

←・)総 費 用 C C=c・ △Tr 100億 円 24 50

9.下 水 道
L

(イ)下 水 道 普 及 率 Se Se=0019y+47.35 % 75.9 94.9

(ロ)下 水 道 普 及 旧 積 S S=Se・Ad
ウ

10廟 529 822

ず

←→ 現 在 普 及 面 積 S* S*=570砺

{⇒ 普 及 必 要 面 積 △S △S=S-S* 10扁 472 765

休)単 価 C d=700円 π・

内 船 費 用 C C=c・ △S 100億 円 331 536

10.道 路 R

(イ)1人 当 り 道 路 面 積 r r=・0.Ol32y十3.175 〃 22.9 36」

(ロ)道 路 面 積

仁→ 幅 員

{二}道 路 延 長

㈱ 現 在 幅 員

←寸 現 在 舗 装 面 積

(ト)舗 装 必 要 面 積

(ヂ 拡 幅 必 要 面 積

ω)歩 道 面 積

R

〈
α

L

α*

R*

△R

K

P

R=r1'P2

Aa=12十S(m)

L。=R/へ

a*=5.7m

R*==180(ん 楡

△R=a*・L--R*

R_L(Aa」 。*-P,)

P==L1'Pe

10扁

(10000Km)

1000万m

2
加克0

〃

1

198

12

り
0

4
4

亡0

7

L591.

374

12

86

138

110

白4「
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9吟 ● ■'

{ヌ)舗

レリ 拡

1ヲ)歩

(ワ)総

{カ)歩

U.公

的 単

(ト)総

装 単 価 C1 C、=3β80円 伽 100億 円

幅 単 価 Ce C、-4β80円/卯 〃

道 単 価 Ca C3=3250円 吻 〃

費 用 C C=C1・ ぷ 十C2・K十C3・P 〃 658

道 幅 員 Pe Pe=5m

園 Pe

市 住 宅 数 HC HC藷 ・P2

園 面 積 率 Pa/Ad Pa/Ad=04605Hc/Ad-1678 % 14.3

園 総 面 積 Pa Pa=Pa/Ad・Ad 10編 99

在 公 園 面 積 Pa* Pa*=180(励

園 必 要 面 積 △Pa △Pa=Pa-Pa*
`、

、10ん6 81

価 d c=1400円/ひ ト

費 用 C C=c・ △Pa 100億 円 114

(6～11)' 1 兆円 37.74

|

1,282

15.6

135

117

164

75.03



以 上 の 推 計 式 に よる費用一 覧表

1.500ト ル 2,500ド ル

生活環境水準 備
, 水 準 水 準

兆円 兆円
住 宅 23.8 49.5 全国公共住宅(金 融公庫

水 2.7 53

、A

市部丙家庭消費用

ゴ ミ 0.2 05 市部用衛生処理施設

下 水 道 33 5.3 市部集中地区

道 路 6.6 12.8 市部内

公 園 1.1 1.6 都市公園および公共スポ

総 計 37.7 75.0

(注)1.

2.

考

38年 価格

用地費,補 償費を含まず。

国民生活審議会「将喪における望ましい生活の内容 とその実現の

ため確 本的疎 幽 す踏 車」口

●

、

⑱

一78一
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〈 歳 入 〉

＼⇒

＼
⑧

㊥
⑧ 竺

〈 歳 出 〉

(公 的扶助)

θ

己

税 収

地方債

④
∵一般事業投資

支出モデル ⑧

公営企業投資

支出モデル v
＼国庫負担/

/

＼

生活関連

社会躰 ス ト。∋

/

・i讐豊[)

交通基盤社会

資本ス トック

寧 図2.3.6財 政 セ ク タ ー の 構 造
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2.3.3財 政 収 入

県 の収 入 に 関 しては 地方 税 収 及 び税 外収 入 地 方 交 付税,地 方債 で と らえ た。 県 の

地 方税 収 は そ の ウ ェー トの 高 い県 民税,及 び事 業 税 を扱 っ た が,い つれ も税 法 上 の

制 度 を 直接 追 跡 した もの で はな い。

1n(県 民税)=-5.1883十1.30421n(前 期 名 目個 人所 得)

r==O.9977

県 民税 は法 人 住 民税,お よび個 人住 民税 か らな り,お の おの 法人 所 得,個 人 所 得 に

対 して課 税 が な され る。 上 式 は産業 セク ター か ら得 られ る1人 当 り個 人所 得 の情報

を用 い た もの で あ るが,法 人 所 得 を考慮 した上 で改 良す る必 要 が あ ろ う。

lo9(事 業 税)=-2,1694十1.367710g(前 期 名 目県 内粗 生産 額)

r==0.9707

事業 税 は 法人 事業 税,個 人 事業 税 か らな るが法人 事業所 得,個 人 事業所 得 の課税 源

泉 と して産業 セ ク ター か ら得 られ る県 内粗生 差 額 を とっ た。 県 税 は上 記2税 で説 明

した。

ln(県 税)=O.2978十1.Ol911n(県 民 税 十 事 業税)

県 財 政歳入 中,国 か ら移 転 され る国庫 支 出金,地 方 交 付 税,及 び地 方 債 を除 い た地

方 税.繰 越 金.使 用 料.手 数 料 そ の他 の雑収 入 を県 一 般 収入 及び税 外 収 入 と して算

出 した。

県一 般税)
==O.7969十 〇.94031n(県 税)ln(

及 び税 外 収入

r=0.9984

これ には 間 接 税,使 用 料,手 数 料 な ど消費 に関 す る ものが含 ま れて い るがデ ー タ量

の 少 な い こ と もあ り消費 支 出 を考慮 した場 合 良 い 推定 結果 を得 る ことが出 来 な か っ

た。

市 町 村地 方 税 の主 柱 は市 町 村 民税 と固 定 資産税 で あ り,前 者 は県 民 税 と同様 前期

名 目個 人所 得 を,後 者 に つ い てはそ の基 礎 とな る民 間有 形 固定 資 産総 額 の代 理 変数

と して 産業 セ ク ター で算 出さ れ る民間 資 本ス トック を とっ て説 明指標 と した。

市 町 村)
==-3 .5997十 〇.61951n(地 方 税

一80一
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市 町村 の一 般税 及 び 税外 収入 の内 容 は県 の場 合 と同 等 で あ り,

'市 町村 一 般 税 市 町 村)

。。-1.2494+0.39921。g(109()及
び税 外 収 入 地 方 税

+・.・4251・g(個 人 消 費支 出)

ここで個人消費支出(名 目)は 個人所得 との関係で求めた。

地方交付税の総額は国税の うちの所得税.法 人税及び酒税の32%と 地方交付税

法で定められてむり,地 方団体の財政力によりその配分がなされる。その配分法は

基準財政需要額 と基準財政収入額の関係 κ基本的にはよっている。 ここに基準財政

需要額 とは地方団体が通常の状態で,合 理的で適当な水準の行政活動をし,施 設 を維

維持管理 してめ くために必要な経費であり,基 準財政収入額 とは,当 該団体が通常

の状態で徴収 しうる地方税の大部分である。モデルでは県.市 町村とも前期の状態

に対 し大きな変動はないと考えそれぜれ前期の一般収入で説明した。 ここに一般収

入とは税及び税外収入 と地方交付税を加えた ものと定義 した。

10g(県 地 方 交 付 税)==1.0959十 〇.322110g(前 期 県 一 般 収 入)

r=0,8653

1・g(市 町村地放 ㈱ 一－L82・i+・.442・1・g(曙 薮 村)

r=0.9836

とくに県の場合説明力に問題があると思われる。

地方債は一般会計内の各種事業にあてられるものを扱い,資 本的支出を内容とす

る建設公債である。 この起債手続きは起債の方法,利 息,償 還の方法について予算

で定め,自 治省の許可が必要である。市町村分の起債は知事の許可事項であるが,

地方債計画との関係 もあ り,実 際上自治省で資金の枠の配分が行われる。 したがっ

て地方債は必ず しも地方団体の制御可能なものとはいえない。

「81一



地 方 債名 目)
十 〇.1426()(県地 方 債)==1.1611-O.1601( 全 国 計

県 投 資 需 要

r==0.9731

企_6.9923

,

、

"
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図2.3.7税 収 入 寺 収 入 の 推 移(県)
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/
ノ

ぐ

ノ

,/
//

//

力

煽、

/ノ

//

/地 方交付税

///

/ //夕
/ジ ー//ノ ノ 　　パノむ 　

_/一 二二二/,/'　 一
_バ 二二二二!。'./

億 円

総

収

入

1,500

1,000

_」

40 41 42 43 44 45 46 47年



■

、

■

、



i

■

(市 町村 地方 債)=-38、8716十 〇.3895(名 目市町 村 投資 需要)

r=0.9900

地 方債 は そ の性 質 か ら県 及 び市 町 村 で どれ程 の 投 資 が な され るか に 左 右 され る の

でそ の指標 と して投資 需要 を とった。 また 地方 債 計 画 は景気 変 動 に対 しそ の財 政 政

策 手段 と して利 用 され る こ とを考 慮 して全国 の地 方 債 発行 水準 を考 慮 した。

こ うして得 られ る一般 収入 に地 方 債 を加 え た もの を県 及 び市 町村 の総 収入 と定 義

した 。なお収入 の推移 については 図2.3.7(県),図2.3.8(市 町村)に 示される通 りである。

`

■

2.3.4財 政 支 出

義務的経費,あ るいは経常経費としての消費支出及び扶助費等を把え,先 に求め

た総収入 との関係で投資可能額を算出し,そ の配分過程を通 じて資本形成の構造を

把握する。この時経費負担区分を明らかにするため歳入額から国庫支出金,及 び県

支出金を控除 した。

1)経 常的経費

消醐 繊 は人椴 及醐 傾 でとらえられるカ・,と くひ 件猷 その大治

を占めている。人件費は地方公務員数に平均給与を乗じたものであり,県 の人件

費は

1・g(県 財政負担分人件費)一 ・…32+…7761・9(饗 鱗 饗 与)

r==0.9984

ここで県財政負担分人件費は歳出の人件費から,恩 給及び退職金,災 害補償費

を控除 し,歳 入の国庫支出金のうちの義務教育負担金を控除 した ものである。 ま

た県財政負担金公務員数 とは県公務員数から負担法適用教職員数の%を 差引いた

ものである。 これは義務教育国庫支出金分の教職員給与が国の負担によるためで

ある。図2.3.9に 人件費の推移を示す。

朧 劃 一、6.、、2・+・.…2(騰 担)+-22(響

r呂0.9992

〈S
=12 .2594

一87一



図2.3.9 人 件 費 の 推 移
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なお消費支出の中には災害復旧事業費,失 業対策事業費から国庫支出金による

ものを控除 した額が含まれている。 これは両事業の対象の不明確さを投資支出か

ら除 くためのものである。また,他 会計へρ繰入も含まれており.こ れは繰入先

の特別会計でそれぞれ再分割されるので,こ の追跡は今後の課題であろう。

移転支出である公的扶助費の大きな部分は生活保護費 であ り,次 いで児童保護

費,結 核医療費,精 神衛生費などである。県については

ln(県 支出扶助費)=一 一2.8048十 〇.67601n(個 人消費支出)

r=0.9806

でとらえ,県 財政負担分については国庫支出金の額から国負担補助率を求めて控

除した。 ・.、

地方債の償還金はその起債手続 きの中で,償 還の方法が定められるが,前 期地

方債残高に依存すると考えられこれで説明した。

(県 地方債償還金)=3.2719十 〇.0589(前 期地方債残高)

r=0.8139

しかし推定結果は良好ではない。

こうして決定される義務的経費を総収入から差 し引 くことにより県財政負担分

の投資的経費が決定される。すなわち

(県 財政負担分投資的経費)=(県 総収入)一(県 財政負担分消費支出

+県 財政負担分扶助費+県 地方債償還金)

そ して県財政負担分の投資総額はこれを実質化(昭 和4ship=・100)す ること

により求めた。

以上県財政についてみたが市町村財政についても同様である。

2)社 会資本の形成 と投資配分

投資的経費の枠が見込まれると,こ れか らいかなる事業に投資を行 うかが問題

となる。 この財源の配分は政策的に制御可能な範囲があると考えられ,モ デルの

中でも政策変数として扱 うことが出来る。一方行政活動は社会 ・経済活動に誘発

されて決定される度合が少くないと考えられる。また現在までの想定される行政

活動を続けていくならば,ど のような姿になるか,す なわちある公共サー ビスに

ついての限界的な整備水準を予測することは,配 分の変更,あ るいは財政確保の

一89一



手段の模策のインセンチィヴとなる情報を与えることが出来ると考え,そ の配分

を内生化することを試みた。

投資配分の決定は現状のサービス水準に対 し経済社会の変動にて らしてその不

足の度合等の評価をした上で トレー ド・オフを調整 して対象となる事業への資

の投入の優先付けがなされる。 そして,投 資行動は優先順位の高い ものか ら順

次その把握 した需要を満足させると思われるが,そ こには施設聞及び地域間の整

備水準のバランスをとる。でなわち平均化 しようとすることが うかがわれる。

(図2。3.10)モ デルではそれぞれ事業主体によって認識される総需要に対 して

当該事業の需要額に比例するものとして配分率を決定し,こ れと投資可能な財源

との関係で当該事業の投資額が決定されるという配分の基準を設けた。 こうした

基準に関してはコス ト・ベネフィト等最適配分の理論の追求を含め更に検討を要

するであろう。

図2.3.11及 び図2.3.121「c県 及び市町村の一般事業に関する投資額の推移 と,

配分率の推移を示す。県では交通基盤に関する配分率が高く,生 活関連投資及び

文教施設投資 との間の相対的な配分率の大きな変動はみ られないが,生 活関連投

資への配分率はわずかながら高 まりつつあることがうかがわれる。一方市町村で

は文教施設投資の比重が大きく,ま た交通基盤投資に対する配分率は低下傾向の

きざしかのようにも受け取れる。

なおここで投資需要としてとらえるものは現在 まで実現した投資行動がそのま

ま続いたとすればいかなるものになるかとい う内容をものものであり,住 民の主

観的なものではなく,行 政体により認識され,調 整された後のものである。 した

がってこれから需給ギャップを提示することはできず,今 後の問題として残され

ている.

投資額は自治省でまとめられる「都道府県別行政投資実績報告書 」のデータを

用い,し かも資金負担別投資実績の値を昭和45年 価格にして用いた。その内容

は事業費及び維持補修費であり,事 業費には原則として施設整備のための事業費

(用 地取得費,補 修費を含む)と これに伴 う事務費,計 画調査費を含め歳出決算

額によったものである。 したがって厳密な意味での投資額 とはなっていない。負

担区分及び対象事業は表2.3.9及 び表2,3.10の 通 りである。
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図2,3.10投 資 配 分 の 決 定 過 程
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図2.3.11一 般 事 業 投 資 支 出 の 推 移
∠
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また資本ス トックは経済審議会地域部会における地域別資本ス トックの推計値

をもとにした。この推計は38年 度時点での再取得価格による評価によるグロス

ベースのものである。 この38年 度時点の当該ストックを45年 価格に し,こ れ

に上の投資額を累積 して社会資本ス トックの指標 とした。

表2.3.9行 政投 資実 績 報 告 に よる負 担 区 分

負 担 区 分

(力 国(公 団等を含む。)の 事業 ・

A国 費

B都 道府県費

C市 町 村 費

(イ)都道府県の事業

A国 費

B都 道府県費

C市 町 村 費

(ウ)市 町村の事業

A国 費

B都 道府県費

C布 町 村 費

(事 業費)一(地 方公共団体の直轄事業負担金)

都道府県歳出の直轄事業負担金

市町村歳出の道轄事業負担金

都道府県歳入科 目の 「国庫支出金 」の うち,当 該年度内.

に収入されたもの

Aお よびC以 外の財源

都道府県歳入科 目の「負担金蟄よび分担金 」および「寄

附金 」のうち,市 町村歳出にかかるもの

市町村歳入科目の「国庫支出金」および「都道府県支出

金 」のうち国庫財源分で当該年度内に収入された もの。

市町村歳入科目の「都道府県支出金 」から国庫財源分 を

控除 した額

Abよ びB以 外の財源

、

鴫

■

一9'6一



う , ●

表2.3.10行 政 投 資 実 績 調 査 対 象 事 業 の 分 類

ー

㊤

『

ー

1一 般 事業

昭 和33～42年 度 昭和43～45年 度

大 分 類 小 分 類 大 分 類 小 分類

遁 路 道 路
街 路

道 路 道 路
街 路

部 面 都市 計 画

港 湾 港 湾

農林水産業 土 地 改 良

開 墾

干 拓

草地 改 良

林 道'

造 林

漁 港

そ の 他

農林水産業 農業基盤整備

林 道

造 林
漁 港

そ の 他

住 宅 住 宅

環 境衛 生 環環 衛 生

厚生 福祉 保 健 衛 生'

国 立 公 園

社 会 福 祉

厚生 福 祉 保健 衛 生
国立 公 園

社会 福祉

治 山 治 水 河 川

ダ ム
9
砂 防

治 山

治 山 治 水

㌧

河TT

砂1・ 防

治4山

海岸保 全 海岸 保 全

文教 施 設 文教 施 設

そ の・他

文教 施 設

失業 対 策 失業 対 策

災害復 旧
鉱害 復 旧

災害 復 旧

官庁営 繕 官 庁営 繕

空 港 空 港1

そ の 獄 そ の 他i

皿 公営企業

昭和33～35年 度 昭和36～43年 度 昭 和44～45年 度

分 類' 分9類 分.類
『'備 考

水 道 水 道 水 道 簡易水道を含む。

工 業 用 水 道 工 業 用 水 道 工 業一用 水 道

軌 道 軌 道 軌.道 地方鉄道を含む。

自 動 車 運 送 自 動 車 運 送 自 動 車 運,送

地 方 鉄 道 地 方 鉄 道 P

地 下 鉄 地 下 鉄 地 ・下 鉄

電 気 電 気 船,舶

そ の 他 ガ ス 電 気

そ の 他 ガ ス

皿 準公営企業

簡 易 水 道 簡 易 水 道

港 湾E備 港 湾 整 備 港 湾 整 備 ,ぐ

病 院 病 院 病 、 院

市 場 市 場 市 場
と 畜 場 と 畜 場 ・ と 畜 場

観 光 施 設 観 光 施 設 観'光 施 設

宅 地 造 成 宅 地 造 成 宅 地 造 成
公 共 下 水 道 公 共 下 水 道 公 共 下 水 道

造 林 造 林
.

▼

1 そ の 他 「 ・

y収 益事業 皿 収益事業

V国 民健康保険事業' 】y国 民健康保険事業 『

w公 益 質 屋 事業'. V.公 益質屋事業
'

(注)分 類中,後 年度に該当項目がないのは,後 年度の変更分類項目にそれぞれ

統合 したものである。



県及び市町村の一般事業投資需要総額はセクター内で取扱 う事業対象である交

通基盤社会資本ス トック,生 活関連社会資本ス トック,文 教施設社会資本ス トッ

クの形成に関する需要で説明した。県では

(難 劃 一5629+・ ・987(i羅 曇+欝1+欝)

市町村 では

(裏欝 一749+・2847(慕::灘+離 離

市町村財政負＼
+養君饗 設ノ

ここでともに災害復旧事業,失 業対策事業は先に述べた理由で除外 してある。

交通基盤社会資本ス トックは道路(街 路を含む)を その内容 とするものである。

その投資需要は

(羅)一 ・5・98・・一・・434(翼 翼 業)+・ ・32・轡)
〈

rzO,9928,S=6.8642

耀 萎)==一一・88288+・ ・28・(難 蒙)+-2隣 人∂
∧

r==0.9825,S=8.7955

と もに前 期 の整 備 水準 と,県 に むい て は産業 基 盤 と して の機 能 を,市 町 村 に おい

て は市 町村 道 の生 活の基 盤 と しての 機傾 を考 慮 して,前 者 は県 内 の 生産 能 力 を 示

す指 標 と して 民間 資 本 ス トック を後 者 は 総人 口 に よ って説 明 した。 県 財 政 負担分

の 投 資配 分 率 は

(繋 脚 一(諜 盤)/(雑 纂)
で決定され実現する投資額は

(実現する県財政負担分交通基盤投資)(霧 墾㌶2)・(:竃 肇曇り

一98一

、

◎

、



'

b

■

'

芦

で決定される。市町村についても同様である。一方国の投資は

(国交通基盤投資支出)==94・ ・29-2(蓼 蓼欝)♂

+・・…5(;響)

。 一 。.9572,9。38.5894

で国道の産業基盤としての機能を考慮 し毎 それぞれの投資負担は図2,3.13に

示す とおりで国の果す役割が大きい。

県内における交通基盤投資は県財政負担分,市 町村負担分,国 負担分の三者を

合せたものであり,前 期の社会資本ス トックにこれが加わって新たな社会資本ス

トックが形成される。

生活関連社会資本ス トックは一般事業 として住宅,環 境衛生,厚 生福祉,病 院

と,公 営事 業 に瀞 け る上 下 水道 か らな る もの と した一 般事業 に関 す る もの につい

て は市 町 村 の 占め る役 割が 大 きい ことか ら(図2.3.14),ま ずそ の需 要 が決 定

さ れ,そ れ に伴 った形 で県 の需要 が決 定 され る とした。 す な わ ち

1・g(灘 竺'-7595-8931・9(蓼 饗)

+・-9・(:《
。)

ム
r=0.9857,S=0.0537

竃 雛 う一263+α ・・85(欝欝 鞠ム
r==0.9717,S==4.8892

前 期 生 活基 盤 社 会 資本 ス トックの整 備 水 準 と人 口の規 模 に よ り説 明 した。県,市

町 村 そ れ ぞ れ の投 資 配 分率 及 び実現 す る投 資額 の決 定 は交 通基 盤 の場 合 と同 様 で

あ る。 国 の 投資 は 住 宅 投資 がそ の大部 分 で しか も投 資額 と して大 きい が,こ れ を

人 口で説 明 す る こ と と した。

(国 生 活関連 一般事 業 投 資 支 出)一 一669…36+・'2696(醐 総 人 ・)

r==0.8039

一99一



説明力は羽 く,こ れは景気変動に対する財政政策の手段 となること,ま た住宅に

対する需要が所得水準の向上に伴い質的に高度化 しているなどに よるものと思わ

れ,そ うした面を考慮 して改良する必要がある.公 営事業にかかわる投資につい

ては公共事業セクターの情報を用い,県 内の生活関連投資支出は一般事業投資に

公営事業による投資を加える。

文教施設では学校教育施設,社 会教育施設が主なものであるその投資需要は生)

活関連 投 資 と同様市 町 村 の役 割 を重 視 して説 明 した(図2.3.15)e

l・(曇羅 欝 一一・9・・7632-・ ・27331・(覧 響)

+・-321・(:《
。)

ム
r=0.9957,S=0.0639

欝 欝 一9748+一(灘 嚢)ム
r=0.9228,S=3.984

学 校教 育 を説 明 指標 と して,前 期 の整 備 水準 と学 令人 口を と った が,学 令 人 口の

弾 力性 が 極 めて大 きい。 推 定式 そ の もの も問題 で あ るが,現 在校 舎 の 鉄筋 化,プ

ー ル
,体 育 館 とい っ た整 備 水準 の 質的 向上 が うか が われ る。県 の負 担 分 につ い て

は高 等学 校 の建 設等 市町 村 に おけ る もの とはサ ー ビスの対 象 が 異 な るが,そ の水

準 が義 務 教 育 での サ ー ビス とバ ラ ンス を とる こ とを考 慮 した。 しか しや は り対 象

を明 示的 に組 み込 ん で説 明 す る必要 が あろ う。 国 の投 資 は県 内 の財 政負 担 を 補 う

働 き を して い る こ とを考 慮 した。

1・g(騨)一 一93+・ ・52981・9(騨 鵠

r==0.9116

配分 率の決 定,実 現 す る投 資 の 決 定 は やは り先 の もの と同様 で あ る。 こ う して形

成 され る 資本 ス トックの推 移 を図2.3.16で 示 す。 生活 関 連 社会 資本 ス トックが

急 激 に伸 び てい るの は,公 営 企 業 の投 資の伸 び に よる もの で ある。

一100一
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以 上 資本 形 成 の 課 程 を マク ロ的 に と らえ たが,需 要 の把握 に関 しては そ れ ぞれ

公共 サ ー ビス の機 能,お よびそ の対 象が異 な り,こ れ を集計 す る時 の問題 が あ る

と思 われ る。 また採 用 してい な い が地域 的 な バ ランス とい うこ とも大 き 左要 因 で

あろ う。 マ ク ロモデ ル で は地 域 内 の 格差是 正 を取扱 うこ とは で きな い が埼 玉 県 と

い うもの を南 関東 の1都3県 の う ちに位 置づ け るな らば,そ の投 資 行動 に は1都

3県 での相対 的 整 備水 準 の格 差 を考 慮 してい る と考 え る こと もで き よ う。 い ま生

活 関連 投 資 に例 を とって 投資 を促 す 乗数 を考 え るな らば,

(生活関連投資を促す乗数)イ:び二鷹 割 §震箋誕 当

ここで格差解消乗数を相対的整備水準で説明すれば,

(生活関連格差解消乗数)一(覧 響 鐸 馨葉/量戴 《鑛 婆)

あるいはこれを基準時との比較においてとらえることができる。 なお達成率乗数

は前期の需要が実現 した度合,ま た汚染乗数は環境の悪化による福祉水準の低下

'に対 し
,直 接的に汚染防止の手だてが構 じられるのみならず公園の建設等 により

代替的に福祉水準を維持 しようとする行動をとらえるものと考えることができる。

こうしたサービスの実施後の評価あるいは代替需要の発生といらた要因をいかに

組み込むかも今後の課題であろう。'

'

■

2.4公 共 サ ー ビ ス ・ セ ク タ ー

2.4.1公 共 サ ー ビ ス ・セ ク ター の基 本的 な 考え 方

生産 活動 及 び生 活 とか ら発 生す る さ ま ざまな排 出物 を処理 した り,ま た 活 動 に必

要 な資 源 を供 給 す るた め,自 治 体は 幾 つ かの 処 理 ・供 給施 設 を整備 して い る。 これ

らの 施設 を そ の財 政的 な側 面 か ら分 類 す る と,文 教 ・厚生 施 設 な どは,各 自治体 の

一 般 会 計 か らそ の投 資 が行 なわ れて お り,上 水道 ・公共 下水道 な どの供 給 ・処理 施

設 や,宅 地 造 成 事業 な どは,ほ とん どの 自治体 に おい て公 営企 業 化 され 別 会 計 で予

算 が組 まれ てい る。一 般 会 計 にその 財 源 を依 存 して いる施設 等 に 関 して は財 政 セ ク

タ ーに おい て と り扱 われ て む り,公 共 サ ー ビス ・セ ク ター にお い ては公 営 企業 に よ

って運 営 され てい る施 設 や,廃 棄物 処理 施設 な どの 供給 処理 施設 をそ の構成 要 素 と

一103一



して い る。

自治体 力桁 って いる公 営 企業 と して は,水 道 ・ガス ・病 院 ・宅 地 造 成 ・公 共下 水

道 ・観 光 ・交 通 ・駐 車場 な どが あげ られ る。 これ ら公 営事業 の う ち公 営企 業 を予 算

規模 や事業 所 数 な ど で見 直 す と,埼 玉県 の場合 水 道 ・公共 下 水道 ・宅 地 造成 の3事

業 だけ で全 予算 の80～90%を 占めて い る。

●

●

モ　

と畜 場330.349(0.41%)

エ　

㌶ ㌫:1纂:::惣⊃

図2.4.1

,57{}462ヲ ド

(29.26%)適
ぱω当

≧＼/
手円

482,431
ガ ス166,381(0.21%)
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図2.4.2建 設 投 資額 の状 況(市 町村 公 営企 業

決 算 報 告書S48)

そのため,公 共サニ ビス ・セクターには水道事業 ・公共下水道事業の2つ を考慮

し,モ デルに組み込んでいる。宅地造成事業 も当然考慮 しなければならなかったが,

宅地造成事業の場合,造 成地の利用状況が適確につかめなかった点,例 えば工業用

地,住 宅用地,公 共用地への転用を示すデータが十分に検証できなかった。また当

初埼玉県の地価形成 との対応で宅地造成事業を考えていたが,最 終的に地価の内生

化を見送った点などから考えて今回無視せざるをえなかった。

公営企業体は,半 官半民的な性格で運営されて治り,予 算編成も独立採算制を採

用し,各 事業体が独自の判断で組んでいる。 また予算は大きく2つ に分かれてk・り,

経費的収支と資本的収支の複式会計で行なわれ,そ れぞれが原則的に独立 した決算

内容をもっている。経費的収支は受益者の支払金が主要収入源となっており,支 出

項目としては施設の維持 ・補修費や職員の給与等必要経費が対応 している。資本的

収支は,財 源のほとん どを企業債に依存 しており,残 り'を政府補助金や他会計繰入

金などによって うめている。支出項目は,そ の90%を 建設投資にふbむ けてbり,

新規の供給 ・処理施設の能力増はすべてを資本的収支によンエ決定され'Lい ると考
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え られ よ う。 各公 営企 業 体 の経 営規模 及 び建 設 投 資額 の 推移 は図2.4.3,図2.4.4

の よ うにな って い る。

前 述 の よ うに会 計 は 複式 制の た め,お 互 い に独立 して決算 され て お り,特 に経 費

的 収 支 は施設 の維 持費 的 な 内容 を もってい るた め モ デル では取 り扱 っ ていな い。 故

に公共 事 業 セ ク ター に おい て は,水 道 事 業 ・公 共 下 水道 事 業 の建 設投 資額 の決 定 メ

カニズ ムの検 証 を主要 テ ー マ と して い る。

ト

Z4.2水 道事業のメカニズム

水道事業の場合どの自治体においても条例によって供給を希望する家庭に対 して

は十分に供給を行 う義務を負っているため,ほ ぼ十分に整備されていると考えられ

る。埼玉県の場合でも一日当り平均供給量で判断 しても,行 政区域内人口の70～

60%に 水道を供給 しており,一 日当b最 大供給量を年間通 じて供給しえるとすれ

ば,す でに行政区域内人口の100%に 供給できる状態になっている。そのため建

設投資額の決定は,次 年度における総人口数 と今年度の給水人口数 とのギャップを

考慮すれば,そ の大枠が決 まる。なお水道事業における給水人口数 ・配水能力 ・年

間総配水量等の時系列変化は図2.4,5を 参照されたい。

s

b
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〔水道建設投資額の定義 〕

水道供給能力は増加供給能力の累積値 として定義されている。但 し償却能力は

無視 している。定義された現在の供給能力 と当該年度における1人 当 り平均使用

量とから給水人口数が定義 できる。いま前期の給水人口数を定義 しておけば,両

者の差から増加給水人口数が導ける。 この給水人口数をもたらしたのが新規の供

給能力を決定 した実現建設投資額によるものであるから,前 期実現建設投資額の

給水人口に対する効果が測定できる。増加給水人口数 と前期実現建設投資額 とか

ら求められた1人 当り平均投資額を水道事業vak・ける建設原価と定義する。

b

建設原価

(千円/入)

50

メ ン'

.メ 戸 〆
!

メ〉〆
/

44

〆ρ/1

/

!〆
/

/

46

〆
/

/

/

ア
/

/
!

/

48(年)

4

が

図2.4.6建 設 原 価 の 推 移

建設原価は次年度においても変わらないとい う前提条件をもうけこの値と,来 期

行政区域内人口数 と,当 期給水人口数 との差を掛けあわせた値を来期必要建設投

資額 とする。定義された来期必要建設投資額 と,来 期実現建設投資額 との回帰を

とったのが次の式であるが,両 者の傾向には斉合性があり,以 上の ようにして定

義 した来期必要建設投資額は来期実現建設投資額を十分に説明することができる。

、
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4

4

も

ば

'

■

lo9(企 業 債 発 行 額)=-O.3085十 〇・9128×log('ZN要 建 設 投 資 額)

lo9(実 現 建 設 投 資 額)=-2・426十1・327×lo9(企 業 債 発 行 額)

表2.4.1実 現 ・必 要 投 資 額

必要建設投資額 企業債発行額 建 設 投 資 額

(百 万) (百 万) (百 万)

40 15,357.3

41 17,043.5 3,330.3 3,568.8

42 16,077.0 3,827.7 4β00.0

43 20,039.8 4,642.6 6,646.2

44 23,966.6 4,189.1 6,586.2

45 29,204.4 4,824.7 8,449.0

46

47

37,208.4

49,595.2

8・131':7赤

:で

9・40日

パ28228

15,786.1

48 63,753.3
1 |

2.4.]3公 共下水道事業のメカニズム

最初水道事業 における必要建設投資額の決定と同じ算出方法を採用 してみた。そ

の結果求め られた必要建設投資額 と∴実現建設投資額 との傾向は大きく異なり,実

現建設投資額を決定することができなかった。水道事業における必要建設投資額の

決定と同 じ算出方法で求めた値は表2.4.2に 示す。

表2:4.2'一 必 要建 設投 資 額 の推 移(修 正 前)

ー 建 設 原 価
ヨ
必要建設投資額1実 現建設投資額 下永道普及率

(手 円/人) (百万)誌. (百 万) (%)

40 187,698 540,432 1,673.6 10.46

41 143,517 435,916 2,052.0 10.31

42 139,632 445・510 2,193.5 10.24

43 109,268 365,784 2,668.4 ・10.31

44 129,813 456,842 4.652ユ 10.36

45 175,813 649,233 7,510.7 10.53

46 136,027 522,420 11,491.6 11.38

47 123,268 487,i80 17,334.8 13.04
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この ような結果が導かれた原因の1つ に,水 道事業の場合は給水対象が行政区域内

人口の全てであり(そ の数は埼玉県総人口の99%に も達 している),公 共下水道

の処理対象 と定義しにくい点があげ られる。公共下水道の場合は,水 道事業のよう

に給水を希望する家庭に対 して100%の 給水を行 うような義務を負わされてはい

ないし,ま た公共下水道網が整備されている地域は通常都市部にかたよっており,

その意味からも処理対象人口を市街化区域に絞る必要があるだろう。

表2.4。3必 要 建 設 投 資額 の推 移(修 正後)

,

建 設 原 価

(千 円/人)

必鍵 設投資副 実現建設投資額|

(百 万)i(百 万)

下 水道 普及率

(%)

|

40

41

42
.

43

44

45

46

47

176,745

108,744

106,694

89,423

84,004

78,639

79,427

76,966

281,118

182,462

188,447

164,553

160,911

|

154953i

159,307

151,592

1,673.6

2,052.0

2,193.5

2,668.4

4,652.1

7,510.7

11,491.6

17,334.8

17.43

17.34

17.33

17.80

18.72

20.59

23.11

28.18
i

また建設事業には,公 共下水道の処理施設の建設に加え,下 水道網の整備 も含ま

れて誇り,投 資はむ しろ後者により多 く行なわれていると考えられる。そのためま

ず埼玉県eCtsけ る市街化区域居住者数を総人口数の60%と 仮定し公共下水道の処

理対象人口としてみた。処理対象人口を修正 して求めた必要建設投資額は表2.4.3

の通 りである。 しかしながら修正後の必要 ・実現建設投資額の傾向は図2、4.7に 示

す ようにまるで逆転 しており,ま だ十分とは考え られない。そのため建設事業の内

容整理が必要になったが,今 回は十分な資料の収集 と検証が行えず,最 終的には,

下水道建設投資額を外生変数扱い として,公 共下水道建設投資額決定メカニズム検

証作業を打ち切 った。なお公共下水道網の整備状況は公害,特 に水質汚濁に強い影

響を与えるため,水 質汚濁の状態を説明する教量として総排出負荷量を定義 してい

る。
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2.4.4廃 棄物 処 理 能力 の 決定 メカ ニズ ム

公共 サービスセクターの性 格 と して,基 本 的 に供 給 ・処理施 設 で構 成 を行 って い るた

め,予 算 の背景 が 他 の施 設 とは異 な る廃 棄物 処理 事業 も公共サー ビスセクターに組み入

,れた。予 算 の 背景 として,水 道 ・公 共 下 水道 事業 は そ の ほ とん どが 公 営企 業化 され

て お り,独 立 採 算制 を採 用 して い る。 しか しなが ら廃 棄物 処 理施 設 の整 備事 業 は ま

だ公 営 企業 制 を と らず,各 自治体 に おい て一 般 事業 の 枠内 に位 置 づ け られ てい る。

そ の ため 財源 は各 自治体 の一 般 会計 に依存 し,建 設投 資額 も一般 会計 の生 活基 盤 投

資 額(環 境 ・衛 生 費)が 割 りあて られ て い る。

廃 棄物 には,各 家庭 か ら排 出さ れ る もの と,生 産 活動 か ら排 出さ れ る もの との2

つ が想 定 で きる。 生産 活 動 の 結果 排 出 され る産 業 廃棄 物 に関 しては,そ の 処理 を 各

事 業 所 の責任 にお いて 行 うことが明 記 され,原 則 にな っ て いる。 現実 には この原 則

が 必ず しも厳 守 さ れ てい る とは 限 らない。 例 え ば 昭和45年 通 産 省 が行 った実態 調

査 にお いて も「大企 業 は,産 業廃 棄 物 を適正 に処理 してい る し,ま た結構 資 源化 し

てい るが,反 面中 小企 業 になれ ば な る程,産 業 廃 棄物 の 処理 に は苦 労 して い る。 」

との報告 がな され て い る。 埼玉 県 の場合 に も昭 和46G2月 の 調査 に おいて は 昭和

45年 の総 排 出量 が 月 当 り1,040,288tと 推計 され て まs・り,昭 和47年10月 の

追 跡調 査 に おい て も月 当 り558,512tと な って い た。 両者 の値 に大 きな 隔 りが

あ るが,産 業 廃 棄物 に関 しては 昭和46年 に政 令 が 施行 され,そ れ 以後 法 に 規定 さ

れ た廃 棄物(法 に規 定 され た もの6種 類,政 令 で規 定す る もの12種 類)で 調査 を

行 い,事 務 系一 般廃 棄 物等 の 扱い が異 な るた め で あ る。

処理 ・処 分実 態 図 に おい て明 らか に な った よ うに,産 業 廃棄 物 の市 町村 に おけ る

焼 却 場 での処理 が最 終 処理 量 の5.2%に な って い る。そ の ため,モ デ ル にお いて は

便 宜上,処 理 され る廃 棄物 は,家 庭 か らの廃 棄物 に限 り,近 い将 来産 業廃 棄物 の ほ

とん どが各事 業 所 内 で処 理 され る もの と仮 定 した。 この 仮 定 を も うけ たた め,建 設

投資 額 の決 定 メ カニズ ム は水道 事業 に 拾 け るそれ と同 様 な メカ ニズ ム を採 用 して い

る。

〔建設 投 資額 の 定義 〕

需 給 ギ ャ ップ'から定義 され る 必要建 設投 資額 を次 の よ うに定 め てい る。

必 要 建設 投 資額=(建 設 原価)×(排 出 ・処理 ギ ャ ップ人 口数)

一114一

,

●

ψ

'

、

」



4

排 出 ・処理 ギ ャ ップ人 口数 は,(行 政 区域 内 人 口数 一処 理人 口数)に よって定 義

され た値 で,行 政 区域 内 人 口数,処 理 人 口数 の推 移 は 図2.4.8に,ま た ギ ャ ップ人

口教 の推移 は 図2.4.9の よ うに な って いる。

この場 合,建 設 原 価 は次年 度 に お い て も一 定 で あ る とい う前 提条 件 は水 道 事業 の

場 合 と同 じで あ る。 また処 理 人 口数 の算 出には 廃棄 物 処理 能 力 と1人 当 り平 均排 出

量(g./人/日)と で定義 さ れ てい る。

な 澄,建 設原 価 に関 しては,そ の傾 向 を図2.4.10に 現 わ してい る。

ρ

,
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必要 建設 投 資 額 か ら実 現建 設 投資 額及 び,実 現建 設 投 資 額 か ら廃 棄 物 処理 能 力増

を推 定 した。 推 定 式は 次の 通 りで あ り,そ れ ぞ れの 値 は表2.4.6の 値 を採 用 しち'

log(実 現 建 設投 資 額)=-14.7373十2.3658×log(必 要 建設 投 資 額)

〔3.7474〕 〔0.3914〕

r=0.9379

10g(処 理 能 力 増)=-O.7269十 〇.6977×log(実 現 建 設 投資 額)

〔0.2422〕 〔0.0306〕

r=0.9952

表2・4・6建 設投 資額(廃 棄 物)

'一

必要建設投資額 実現建設投資副 処 理 能 力 増

(百 万) (百 万) (千ton/年)

40 10,330 1,412 78.47

41 i1,960 ・1
,700 87.60

42 13,820 2,150 102.20

43 15,340 2,700 113.1

44' 16,560 3,400 136.9

45 17,160 4,300 166.1

1
46 16,860 5,400 202.6

〉

♪

2.5公 害 セ ク タ ー

2.5.1公 書セクターの基本的な考え方

現在公害 と呼ばれるものとして通常次のような現象があげ られている。

1)大 気汚染

大気汚染の原因 として,生 産活動の結果大気中に拡散されるイオウ酸化物(SO2)

や,煤 煙等の浮遊粒子状物質などがまず挙げられる。 これらの汚染物質に加え,

自動車か ら排出される一酸化炭素(CO)や,窒 素酸化物なども最近では大気汚

染に強い影響を与えている。特に窒素酸化物(NOx)は,光 化学スモッグの原因

として強い関心がもたれている。

一118－
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の よ うに定 義 した。

,オ ・酸㈱ 艦 一重油撒 ・イオ・含有率・(イ オウ酸化物分子量イオウ分子量)

イオウ酸化物の大気濃度(単 位㎎/100㎡/日)は 年々減少傾向を示 してk・り,

上記のように定義 したイオウ酸化物総発生量は逆に増加傾向を示 していた。このよ

う纐 向の違いが鈍 るのは,最 近の公害に対する厳し唯 視と規制の結果洛 企

業 とも公害防除設備が整い,そ の効果が序々に表われてきたからと考えることがで

'きよう
。実際幾つかの統計資料をながめてみても昭和42年 以降公害防除に対する

認識が各企業に深まっているようで,大 気汚染防除に限らず,さ まざまな公害防除

用設備生産額が近年急速に伸びている。次の表2.5.1も 機械振興協会がまとめたデ

_タ である嚇 除投資の状況の一端が う力競 よう.し かしながら機搬 興協会の

資料も公害防除設備生産額であって,た とえば埼玉県にそのうちのどれだけが設置

されたかをうかがい知ることができない。そのため,公 害防除投資額の算出を次の

様に定義 し,そ の値を採用した。

まず公害防除投資は昭和42年 度か ら始 まったものと仮定する。防除設備の効果1

は翌43鞭 から表われるとするなら雌 にあげたイオウ酸化物大気麟 と材 ウ
't

酸化物総発生量の傾向の違ぽ うまく説明できる.昭 和2糎 助 ける単位イオ

ウ酸化物鞘 りのイオウ酸化物大気離 を定義す・と・5・198×'〇 一つ なる・

この値を もとにして43年 以降の残余イオウ酸化物量を求め,総 発生量 と残余量 と

の差から除却量が定義されてぐる。次に除去費用であるが,イ オウ酸化物の場合平

均10(g/円)と 定義すれば,除 却量 と除去費用とから防除投資ス トラクが求 ま

る。防除投資メ ト・クの算出手順をまとめると次のようになる。

1.イ オウ酸化物総発生量の定義

2.基 準年度(昭 和42年)に おける単位

イオウ酸化物量当 り大気濃度を定義

3.残 余イオウ酸化物の算出

4.除 却イオウ酸化物の算出

(イ オウ酸化物総発生量一残余イオウ酸化物量)
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表2.5.1公 害 防 止 装 置 生 産 実 績 の 推 移

,、
、

＼ 生 産,実績、

41年 度 421年 度 43年 度 44年 度

生産実績 生産実績 生産 実績 生産実績

機 種 (75-59) 〈7ト59γ (7ト59) (100-98)

A
1.集 じ ん 装 置 6,107 7,913 10,974 25,007

2.重 油 脱 硫 装 置 85 ]1,348 18β11 23,860

大
気 &排 煙 脱 硫 装 置 267 800 2,021 1,258

汚
染

4.排 ガ ス 処 理 装 置 468 1,346 1,093 8,851

防
止

5.高 層 煙 突 1,521 4,037 4,728 11,198

装 6.関 連 ・ 機 ・器 ・ 710 1,238 1,584 3,385
置

小 計 9,158 3⑤682 39,211 73,559

1.産 業廃水 処理装置 1,720 3,854 5,642 10,074

B 2.廃 油 処 理 装 置 158
層2

03 795 5,054

水 3.下 水汚水処理装置 7,335 7,135 7,698 13β21

質
汚

4.し 尿 処 理 装 置 4,896 3,456 '・3
,039

'8
,596

濁
防

5汚 泥 処 理 装 置 173'・ 一629 ,491 2719

正
装

6.海 洋汚染防止装置

置 7.関 連 機 器 5,183 6,749 8,496 14,542
～,一 一 一 、も、 一一^一.一 一}・ ⇒一.一

小 計 19,465 22ρ26 26,161 54,806
一

C 1.都 市 ごみ処 理装 置 5,407 6,141 11,287 12β75

ご 2.廃 棄 物 焼 却 装 置 0 0 0 0

み
処 3,廃 棄 物 処 理 装 置 「 、.,

理'

装
4.関 連 機 器 24 90、

'

175・ ・ 1,516

置 小 計 5,431 6,231 11.462・ 14,391

D 1.騒 音 防 止 装 置

騒防 2.振 動 防 止 装 置
音止
振装 3.関 連 機 器

動置 小 計

合 計 34,054 54.9399 76,834 142,756

(注)・・ 生産顯 欄の( ・)内鞠 は・め・蹴 対象繰 で助 つぎが酪 会社

数 であ る。

2.廃 油 処理 装 置 は,昭 和46年 度 までは池 水 分 離装 置 と して調 査 を した。

二'12io'L

し

`

二

、



ぐ

4

●

2)水 質汚濁

東京においては荒川や,墨 田川の水質汚濁がその典型例としてあげられる。産

業か らの多量の排水,都 市における下水道施設の未整備のため家庭排水のほとん

どが浄化されずに最寄の河川に流 し込 まれる現象は水質汚濁の悪化をはなはだし

くしている。埼玉においても新河岸川の汚濁状況は年々強まっている傾向にある。

3)騒 音

自動車騒音,建 設工事による騒音などに加え,住 宅密集地に設置さ九てピる空

港 や新幹線のために発生する航空機騒音,新 幹線鉄道騒音なども最近 では指摘

す ることができる。

4)地 盤沈下

墨田 ・江東地区において顕著にみ られる地盤沈下の現象は,大 量の地下水を生

活用及び工業用水として汲みあげることが原因になっている。埼玉においても,

川口,浦 和,草 加付近にその著 しい現象が表われている。

5)そ の 他

その他として悪臭 ・土壌汚染 ・廃棄物などが公害の要因としてあげられる。

公害セクターは人口・産業活動など成長傾向を押えるマイナス要因 として位置づ

.けられている。そのため公害セクターを構成する各変数から導かれる値は,成 長を

傳えることを主要任務 としている関係上,ま たデータがまだ扮 に整備されていな

い点からも考慮 して現実の汚染状況を表現す るものとしてではなく,抽 象的な相対

値として定義 している。なお,前 述のように公害を構成する要因は数多く存在す る

が,解 析の結果大気汚染だけで汚染状況を定義 した。当初は大気汚染 と水質汚濁の

.2点 を考慮 していたが,水 執汚濁に関 しては数値的な斉合性に欠けるところがあり

今回は無視 している。大気汚染及び水質汚濁の定義に関 しては2.5.2,2.5.3VCts

いて詳細を記述する。

σ

Z5.2大 気汚染の定義

大気汚染を表わす もの としてイオウ酸化物(SO2)を 選択した。当初大気汚染の

・ 説明変数 としてイオウ酸化物(SO2),一 酸化炭素(CO)ま た埼手県庁側から強

い依 頼 の あっ た窒 素酸化 物(NOx)の3つ を考 慮 してい た。 しか しなが ら一酸 化炭
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素 は,発 生 原因 となる 自動 車保 有 台 数,走 行 台 キ ロ等 の デー タは収 集 で きた が・一

酸 化炭 素 そ の もの の大 気濃 度 が 昭和45,46年 の2年 度 分 しか集 め られ なか っ た。

また窒 素 酸化 物(NOx)に 関 して も,光 化 学 ス モ ッグの 危 険性 が紙 上 を に ぎわ しft

の が つ い最近 の ことで あ り,そ れ か ら具 体 的 な 測定 を行 ってい るた め,実 際に濃 度

測 定 を行 ったの が昭和46Gか らで あ り,デ ー タ として整備 され て い るのが,昭 和

46,47年 の2年 度 分 しか な か った。 そ の た め一酸 化 炭 素(CO)・ 窒 素酸 化物

(NOx)に 関 して は十分 な検 証 を加 え る こ とが で きず,大 気 汚染 の説 明要 因 か ら今

回 ははず した。

イオ ウ酸化 物 に 関 して は昭和42年 か ら47Gま で6期 分 時 系列 デー タ と して集

め て あ る。 イオ ウ酸化 物 の大気 濃 度 状 況 は表 を 参 照 され たい 。 イオ ウ酸 化 物 の測 定

方 法 はPbO,法vaよ り,そ の単位 は(・9/100㎡/日)で あ る・ イオ ウ酸化物 の

主要発生源は生産活動に求められる。生産活動の場 において現在大量の重油が活動

のエネルギー源として消費されている。重油にはイオウ分が含まれて語り,消 費の

結果大量のイオウ酸化物が発生 し,こ れが大気汚染(SO2)の 主要原因になってい

ると考え られよう。そのため,ま ず重油消費量を次の ように定義 した。

log(重 油消費量)=-1.8825十 〇.9118×log(製 造品出荷額等)

生産活動を製造品出荷額等で表わしているこの値は産業セクターから算出される

もので実質値 として定義されている。重油消費量は石油連盟発行の埼玉県重油販売

実績を採用 した。そのため実際の重油消費量 との間に多少の誤差が含まれることは

やむをえない。販売量を消費量と同 じであると仮定したため,1つ には企業におけ

る重油備蓄量は零に等 しいという前提条件が発生 している。また重油販売量の性格

として当然埼玉県において販売された量 しか計上 されておらず,企 業の組織上東京

に本社を設けておいて,工 場等が地方に分散 されている場合,主 要製品 ・原料など

の購入が本社を窓口にして行 われ,実 際の消費が各地方の工場でなされるようなケ

ースを反映させることができない。重油販売量は東京都に計上され,実 際に消費さ

れた地方に計上されないとい う現象がおこってしまうが,こ の ようなケースも今 回

無視 している。

次に重油に占めるイオウ含有率はA・B・C重 油平均で1.22%。 またイオウ及

びイオウ酸化物の分子量がそれぞれ32、1,48.1よ リイオウ酸化物総発生量を次
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(単 位:100万 円)

45年 度 46年 度 47年 度 A計 47年 度生産実績
口

生産実績 生産実績 生産 実績 41年 度生産実績

(187-155) (216-191) (217-193)
生 産 額 構成 比聞

(倍 率)

39,814 49,725 64,271 203,8i1 17.3 10.5

9,892 16,010 24,436 104,442 8.8 287.5

3,634 8,247 14,923 31,150 2.6 116.7

9,299 12,772 11,896 45,725 3.9 25.4

18,131 29,503 9,216 78,246 6.6 6.0

3,472 8,392 8,038 26,819 2.3 11.3

84,242 124,651 132,690 490,193 41.5 14.5

29,726 55,842 70,893 177,751 15.1 41.2

1,868 2,000 3,796 13,874 1.2 24.0

21β77 37,556 51,645 147,067 12.5 7.0

11,492 13刀35 21,736 66,250 5.6 4.4

4,499 9,240 14,424 32ユ75 2.7 83.4

1,991 2,364 4,355 0.4 一

19ユ36 22,652 21,655 98,413 8.3 4.2

88,598 142,316 186,513 539,885 45.8 9.6

17,865 28,797 43ユ01 7.9

1 3,270 5,696

1,536 4,760
A

3,239 884 876 36.5

21,105 34,487 54,433 147,540 12.5 10.0

604 771 909 2,284

34 28 0 62
`

10 ε 101 117

648 805 1,010 2,463 0.2 一

194,593 302,259 374,646 1,180,081 100.0 11.0

3.ご み 処理 装置 は,昭 和45年 までは,Lご み焼 却 装 置,2.ご み急 速堆 肥化 装 置 と して,又,

46年 度 は,1.都 市 ごみ 処理 装 置 は 都市 ごみ 焼却 装 置 と して それ ぞれ調 達 を した 。

資 料:日 本 産業 機 械 工 業会 『公 害 防 止 装置 の生産 実 績一 昭和47年 』
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公 害防 除資 本 ス トック値 の 算 出 は表2.5.2を 参 照 さ れ たい。 なk・za玉 県 環境 白書

(73')に よれ ばPbO2法 での 測定 値 に対 す る イオ ウ酸化 物大 気 濃 度 の基 準 は 次 の

よ うに定 め られ てい る。

単 位('n2/100㎡/日)

0.3以 下

0.5前 後

0.5～1.0未 満

1.0～1.5未 満

1.5～

正 常

注意を要する

軽微な汚染

やや汚染

かなり汚染

ゆえに埼玉県における大気汚染(イ オウ酸化物)の 適正基準濃度は0,3以 下を採

用 している。

汚染指数=大 気濃度/基 準濃度「=0.3)

、

■

表2.5.2公 害防 除 資本 ス ト。ク の 算 出

SO2発 生量 SO2大 気

濃 度

残余SO2量 除去sq2量
↓

本stock

1

公害防除資 ㌶ ⇒

(1000ton) (吻/100㎡/
日)

(1000ton) (1000ton)
|

(億 円) (億円/年).

`

40年 12.74 (0.662) 12.74 0 0

41 14.56 (0757) 14.56 0 0

42 17.89 0.93 17.89 0 0 5.87

43 22.22 0.85 16.35 5.87 5.87 6.21
も'

44 27.08 0.55 10.58 12.08 12.08 5.88

45 31.81 . 0.72 13.85 1τ96 17.96 2.08

46 33.31 0.55 10.58 20.04 20.04 4.94

{

47 37.87 ・0
.6.7 12.89 24.98 124981

`ll

■

b

チ
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表2.5.3規 制 値 の 算 出

㎡

φ

公害防除資本 S・,瀧 亀 ・1・ ・,濃 司 … 規 噸 度

投 資

(億 円/年)
(㎎/・兜l

i

(㎎/100㎡
/日)

(沈9/100㎡

/日)

42年 5.87 α3。51α93
…

0,625

43 6.21 0.322'
}.

0.85 0,528

44 588 0.3056 0.55 0,244

45 2.08 0,108 0,72'・1 0,612

46 4.94 α256い55 0,294

|

■

4

庖

一125一
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表2.5.4hお う 酸 化 物(PbO2) 単位mg/100㎡/day

地

i

42 43 44 45 46

測 定 点 月 平 均 年 月 平 均 年 月 平 均 年 月 平 均 年 月 平 均 年

区 平 平 平 平 平
最 高 最低 均 最高 最低 均 最高 最低 均 最高 最低 均 最高 最低 均

1 川 口市 ・本 町 小 学 校 1.45 1.04 1.26 1.70 0.95 1.20 一 一 一 一 一 一 一 一 }

1南
川 口 市 ・ 市 役 所 1.59 0.99 1.26 1.64 0.83 1.19 1.17 0.37 0.78 1.25 0.60 0.87 0.93 0.22 0.54

部 鳩 ケ 谷 布 ・市 役 所
一 一 一 一 一 一 0.99 0.30 0.62 1.39 0.35 0.72 1.34 0.22 0.61

地 川 口 市 ・ 保 健 所 1.51 0.52 0.95 1.29 052 0.89 1.23 0.31 0.70 1.34 0.44 0β5 0.91 0.20 0.58

区 草 加 市 ・ 市 役 所 一 一 一 一 _L 一 一 一 一 1.58 0.17 1.00 1.32 0.21 0.77

蕨 市 ・ 市 役 所 } 一 一 一 一 一 一 一 一 1.21 0.34 0.68 0.93 0.23 0.56

更地 春 日部 市 ・女 子 高 0.72 0.29 0.43 0.59 0.22 0.33 0.48 0.08 0.29 一 一 一 『 一一 噺一

部区 越 谷 市 ・福 祉 会 館
一 一 一 一 一 一 一 一 一 1.36 0.40 0.78 0.83 0.22 0.49

中 浦 和 市 ・ 県 庁 1.42 0.61 1.01 1.64 0.59 0.84 0.70 0.44 0.63 1.02 0.30 0.68 0.70 0.10 0.44

央
地

大 宮市 ・旧衛生研究 所 1.43 0.78 1.07 1.41 0.49 1.05 0.83 0.27 0.50 0.94 0.36 0.64 0.98 0.32 0.55

区 上 尾 市 ・ 市 役 所 一 一 一 一 一 一 一 一 一 1.47 031 0.75 1.58 0.37 0.71

西 所 沢 市 ・ 保 健 所 0.72 0.33 0.52 α59 0.26 0.42 0.58 0.08 0.31 0.73 α21 0.46 0.71 0.11 0.33

和 光 市 ・ 市 役 所 一 一 一 一 一 一 一 一 一 1.28 039 0.77 1.50 0.22 0.69

区 川 越 市 ・地 方 庁 舎 一 一 一 一 一 一 一 一 一 0.81 0.08 0.47 0.71 0.20 0.39

◆
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SO2㎎

100%

1,0

0.5

いお う酸化 物年 間平均 の濃度推移(PbO2法)

＼
＼ ＼

＼ 〆'一'へ ＼

＼ ＼＼ 南部地区(川 口保健所)

＼ ＼綱(45年4月 ～47G3月＼ 越谷市福祉会館)

中央地区(県 庁)

一・・一～東部地区(42年4月 西部地区(所 沢保健所)

～45年3月 春日部女

子高)

46 47年 度

■

■

2.6各 セ ク タ ー の 詳 細 プ ロ.一 図

参 考 の た め,各 サ ブ セ ク タ ー一の 詳 細 の シ ス テ ム フ ロー ダ イ ア グ ラ ム を す ぺ て 図2.6.1

～ 図2.6.4に 図 示 して あ る。

図2.6.1人 目 セ ク タ ー フ ロ ー ダ イ ア グ ラ ム(詳 細 図)

図2.6.2産 業 〃 、 〃(〃).

図2.6.3財 政 〃"(")

　 鰺;1ニ クつ
・・一・・'dアグ・ム(〃)

い

'
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3章 シ ミLレ ー シ ョン 結 果 とそ の 考 察

●

4

モ デル は昭 和40年 か ら47年 ま でを観測 期 間 とみ な し,各 変数 の構 造 式 を定義 して

い る。 観測 期 間 に お け る シミ ュ レーシ ョン結 果 は,観 測値 と比較 して最大 で も10%程

度 の誤差 範 囲内 に収 ま って いる。幾 つ か の変 数 に対 す る観 測 値 とシ ミ ュレー シ ョン結 果

は表3.1を 参 照 さ れ た い。 ほ ぼ満 足 で きる結 果 が 得 られ た の で この モ デル を用 い て幾

つ かの シミ ュ レ ー シ ・ン実 験 を行 った。 シ ミュ レー シ ・ン 実 験 では 何 の変更 も行 わず に

得 られ た 値 を ノー々 ル ・ケ ース に 設定 して お り,'そ れ ぞ れ変 更 に よっ て得 られた値 の比

較i基準 に してい る。

3,1ケ ー ス の 設 定

■

s

1)公 害規 制 値の 変更

自治体 が 行 っ てい る各 種 誘導 ・規 制 と して,用 途規 制 容積(建 築)規 制 交 通

規 制,地 下 水 くみ あげ 規制,産 業排 水 ・廃棄 物 規制,公 害規 制等 が あげ られ る。 こ

れ ら各 種 の規 制 の うち公 害規 制(大 気 汚染 関 係)に 関 して幾 つ か の ケ ーヌ を設 定 し,

シ ミ.v－ シ ・ン を行 ってみ た 。公 害新 制に関 して は,2,5公 害 セ ク タ ーに おい て

定 義 式 か らそ の 値 を導 き だ してい る.ま た モデ ルでは 規 制濃 度 を外 生 扱 い と して設

定 され てい る ため、 具 体 的 には 規 制値 の テ ー ブル を変 え る ζ とに よ って シ ミ ュレー

シ ・ン を行 っ てい る。

表3.1観 測値 とノ ーマ ル ケ ース の計 算 結果

■

40

41

42

43

44

45

46

民 間 資本

ス ト プク

実 測 値

(億円)

3,609.4

4,438.5

5,630.6

6.612.3

8,013.9

9,669.8

11,618.6

1総 人 口数 製 造 品

計 算値 実 測 値 同 計 算値
出 荷額 等

実 測 値
同 計 算値

(千人) (億円)

3,609.4 3,014.9 3,015.0 ]0595.5 9,872.6

4,460.8
,

3,157.0 3,171.5 12,427.3 2,096.7

5.4783 3.311£ 3,336.3 15.2629 14.7323

6,693.1 3.4960 3.5095 18,960.1 17β53.3

8.1387 3.6440 3.692・0 23.1137 21.5374

9β53β 3,866.5 3,882.2 27.146ユ 25.8735

1β8L2 4ρ62ユ 4.0762 28,144.1 30,961.1
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2)交 通,,生 活 関連 社会 資 本投 資 配 分率 の 変更

2.3財 政 セ ク タ」 で,主 要 な投 資対 象 と して,交 通 基盤 社 会 資本 ヌ トック・ 生活

基盤社 会資本 ス ト。ク,文 書施 設 が設 定 され てい る。 交 通 ・蠕 基盤 社 会 資本 整 債

の 投 資 に は,多 少 の 代 替 性(ト レー ドオ フ)が 認 め られ るため,両 者へ の投

資 比率 を変 え て幾 つ か の シ ミ=・tz-一シnン を行 った。例 え ば5%の 交通 基 盤整 備の

投 資 を生 活基 盤 整 備 の投 資 に振 り替え て,他 の変 数(製 造 業 出荷 籔 等,県 内粗 生産

額etc)へ の影 響 を測 定 した。文 教 施設 に 関 しては,義 務 教 育 制度 上必 要 に応 じて

投資 を行 い,施 設 を整 備 してい か な けれ ば な らな い ため,投 資 の 筍は県 内 学 金 人 口

数(6～14才)に 強 く依 存 し,投 資 額 の うち自'由裁量 に委 ね られ る範 囲が 極 めて

少 い。 そ のた め,文 霧施 設 整 備へ の投 資 額 は過去 の実 測値 をそ の ま ま使 用 した。

¶

▲

3.2シ ミ ュ レ 一一 ジ ョ ン 結 果

1)公 害規 制
●

表3.2大 気 汚 染 規 制 ノ ー マ ル 。 ケ ー ス
'

大汚染 規 制値 大'気 濃 度 県内 相 生 産 額 製造品出荷領導

(㎎/10α 硫) (m{ン10(嘘 殆) (億 円) (億 円)

40年 0,634 12,040.5 9,872.6

41 0,764 13.7536 12,096.7

42 0,606 0,913 】5.9635 ]4,732.3

43 、 0・50 ..7
0,781 18,626.2

・

17,853.3

44 0,474 0,7〕0
.

21.78L7 21,537.4

45 O,433 O,709 25,356.5 25,873.5
A

46 . 0.42 0,725 29,514.5 30:961.1

47

こ'

O.40 0,745
' 』34

,46』 びゴ8 36.9058

い

●
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表3.3大 気汚 染 規制 ケ ース1

'

大気汚染規制 大 気 濃 度 県内相生産額 製 造品出荷額等

(mξ/100〆 日) (mレ 】oo〆 日) (億 円) (億 円)

40年 0,634 〕2,040.5 9,872.6

41 0,764 13,753.6 12,096.7

42 0.5 0,914 15,963.4 14,732.2

43 O.45 0,675 18,626」 17,853」

44 0.40 0,653 21,781.5 21,536.9

45 O,375 0,635 25,355.9 25,872.5

46 0.35 0,649 29,513.4 30.959・5

47 O.34 0,662 34,399・1 36,903.4

(mξ/100ed/日)

10
O

ー

o 　

ロ ノ ね
『 ⇒

～ ・ .一 。__一_一 一。 一!

大気濃度
e

05

Q、 、

へ ・"

、 一へ
、-o

規制値

一_一___.L.__

404]424344454647(年)

図3.2大 気 汚 染 規 制 ケ ー ス1
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表3.4大 気 汚染 規 制 ケー ス2

大気汚染規制値 大 気 濃 度 県 内相生産額
1製造 品出荷額等

(畦/1。(w/日) (mξ/100㎡ 日) (億 円) (億円)

40年 0,634 12,040.5 9,872.6

41 0,764 13.7536 12,096.7

42 0.45 0,914 15,963.5 14,732.3

43 0.45 O,625 18,626.2 17,853.3

44 (」.30 0,653 21,781.7 21,537.4

45 0.30 O,535 25,356.4 25,873.3

＼

46 0.30 O,572 29514.2 30,960.7

47 0.30 0,612 34,400.5 36,905.4

(m9/iOOOf,/日)

1.0

O.5

O

、

、

、
、

＼

,一 －e＼

〆←'一 、eN
、

n_一 ← ・o・Q

＼c
＼'/

o!/

大気濃度

ンC

o-一 ー 一c-一 一 一c"P弓

規制値

L___

4041424344454647(年)

図3.3大 気 汚 染 規 制 ケ ー ス2
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2》 交通,生 活基盤社会資本投資配分率の変更

交通,生 活難.社 会資本投資には,国 ・県 ・市町村の3者 が独自に行っているが,

今回の変更は県の交通 生活基盤社会資本投資にのみ行 った。

⑱

■

表3.5

1交通難 投資紬 国 の 投 資 県 の 投

(億 円) (億 円) (億

40年 110.88 21.02 57・

41 174.29 71.08 59.

42 2.41.94 124.94 57.

43 322.39 182.08 61.

44 417.11 243.37 75

45 520.75 309.24 188.

46 678.19 381.88 137.

47 842.44 456.27 192.

国 。県 。市町村別交通基盤投資額

資

7565

8882

市 町 村 の 投 資

(億 円)

32.80

43.94

59.95

78、34

98.09

122.70

151.18

194.11

●

表a6国 ・県 ・市町村別生 活基盤 投資額

生活基盤投資総額 国 の 投 資 県 の 投 資 市町村 の 投 資

(億 円) (億 円) (億 円) (億 円)

40年 210.33 99.79 11.68 17.86

41 273.67 92.28 13.49 24.56

42 335.64 185.52 12.42 31.39

43 403.91 229.94 13.24 3965

44 493.26 276.64 16.75 49.81

45 596.37 325.84 20.78 63.79

46 77201 377.13 3423 81.76

47 936.95 429.44 47.82 102.45
o

(公 営企業投資を含む)
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表3.7交 通'。生 活 基 盤投 資 支 出(.県 内全 体)

4

■

交通基盤投資 生活基盤投資 県内粗生産額 製造品出荷額 大 気 濃 度

支出(実 質) 支出(実 質) 　

r億 円) (億 円){(億 円)
～

(億 円) (mシ100碗)
'

40年 110.88
}2]0

.33 112ρ40.5

…

9β72.6 0,634

41 17429 273.67 i・37536
1

12,096.7 0,764

42 241.94 33564!15β63.5
i

14.7323 O,913

43 3223g 403.91 18.6262 17.8533 0,781

44 417.11 493.26 21,78工7 21,537.4 0,710

45 520.75 596.37 25,356.5 25,873.5 0,709

46 678ユ9 772.01 295145 30β61.1 0,725

47 84244 936.95 34400.8 36.9058
'

0,745

句

表3.8交 通 基 盤 投 資5%Cutの 場合(但 し県投 資 の み)

(
交通基盤投資

'

生活 基 盤投 資 県内粗生産額 製造品出荷額 大 気 濃 度

支出(実 質) 支出(実 質)

(億 円) (億 円) (億 円) (億 円) (mシ10W旬

40年 10803 213.ユ9 12,040.5 9.8726 0,634

41 17206 276.24 13,753.6 12.0967 0,764

42 24095 337.89 15,963.5 147323 0,913

43 320.97 40617 18.6262 17,853.2 0,781

44 415.42 49596 21781.6 21537.1 O,710

45 518.86 59943 25,356.1 25.8730 0,709

46 66653 776巡)6 29,5ユ3.9 30.9603 0,725

47 837ユ4 943.95 34β99・9 36.9045 0,745

●

一143一



表3.9交 通 基 盤投 資10%Cut(但 し県 投 資の み)
}

交通基盤投資 生活基盤投資 県内相生産額

支出(実 質) 支出(実 質)

(億 円) (億 円) (億 円)

40年 105.18 216.04 12,040.5

41 169.82 278.84 13・753・6

42 239.33 340ユ7 15.9634

43 3】9.54 408.47 18β26.1

44 41369 498.72 21.7814

45 516.93 602.54 25355.8

46 662.84 781.99 295133

47 831.76 951.06 34,399.0

製造品出荷額

(億 円)

9、872.6

】2,096.7

14,732.2

17,853.0

21,536.8

25,872.4

30,959.4

36,903.2

mξ/10嘱/R

O.634

0.764

0.913

0.781

0.710

0.709

0.725

0.745

,

●

3.3そ の他 の ケー ス 設 定

最近地方 自治財 政の硬直化がさけばれており,そ の原因として自治省からは,各 自

治体における人件費の高騰が強く指摘されている。 しか しこの指摘 とは別に,各 自治

体か らはむ しろ今日の中央 と地方 との財政配 分の制度 が硬直化の主要原因であるとの

指摘がなされている。そのためモデルにおいても,人 件費及び地方交付税,譲 渡税,

国庫支出金の財政配分を考察してみた、

埼 玉県 に おけ る県 一般 会計 の 歳入 状況 及び 総歳入 に 占める各種 分 配

金の比率を求めてみた。3割 自治が強 く指摘されているなかにあっては,埼 玉県の場

合む しろ自主財源には余裕があると判断 できる。次に人件費であるが,県 及び市町村

における職員数の総人口数 に対する比率をみると,県 の場合は減少傾向にあり,市 町

村の場合は多少増加傾向を示 している。 しかしながら各地方自治体の場合,職 員の絶

対数 には教職員,警 察官等 も含まれ ておりまた市町村の場合には,最 近の福祉行政の

先取 りのため,多 少職員数のふえる現象もやむをえない点があるものと考えられる。

また県及び市町村の平均給与 を求め,世 間一般との比較 も行 ってみたが,さ ほど自治

体職員の平均給与が高い ものと当断ずることはできなかった。

●

'
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表3.10県 一般 会 計 歳入 決算

4

`

総 額 県 税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 そ の 他

(百 万) (百 万) (百 万) (百 万) (百 万) (百 万)

41年 68,795.4 22,726.6 1,218.7 8,007.9 19,147β 17,694.6

42 76,748.3 28.847石 1.4356 10ρ256 20.646ユ 15,793.4

43 93.2278 38.3724 1,701.] g373.6 23,561β 20.219ユ

44 113,106β 49,120.9 2.3924 11.1228 26.8667 23,613.8

45 139,316.9 62,596.4 2,798」0 ユ0,g93.3 32.3155 30,613.7

46 175.7883 71・030・8 3,292.4 10β45.2 43β33.3
」

46,986.6

表3.11各 収 入対 総歳入額比 率%

◆

σ

1
1}

総 額 県 税
|

地方譲与税 地方交付税ρ 国庫支出金 そ の 他
'

一 〕 「 一 一 一

41年 100. 33.04 1フ7 11.64 2783 25.72

42 100. 37.59 1β7 13.06 26.90 20.58

43 100. 41.16 1.82 10.05 25.27 21.7G

44 100. 4343 2.12 983 23.75 20.87

45 100. 44.93 2C1 7.89 23.20 21.97

46 100. 40.41 1.87 6.17 24.82 26.73

地方譲与税+地 方交付税+国 庫支出金

〉 陶1・ ・ 421
十

43144 45 4ε

惚}41.24 41.83
1

37.14 35.70 33」0
|

3286

一145一



表3.12公 務員 数

県 職 員 数 市町村職員数 総 人 口 数 県 対 人 口 比 市町村対亙此

(千人) (千 人) (千 人) (勿) (%)

40年 28.7 18.8 3,015.0 0.95 0.62

41 29.2 20.2 3,159.4 0.92 O.64

'42一
30.2 21.6 3,330.4 0.91 O.65

43' 3工'5 2'3.0 3,496.0 O.90 0.66

44・'層 32:4
'
25.5 3,6'66.1 0.88 O.70

45' 34:2
・こ28

.0 3,866.5 0.88 0.72

46 356 30.6 4,062.1 0.88 O.75i

●

■

、

`
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表3.13県 。布 町村 平 均 給与 と個 人 所 得 との 比 較

県職員平均 市町村平均
|

1人 当 り個 総 人 口数 生産年令人

給与 給与 人所得 口数

(千 円) (千 円) (千 円) (千 人) (千 人)

40年 480.0 354.0 336.4 3.0150 2,066.3

41 520.8 3924 3684 3.1594 2,173.3

42 5604 424.8 4054 3,330.4 2,283.2

43 6144 4764 4593 3.4960 2.3960

44 6804 534C 510.9 3.666ユ 2,512.2

45 772.8 6060 588.5 3,866.5 2,631.3

46 876.0 7500 617.0 4,062.1 2.7505

47 1・〇三士0⊥ 852の 663.3 4,266.0 2,869.4

(万 円)

10。l

I

}

50/1'「J"〆

県平担給与

/
県内1人当獺 プ ク

.e"

ピ ρ

v'

〆
ノ

■

ノ

O

,e

/・/

c

o

ピ 市町村平均給与

生 産 年 令 人

口1人 当 り

個 人 所 得

(千 円)

490.9

535.6

591.3

670.2

745.6

8648

911.2

986ユ

》

●

イ

`

　 　　　し 　へ

4041424344454647自 ⇒

図3.6県 ・市 町 村 平 均 給 与 及 び 個 人 所 得 の 推 移
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表3.14人 件 費 対 歳 出比 率(県)

●

歳 出 総 額 人 件 費 比 率

(百 万) (百 万) (%)

41年 67.5840

42 74418.5 22,559 3031

43 90.1987 26381 29.25

44 109704.2 31590 28.80

45 135,477.0 38,942 28.74

46 172,987.5 46,494 26.88

表3.15人 件 費対 歳 出比 率(市 町村)

♪

歳 出 総 額 人 件 費 比 率
.

(百 万) (百 万) (%)

40年 38,772.6 11,364.8 29.31

41 49,327.2 13,237.2 26.84

42 58ρ13.8 15,695.9 27.06

43 76,823.0 18,536.4 24.13

44 100,814.7 22β34.3 22.65

45 137,347.6 29,412ユ 21.41

46. 169ρ14.6 38,060.7 22.52

♂

●

これ らの基礎 資料 か ら判 断 して地 方 自治財 政 の硬 直化 の原 因 は,埼 玉 の場 合 人件 費及

び 財 源配 分以 外 の と ころに 存 在す る の では ない か と思 われ た.、そ の た め人件 費 及び財 源

配分率 の 問 題に 関 しては 考 察 だけ に と どめ,実 際 の シ ミ ュレー シ ・ン ・スタデ ィーは行 っ

てレ、ない。

一1
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1

3.4結 果 の 考 察

ノ ーマ ル ・ケ ーヌ にお け る各セ ク ター の主要 変 数 の 動向 は表3.16の よ 争で あ った。

総人 口数 は昭 和40年30L5万 人 か ら47年427.3万 人 に約130万 人 も増加 し

て い る。 産 業 セ ク タ ー に お・け る民間 設 備 ス トック,県 内総生 産 額 財 政セ ク ターに おけ

る歳入 ・歳 出,公 共 サ ー ビス セ クタ ーに おけ る公 共サ ー ビ ス建 設投 資 額等 も高 度経 済 政

策 の影 響 を うけ て 指数 関数的 な増 加傾向 を示 してい る。 モ デ ル に組 み込 む こ とが で きな

か っfchSた とえ ば 地価 の傾 向 な どは,公 示価 格 で判 断 して も,昭 和46年 頃 か ら年率

30～40%近 い値 で伸 び て伝 る。 この よ うな都 市の成 長 活動 に伴 った排 出 され る公 害

成券 も年 々増 加 の傾 向 を示'してい る。 しか しなが ら天 気 汚 染 な どは 昭M42年 頃 か ら厳

しい夢 制 を行 って きた た め,そ の後 イオ ウ酸化物 大気濃 度 は序 々 にで は あ るが減 少傾 向

を示 して もい る。 公 害 の よ うな都 市活 動 の抑 圧要 送 は人 口 の流動 状 況 に大 き く影 響 を与

え る もの と想 定 で き る。 たと え ば 埼玉県 が行 った昭和60年 頃 までの 人 口推 定 の 値 も急

激 な 横 ば い状態 を表 わ してい た。 主要変 数 に お け る動 向 は,観 測 値 と比較 して も大 きな

誤 差 がな い もの と判 断 した。

、

■

4

、

表3.16ノ ー マ ル ・ ケ ー ス の 計 算 値

40年

41

42

43

44

45

46

47

総 人 口 数

(千 人)

3,015.0

3,171.5

3,336.3

3,509.5

3,692.0

3,8822

4,0762

4,2732

県内相生産額

(億 円)

12ρ40.5

]3,753.6

15,963.5

18,6262

21,781.7

25,781.7

乞9514.5

34,460.8

民 間設 備 ヌ ト
ック

(億 円)

3,609.4

4,460.8

5,478.3

6.693.1

8,138.7

'
9,853.6

11,881.2

14.268.3

県 総 収入 額 水道建設投資額

(億 円)(億 円)

434.3

473Js

5168

595、8

716.7

887.5

1156.4

1455.7

3948.

46.73

51.05

54.55

60.59

72.75

95.26

1き3.20

`
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公害 規 制 に お い ては,ケ ース1),2)に み られ る よ うに,規 制 の 強化 を行 っ てい る。

ケース1)で は ノ ー マ ル な 場 合 と 同 様 な め ら か な 非 続 形 型 の カ ー ブ で,

しか しな が らノー マル に較 べ て多少 厳 しい新 制 値 を設定 してい る。 ケ ース2)に おい て

は,埼 玉 県(tcas・け る 適正 基準 濃度O.3(mk/1000f/H)に 即,近 づ くよ うな 規制 値

の設 定 を行 っ た。 しか しなが らこの よ うな規 制強化 を行 った に もか か わ らず,裏 道 業

出荷 額 等,県 内 粗生 産額 は ノ ー マル ・ケー ス に比 較 して ほとん ど変 る こ とが なか った 。

そ の原 因 として才ず 大 気 汚染防 除 に必 要 な投 資 額 が ノー マル ・ケrヌvateい て も導 か

れ てい る ように 年間5～6億 円程 度 で あ り,製 造 業 出荷 額等 や県 内 粗 生産 額 はそれ に

較 べ て年 間1兆 円 か ら3兆 円以上 もの額 で あ り,民 間設 備ス トックの額 に関 して も,

す でに3,000億 円か ら12,000億 円 もの間 に あ るため それ 程大 きな投 資 減退効 果

を与 え得 な か った ため と中断 で き よ う。2.5公 害 セ ク ターrCtsい て示 してい る表2.5.1

公害 防止 生産 実 積 の推 移 にお け る公 害 防除 産業 の 年 間生産 額は3,700億(S.47)

に もの ほ っ てい る。 この表 の場 合 は,大 気 汚 染 だ け で な く,そ の他 水 質 汚濁 や煤 じん

処 理 な ど幅広 い公 害防 除 用装 置 の 年間生 産 額 が示 さ れて い るため,モ デ ル に おけ る防

除 投 資額 と単 純に 比 較 す る ことはできないがY公 害 防 除投 資 を大 気汚 染 だ け に限 定 した

の では十 分 にそ の規 制効 果 を測定 す る こ とが で きない 点 を,今 回 の シ ミ ュレー シ・ン'

ス タデ ィ ーは 示 してい る。今 後大 気汚 染 だけ で な く水 質汚 濁 防止 産 業 廃棄 物 処 理 な

どの幅 広 い防 除投 資 をモ デ ル に組 み込 む作 業 が課題 と して残 され た 。

次 に 県 の麺,生 活 基 盤 投 資配 分 率 の変 更 で ある カ～ ケ一一):1)交 通基 盤投 資額 の5

%を 生 活基盤 投 資 に振 り向 け た場 合 ケ ース2)同10%を 振 り向 け た場 合 相方 と も,

ノ ーマ ル ・ケ ース に比 較 して変造 業 出荷額 等,県 内粗 生 産 額 はほ とん ど変 化 してい な

い 。 国 ・県 ・市町 村 別 投 資 割 合 をみ て も,交 通 基盤 投資額 に お け る県 の そ れは,全 体

の約23%程 度 に しか な らず,生 活 基 盤投 資に お い ては,全 体 の約5%程 度 を占 め る

だけ であ る。そ の ため た と.:?県の それ ぞ れ への 投 資額 を何%(今 回の場 合5%と10

%)振 り替 え た と して も全体 的 な影 響 力は 微 々 た る もの に しかす ぎな か った。 公 害規

制 及び 基 盤整 備事 業 な ど県 が 行 う幾 つ か の政策 が どち らの場 合に おい て もあ ま り強 い

効 果 を もち 得 たい の は,1つ に県 の 国 ・地 方 自治 体 に おけ るそ の位 置づ け が 大 き く原

因 じているといえよう。地方 自治体 除 いて.直接地域 住 民 と接 して 事 務 及び 供給 ・処 理 を行 っ

て い る市町村 の 場 合,や は り直 接 的 で あ るが ため に,さ ま ざま な規 制 指導 の効 果や,

一151一

へ
＼



整体事業の効果が市政に反映 し 次の政策を展開 していくダ イナミックな動きを示 し

ている。 しか しながら県の場合は大規模事業のほ とん どは国が直接行 うし,住 民との

直接的な行 政作業はそのほとん どが市町村において処理され ている谷間に位置するた

め,そ の役割を明確に定義 し,そ の効果を明示的に示 しにくい点がある。

県の存在 とその政策効果 をもっと明 確 に してい くため に は,や は り有効か

つ 十 分 な 財 源 の 裏 付け と,そ の役 割 の拡 大 を行 うことが必要なのではない

だろうか。モデルでは,前 提条件 として現在の社会制度は変わらないとしているたぬ

今回 のシミュレーシ・ン'ヌ タデイーにみられた以上に県の政策効果を明示的に示 しえ

ないが,こ の前提条件つまり社会制度が大幅に変わ り,か っ財政の有効的な使用さえ

明確になるならば,も っと,県 の存在がク ローズ ・アップされ,地 域特性に根ざした

地域特有の政策を展開していくことも可能になってくるのではないだろうか。3割 自

治がさけぱれ て久 しいが,こ の ような枠にとらわれることなく,もむ しろこのよ うな枠

をこえて県の主体生が発揮 しえる制度及び財政が確立されることを強 く望みたい。

`
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資料1変 数一覧 表

1.1人 目 セ ク タ ー

変数番号 変数記号 変 数 内 ・外 生 単 位

1 TPIS 総人口数 内 千人

2 CPIS 幼児人口数 内 千人

3 SPIS 学令人口数 内 千人

4 PPIS 生産者入口数 内 千人

5 OPIS 老令箸入口数 内 千人

6 NB 出生数 内 千人

7 BR 出生率 外(Table) %

8 IFPS 流入人口数 内 千人

9 IDRC 幼児流入分配率 外(定 数) %

10 IDRS 学令流入分配率 外(定 数) %

11 IDRP 生産者流入分配率 外(定 数) %

12 IDRO 老令者流入分配率 外(定 数) %

13 DRC 幼児死亡率 外(定 数) %

14 DRS 学令死亡率 外(定 数) %

15 DRP 生産者死亡率 外(定 数) %

16 DRO 老令者死亡率 外(定 数) %

17 OFPS 流出人口数 内 千人

18 ODRC .幼 児流出分配率 外(定 数) %

19 ODRS 学令者流出分配率 外(定 数) %

20 ODRP 生産者流出分配率 外(定 数) %
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変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 生

|
単 位1

%
21 ODRO 老令老流出分配率 外(定 数)

22 INC 幼児増加数 内
i千人

…

23 INS 学令者増加数 内

}

千 人i
1

24 INP 生産著増加数 内
}千 人

;

2 .5 INO 老令者増加数 内
|

千人

26 GRC 幼児成長率 外(定 数) %

27 GRS 学令者成長率
i

外(定 数)i%…

28 GRP 生産者成長率 外(定 数) %

29 OR 流出率 外(定 数)・ %

30 DNC 幼児減少数 内 千人

31 DNS 学令著減少数 内 千人

32 DNP 生産著減少数 内 千人

33 DNO 老令著減少数 内 千λ

34 ND 死亡数 内 千人

35 DR 死亡率 外(定 数) %
`
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L2産 業 セク ター

変数
番号

変数記号

1

内生変 数 名
;外生

備 考

1 ILPIS 県内工業用地価指数
「

内 β+α(住 宅用地価)

2 ILPIK 関東内工業用地価指数
外

(内)

3 AMLPI 工業用地価魅力乗数 内 幾 年を・として霊 殿 催

4 ITS 県内交通基盤資本ヌ トプク指数 内 財 政セ ク タ ーか ら

5 ITK
、
関東交通基盤資本ヌ トプク指数 外

6 AMT 交通基盤魅力乗数 内 基準年を・と口 器 畝 る

7 PPS 県内生産人口 内 人 口セク タ ー よ り

8 PPK 関東生産入 口 外 同 上

9 AML
二 労働供給魅力乗数 内 麟鞄 として謬 叢

叢ーー-}

10 IICPS' 県内公害防止によるコスト増加指数 外 規制直指数(額)

11 IICPS
関東に莉研る公語 正によるコス
ト増加指数

外 規制値指数

12 AMIC 公害防止による投資意欲減退乗数 内 差綱 ・とし弍鍵s

13 AMI 民間設備投資魅力乗数 内 賊塁鍵 整
14 RAMI 認識された投資魅力乗数 内 AMIがTDI遅 れる(1次 遅 れ)

'

15 TDI 認識遅れ期間 内 TDC× ・MTDC.

16 INPP 公害防止投資必要額 内
(公 害 指数 －IICPS)×

防 止 原単 位

17 TDR 規制嘩成遅れ 外
一'

TDRの 遅れ を もったINPP

(1次 遅 れ)一 一一 一 一 一
1

18

－

IPP 期待される公害防止投資 内

19 SPP 水質汚染公害防止資本ストック 内

20 DPPW
水質汚染公害防止資本ストック減
価働L.

内 ×年前の公害防止投資教組)P
・

21 RPP

,

公害防止投資比率 内
IPP

AI 、 一 一

22 ARPP 実現 した公害防止投資比率 内 ∫(RPP)

23 PPAP 公害苦情指数 内 公害苦情件数

24 TDRA 認識於くれ(標 準) 外

25 TDC 建設おくれ 内 ∫(APAAP)

26 EI 期待すぺき民間設備投資 内 IRCSK・CSM

-一 ー一}
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変数
番号

変数記号
A

変 数 名
内生
外生

備 考

ρ

`

`

、「

◆

亨

27 IRCSK 関東圏の設備投資比率 外

28 AI 実萌した設備投資 内 EI×RAMI

29 CSM 民 間資本 ヌ ト ック 内
前年度CSM+AI-

DCMS

30 DCSM 民間資本ス ト,ク の減価償却 内 18年 前 のAI

31 AVM 製造業の附加価値 内 C。(RCSP)α(LM)β

32 RCSP 実質生産資本ス トプク 内 CSM-.SPP

33 CSMP 資本装備率(製 造業) 外

34 AVCT 建設第3次 産業相生産額〔実質) 内

35 PLA 農業用耕地面積 内 資源 セク ター より
一

36 AVRPL 耕地面積当 り第1次 産業相生産額 外 ∫(t間 数形 で与える

37 AVF 第1次 産業湘生産額 内 AVRPL'PI.A

38 GPS 県内総生産 内 AVF十AVM十AVCT
.一

39 AVMP 製造業における労働生産性 内
AVM-一 －
W'π)M

40 AVFTC 第1次,第3次 および建設業の相生産額 内

41 AIPP 実現.した公害防止投資 内 ARPP×AI

〆42
PIH 1人 当り県民個人所得 内

43 MPM 製造業従業者数 内 ・M・・鑑 劉
・

44 TMP 県内就業者数 内

45 AIPPW 実現した水質汚染防止投資 内

46 AIPPA 実現した大気汚染防止投資 内

47 DPPA 大気汚染防止資本ストック減価償却 内

48 SPPA 大気汚染防止資本 ス トック 内

49 PRODT 製造品出荷額 内

50 C 埼玉県のもつ地理的有利性定数 外
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1.3財 政 セ ク タ ー

1)財 政 収 入

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

1 PIHS 個人所得 内
名 目

億 円

2 IPI 所得 イニ フ レ一 夕 外
、、←

45年=100

'

3 ITP 県 民 税 内 億 円

.-

4 BT 事 業 税 内 億 円

5 IPS 所得 イニ フレ 一 夕 外 S.45年=100

6 LTXP 県 税 内 億 円

7 LTXPC 1人 当 り県税 内 千 円

8 GTRP 県一般税及び税外収入 内 億 円

9 DLATP 県地方交付税 内 億 円

10 DLAGRP 県地方交付税対収入比率 内

11 MBP 県地方債 内 億 円

12 MBPTRP 県地方債収入比率 内

'

〕13 BMBP 県地方債残高 内 億円

14 RMBP 県地方債償還金 内 億 円

15 GRP 県一般収入 内 億 円

1

}16
TRP 県総収入 内 億 円
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変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

}
}

17 LTCTV 市町村地方税 内 億 円

18 LTCPC 1人 当り市町村地方税 内 千 円

19 GTRC. 市町村一般説及び税外収入 内 億 円

20 CES 個人消費支出 内
名 目

億 円

21 DLATC 市町村地方交付税 内 億 円

22 DLAGRC 市町村地方交付税対収入比率 内

23 GRC 市町村一般収入 内 億 円

24 MBC 市町村地方債 内 億 円

25 MBCTRC

i
市町端 端 嚥 率i内

26 BMBC 市町村地方債残高

7

内 億 円

27 RMBC 市町村地方債償還金 内 億 円

28 TRC 市町村総収入 内 億 円

2)財 政 支 出 ・

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

1 NLS門 県財政負担分公務員数 内 千 人

2 NLSP 県公務員数 外 手 人

3 NTP 負担法適用教職員数 外 千 人

4 SPPTP 教職員1人 当 り学令人口 外 人
〕
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イ

占

、

変数番号 変数記号
1

変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

5 CMPP 県財政負担分人件費 内 億 円
一

6 AWP 県職員平均給与 外 千 円

7 CFEP 県財政負担分消費支出 内 ・ 億 円

8 TREP 県支出扶助費 内 億 円

9 TRPF 県財政負担分扶助費 内 億 円

10 TRNF 国負担補助率 外

11 GCEP 県経常経費 内 億 円

12 GCGRP 県経常経費率 内
Ψ..

13 IEPF 県財政負担分投資的支出 内
名 目

億 円

14 IPTRP 県投資比率 内

15

」

TIPF 県財政負担分一般事業投資総額 内
実質(S45-100)

億 円

16 DFI 財政投資支出デフレ一夕 外 S.45=100

17
ち

DPIP 県一般事業投資需要総額 内 億 円

18 CMPC 市町村財政負担分人件費 丙 億 円

19 NLSC 布町村職員数 外 千 人

20 AWC 市町村職員平均給与 外 千 円

21 CFEC 布町村財政負担分消費支出 内 億 円

22 TREC 市町村支出扶助費 内
'

億 円

23 TRCF 市町村財政負担分扶助費 内 億 円

-一 一炉}〔
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変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

24 TRNFC 国負担補助率 外 …

i

25 TRPF 県負担補助率 外
|

1

26 GCEC 市町村経常経費 内 翻i

27 GCGRC 布町村経常経費率 内
l

i

28 IECF 市町村財政負担分投資的支出 内
名 目1

億円 口

i

l
29 ICTRC 市町村投資比率 内

30 TICF
市町村財政負担分一般事業投資総

額
内

実質(S45年=100)}

億 円

31 TDPIC 市町村一般事業投資需要総額 内 実質
億円

3)交 通基盤投資支 出

変数番号 変数記号

|

変 数 名
|

内 ・外1(単 位)備 考

1 DTKIP 県交通基盤投資需要 内 実質

億 円

2 IRTPF 県財政負担分交通基盤投資配分率 内i

}

3 AITPF
実現する県財政負担分交通基盤投

資支出
内i実 §円

「

4 DTKIC 市町村交通基盤投資需要 内
実質
億 円

5 IRTCF
市町村財政負担分交通基盤投資配

分率
内

6 AITCF
実現する市町村財政負担分交通基
盤投資支出

内 実質
億円

7 TINF 国交通基盤投資支出 内
実質

億 円

8iTIS 県内交通基盤投資支出 内
実質

億 円
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変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

9 TKS 県内交通基盤社会資本ス トック 内
実質
億円

10 TKSPP'
県内生産額 あたり交通基盤社会資

本ストック
内 千 円

→

11 TKSPC 1人当り交通基盤社会資本ストック 内 千 円

4)生 活関連投資支出

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 (単 位)備 考

1 DILPG 県生活関連一般事業投資需要 内
実質
億円

IRLPF

r

県財政負担分生活関連一般事業投

資配分率
内'

3

'

AILPF
県財政負担分生活関連一般 事業投

資支出
内

実質
億円

4 DILCG 市町村生活関連一般事業投資需要 内
実質
億円

5 IRLCF
市町村財政負担分生活関連一般事

業投資配分率
内

直

6 AILCF
市町村財政負担分生活関連一般事

業投資支出
内

実質

億 円

57
ILNF 国生活関連一般事業投資 内

実質

億円

8
.AILS 県内生活関連投資支出 内

実質

億円

'

∂

:

9 ILPE 公営企業生活関連投資支出 内
実質

億円

10 LKS 県内生活基盤社会資本ス トック 内
実質

億 円

ト吻 一-

11 SOCK 県内生活基盤社会資本ス トック計 内
実質

億円

12 LKSPC 1人当り生活基盤社会資本ストック
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5プ文教施設投資支出

変数番号 蜘 号i変 数 名
ll

内 ・外i(単 価 備 考

1 DE珪 県交教施設投資需要

一
三 内

実 質 ・

億 円

2 IREPF

'

県財政負担分文教施設投資配分率 内

,

3 AIEPF
実現する県財政負担分文教施設投

資支出
内 ・.

実 質
"

億 円.∵

4 PE・ ζ 孟鴫 文教施設 酷 要 内
実質

億円
一

噛

∵RECF

市町槻 政飽 分嫌 搬 遍 配
分率

内'

…
>

9

→

6 AIECF
実現する市町村財政負担分文教施

設投資支出
内.

実質

億 円

7 EINF 国文教施設投資支出

㌔

1

内'
実質 ←

億 円

8 EIS 納 文教織 投資鎚
.

内
実質 ～

即,,

9 EKS' 県内文教施設社会資本ス トプク 内
実質

億円 」

'

e

旬

つ
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1.4公 共 サ ー ビ ス ・セ ク タ ー

1)水 道 事 業

変数番号

1

2

3

一

4

一

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

変数記号

RWWr

PEByv'W

PWWI

REPWW

TPEBWW

RRWW

IRWS

TWS

WSP

.MWSM

'FTIPIS

FTPWW.

URUW

WDAR

IWSP

CCWW

変 数 名

資本的収入

企業債発行額

建設投資額

償 還 金

累積企業債発行額

償 還 率

増加配水量

総配水量

給水人口数

1人 当 り平均使用量

来郷 人口数

来期供給総人口数

地下水利用率

需要達成率

増加給水人口数

1人 当 り平均建設投資

内 ・外 生

__.⊥ 一_

単 位 一

一 内
百 万 円/年

,

内' 訪 円ン年
一ー一 一 ・ 層

内 訪 日/年=

内 ・ 百万円/年

・

内 百万円/年

外(定 数)
辺.,

,内 万w尾

内 万ぴ/ゼ ・

内 千人

外

(定 義式)
ε/人イ戸

,内 』 千 人 、

内 事人

外く磁) %

内 %

内 、千 人 ・

内 千'円/人
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2)公 共下 水 道 事 業

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 生 単 位

:

1 DADW 排水処理能力 内 万⑳/年

2 IRDADW 新給排水処理能力 内 万㎝/年

3 bWFL 家庭排水量 内 万⑳/年

,4 MDWM 一人当 り平均排水量 外

(Table)
ε/人/日

5 DMFL 家庭排出負荷量 内 ton/年

6 DVDML 家庭排出負荷処理量 内 t⑰/年

7 DMGAP

L

残余家庭排出負荷量 内 ton/年

8 DMFP 産業排出負荷量 内 ton/年

9 DMPP 単位生産額当り排出負荷量

1

外

(Table)
g/百 万円/日

10 SDCP 産業自己内処理係数 内' %

11

r'

DEFL 家庭排出し尿量 内 ton/年

12 DEPM 一人当 り平均排出し尿量 外(定 数) 9/人/日

;3 IDF .下水道関係投資額 内 百万

14 CCDF 下水道関係建設コス ト 内 百万/千 人

15 MDMM
一人当り平均排出負荷量 外

(Table)
9/人/日

16 DPDF 下水道普及率 内 % 1

17 DEGAP 残余家庭排出し尿量 内 ton/年

18 TDM 総排出負荷量 内 ton/年

19 DWDP 排水処理人口数 内 千人

20 IDWDP 増加処理人口数 内 手人/年

21 UAPS 市街下区域内人口数 内 ,手 人

'7

22 FUAPS 来期市街下区域内人口数 内 千人

23 UAI)F 市街下区域内下水道普及率 内 %
1

膓
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3)廃 棄物 処理 サービ ス

■

●

白

'

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 生 単 位

1 DADR 廃棄物処理能力 内 千ton/年

2 IDADR 新規処理能力 内 千tの/年

3 INVDR 建設投資額 内 百万/年

4 DPDR 処理人 口数 内 千人

5 IDPDR 処理入口増 内 千人/年

6 UDPDR 行政区域内未処理人口数 内 千人

7 FUDPD瓦 来期行政区域内未処理人口数 内 千人

8 CCRF 建設原価 内 百万/千 人

9 UDRUB 未処理廃棄物(家 庭) 内 千ton/年

一

10 DRFP 産業未処理廃棄物 内 手ton/年

11 MDRP 単位生産額当り廃棄物 内(定 数) 千ton/億

12 MDRM
一人当 り平均排出廃棄物 外 ton/千 人/年

13 TDRUB 総未処理廃棄物 内 千ton/年

`
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1.5公 害 セ ク タ ー

;

変数番号 変数記号 変 数 名 内 ・外 生
i単 位
i

1 PECV 重油消費量 内

～

千 〃4/年

1

1

2 TSO2V SO2総 発生量 内
寸

ton/年1
}

3 INCRS S含 有率 外(定 数) %

4 EXSO2V SO2除 却量 内 ton/年 ト

5 LSO2V 残余SO2量 内.
・ton/年

6 EXVPP 単位投資額当り平均除却量 外(定 数) 9/yen

7 ADSO2 SO2大 気濃度 内 吻/100㎡/日1

」

8 .SSO2PD
基準年度単位SO2当 り大気

濃度
外(定 数)

!
(仰/100(砿/日)/

ton

9

・'一

SO2GAP 大気汚染Gap 内 咋/100(㎡/日

10『 CDSO2 規制濃度
外

i(T・b1・)

況9/10'0㎡/日

も

ツ

寸

、

」∋
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